
みんなのまちをみんなでつくろう！

令和5年度 町会、元気の素 ハンドブック 

町会はいろいろな活動を通して、人と人のつながりをつくります 

体育大会や文化祭、盆踊りなど、誰もが
気軽に参加できる催しを通して、地域
住民の親睦を図っています。

子ども会や老人クラブ、青少年団体・女性 
団体など、地域内の各種団体の育成や 
活動の支援にも努めています。

夜道でも安心して歩けるように防犯灯の
設置や維持管理、夜回りなどの防火活動
も行っています。



 
みんなのまちをみんなでつくろう！ 
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みんなのまちをみんなでつくろう！ 
           １ これまでの町会と、これからの町会  
 市内全域で課題や問題を解決するための取り組みがたやすかった時代から、過疎化

が進む中山間地域、高齢化が進む中心市街地など、地域特有の新たな課題が目立つよ

うになってきました。自分たちの地域にあったやり方を創り出す努力が必要です。 
 
 

金沢は、古くから独特の地域共同体としてのコミュニティを大切にしてきたまちです。 
金沢のコミュニティは、「相互扶助精神」と「歴史的背景」を基盤とした、「校下」と呼ばれる 

小学校の通学区域を単位としてまとまり、様々な活動が行われています。また、消防分団や 
公民館といった住民の共有財産が存在していることが多く、ここに帰属し参加することが、 
これまでは住民相互の連帯意識を高める求心力にもなっていました。 
 

しかし、どこでも「役員が高齢化してなり手がいない」「地域の取り組みに人が集まらない」 
など、町会運営の中で、子育て、見守り、ごみの問題など、みんなで分担しあう「あたりまえ」 
のことすら、ややもすると共有できない時代になってきました。 
 

今までの「あたりまえ」を理解してもらうのに難しい時代だからこそ、「あたりまえ」が何故 
必要か、もう一度原点に戻って、丁寧に説明することが求められているのではないでしょう

か。そして、そこから「町会の活性化」につながる道筋が見えてくるように思われます。 
 

近年、お互いが手を取り合って課題の解決を試みる「協働」という考え方が、市民と行政 
の新しい関係として、地域で盛んに進められています。金沢市においても平成１７年４月に 

「金沢市における市民参加及び協働の推進に関する条例」(略称「協働推進条例」)が施行 

され、「協働のまちづくり」を推進しています。 

 

これまでの「誰かがやってくれる」といった依存体質ではなく、 

情報を公開した上での相互理解のもと、お互いが対等な関係で、 

自分たちの幸せのために汗を流す「協働のまちづくり」は、きっと 

これからの町会を担う若い人たちにとっても魅力的なものであり、 

地域の活力を生み出すことにつながっていくことでしょう。 
 

この「ハンドブック」では、町会を身近に感じ、参加しやすい 
町会運営やそのために必要なルールの共有、情報の公開などが 
進むように編集しました。 
 

市民協働や行政との協働関係は、一朝一夕では成立しません。 
いろいろな機会を通して、これまでの相互依存の部分から脱却し、お互いが自立した対等な 
関係のもとで「市民の幸せ」という共通の目的達成の主人公となりましょう。 
 

次の２ページは、「協働をすすめる市民会議」がつくった「かなざわ協働をすすめるハンド 
ブック」からの抜粋です。これからの町会運営の考え方の参考としてください。 

 
(注)「協働をすすめる市民会議」は市民参加及び協働による市政を推進するための組織で、 

協働推進条例の施行により設置されました。金沢市町会連合会、金沢市公民館連合会、 

金沢市校下婦人会連絡協議会等各種団体の他、市民団体、公募委員などが、市民と行政の 

協働によるまちづくりの推進のため、研究と事業を展開しています。 
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 かなざわ協働をすすめるハンドブックより  

　少子・高齢化、安全安心、環境保全、まちなかの空洞化など、社会の課題
は増大しています。従来の行政主導では、財政の悪化や社会的課題の増
加などにより、十分なサービスができなくなってきました。

合
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 かなざわ協働をすすめるハンドブックより  

合

地域ぐるみで活動する
ことができる

財政的基盤の弱い団体
が多い

でき
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みんなのまちをみんなでつくろう！ 

２ 町会の自律のために 
   地域に住む一人ひとりが、自分達の地域のことを考え、互いに協力してこそ本当に住み 

よい地域となります。町会は、互いに助け合い、支えあうコミュニティの基盤です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

やってみよう！町会自己診断 １０問シート！！ 

         質問に「はい」の場合は右欄に○を記入してください。  採点 
①  町会の規約(会則)を持っています。  
②  年に一度は必ず「総会」を開いて、住民の方々の意思を反映させています。  
③  「総会」では「議事録」(記録)を作成し、住民の方々に公開しています。  
④  町会の「収入」や「支出」は、住民の方々にわかりやすく伝えています。  
⑤  町会費の集金時には、「袋に押印」をしたり、「領収書」を発行しています。  
⑥  「会計」のほかに「監事」又は「監査」を置いています。  
⑦  「町会長」や「役員」(三役や運営にあたる人)には、女性もいます。  
⑧  「役員」の引継ぎはとても大事なことなので、資料も含め、引継いでいます。  
⑨  町内に関する必要なことがあれば、お知らせを作って、「回覧」しています。  
⑩  「お祭り」や「行事」などで、子どもから大人まで集う機会を作っています。  
 
どうでしたか？住民の方々の参加意欲を高めるための町会運営の「基本的」な質問です。○の数で 
自己診断してみましょう。 

【○の数が９～１０個】・・ほぼ満点町会です。これからも民主的な運営を心がけましょう。 
【○の数が４～８個】・・・一応民主的に運営されていますが、見直しや新規提案が欲しいところです。 
【○の数が１～３個】・・・最低のルールだけでは参加意欲の高まりにつながりません。もう一工夫！  
【○の数が０個】・・・・・・・後を継ぐ人のためにも、改良しましょう。 

■ いきいきとしたコミュニティづくり 
 「住みよい地域」とは、どんな地域でしょうか？

子どもが安心して遊び、学ぶことができ、 

お年寄りも不安を持たずに生活できる。 

普段からあいさつが自然にできて、「何かあった

とき」にはお互いに助け合えるご近所付き合い

がある。こんなまちが、「住みよい地域」だと、 

みなさんは思われるのではないでしょうか。 

   コミュニティ(地域社会)は、私たちが暮らし、 

つながり、支えあい、夢を抱く大切な場です。 

ここで豊かに生きていくためには、地域で暮らす 

一人ひとりが今一度、コミュニティを見つめ直す

必要があるのではないでしょうか。 

■ 町会の役割 
町会の役割は、互いに支えあい、住みよいまち

を作っていくことです。そのために、親睦行事など

を通して、住民同士が交流を深めたり、地域の 
生活環境の向上に取り組んだりと、さまざまな活動

が行われています。 
現在は、人々の意識が多様化し、地域の結束力

もともすれば弱まっています。 
しかし、地域のさまざまな課題は、住民が協力

し合わないと解決が難しいものばかりです。 
町会は自分たちで運営する自治組織です。 
地域を住みよくするためにかかせない町会

運営を、今一度見つめ直してみましょう。 

( ) 

( ) 

( ) 

( ) 
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町会費と募金などの集金が主ですが、町

会によっては他にも現金を扱う場合がある

ので、あらかじめ年間予定を、町会長さん

から聞いておきましょう。現金を扱うので責

任が重いと考えずに、ご近所さんと挨拶を

交す機会です。留守がちな世帯へは、前も

って伺う日時を書いたメモなどを、郵便受け

に投函しておくなどの工夫をしましょう。 

気軽な声かけは、町会の 
財産です。班長の順番が回っ

てきたら、ご近所付き合いの 
手助けをする気持ちで引き 
受けたいものです 

班長さんには、町会、公民館、ＰＴＡ、 
各種団体などから沢山の回覧物が届きま

す。届いた回覧物は、各世帯へ一部づつ

配付する物と、順番に回覧する物がありま 
す。内容や種類に応じて扱ってください。 
回覧の済んだものはファイルに保存して

おくと、後で問い合わせがあった時に役立

ちます。 

年度初めに、前の班長さんから引き継い

だ当番表を参考に、新年度の割振り表を

作り、各世帯に配付します。当番の 
割振りは町会の事情によってさまざま 
です。体調や事情により参加できない 
方が出たら、順番を替えるなど、 
臨機応変に対応しましょう。 

みんなのまちをみんなでつくろう！ 

４ 班長さんは町会を支える力もち 
  町会の運営にとって班長さんはとても大切な役割を担っています。町会によって役割は 
 異なりますが、各世帯と町会を結ぶ基本的な役割は一緒です。例えば情報交換のために、 

班長会議を開くなど、工夫している町会もありますが、ここでは、一般的な町会の班長さん 
の主な「仕事」を紹介します。 

 

■ 各世帯と町会を結ぶ班長さんの役割 
    
 
 
 
 
                                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

各種当番の割振り 
 ４月 ５月 ６月 ７月 

ゴミ 佐藤 鈴木 高橋 佐藤 

プラ 高橋 佐藤 鈴木 高橋 

ビン 鈴木 高橋 佐藤 鈴木 

 
 
 
 
 
 
 
 

各種集金 

町会長や役員はルールで決

め、新・旧の引継ぎがなくて

は、運営に支障がでます。引継

ぎはしっかり行いましょう。 
みんなの町会 

町会運営にはお金が必要で

す。みんなのお金を扱います。

透明性のある会計処理をしま

しょう。 事業計画 
予算・決算 

役 員 

総会・役員会 
みんなが平等に発言できる 
雰囲気や、納得できるような 
話し合いの場をつくりましょう。 

広 報 

みんなで町会運営に協力でき

る意識を共有するために、活

動や決算などを伝えましょう。 

 
みんなのまちをみんなでつくろう！ 

５ 町会運営のための必需品 
   多くの人々が参加する町会活動を円滑に行うためには、住民に開かれた運営が大切 
  です。基本的に必要なものを紹介します。 
 

■ 町会運営に必要なものは？ 
    それぞれの町会によって、組織の運営はさまざまです。 

みんなが参加する町会の運営に必要なものを紹介します。 
自分たちの町会の、弱いところを補強しましょう！ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ルール 

お 金 

会 議 

情 報 

引継ぎ 

会則に沿った運営や、当番制

など、みんなが安心納得する

ルールを決めましょう。 

規 約 
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各種当番の割振り 
 ４月 ５月 ６月 ７月 

ゴミ 佐藤 鈴木 高橋 佐藤 

プラ 高橋 佐藤 鈴木 高橋 

ビン 鈴木 高橋 佐藤 鈴木 

 
 
 
 
 
 
 
 

各種集金 

町会長や役員はルールで決

め、新・旧の引継ぎがなくて

は、運営に支障がでます。引継

ぎはしっかり行いましょう。 
みんなの町会 

町会運営にはお金が必要で

す。みんなのお金を扱います。

透明性のある会計処理をしま

しょう。 事業計画 
予算・決算 

役 員 

総会・役員会 
みんなが平等に発言できる 
雰囲気や、納得できるような 
話し合いの場をつくりましょう。 

広 報 

みんなで町会運営に協力でき

る意識を共有するために、活

動や決算などを伝えましょう。 

 
みんなのまちをみんなでつくろう！ 

５ 町会運営のための必需品 
   多くの人々が参加する町会活動を円滑に行うためには、住民に開かれた運営が大切 
  です。基本的に必要なものを紹介します。 
 

■ 町会運営に必要なものは？ 
    それぞれの町会によって、組織の運営はさまざまです。 

みんなが参加する町会の運営に必要なものを紹介します。 
自分たちの町会の、弱いところを補強しましょう！ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ルール 

お 金 

会 議 

情 報 

引継ぎ 

会則に沿った運営や、当番制

など、みんなが安心納得する

ルールを決めましょう。 

規 約 
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世帯台帳 （第　　班）【令和　　～　　年度用】　　　　　　　　町会

 ★この台帳は、災害が発生した場合又は災害が発生するおそれがある場合に、緊急連絡及び安否

   確認をするために使います。

 ★この台帳は、町会や校下・地区町会連合会、公民館が実施する行事などへのご案内のために

   使います。

　　以上の目的以外には使用しませんので、実際に同居されている方の記載にご協力をお願い

　　いたします。なお、この台帳は町会長が責任を持って保管管理させていただきます。

（令和　　年　　月　　日現在）

　金沢市 電話（携帯）

続柄

世帯主

年　　月　　日

5

6

1

2

3

4

年　　月　　日

年　　月　　日

備考

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

緊急時の
連 絡 先

年齢

　　　　　　　　　　　　　　　町会は個人情報を持つ事、その管理

　注（そのほか、特別な「使用目的」があれば記入してください。）

　　必要です。

　　　　　　　　　　　　　　　年齢など、何のために必要か、それ

住　所

ふ り が な

氏　　　名
続柄 生年月日

　６ 無理せずに、理解で好感「世帯台帳」！

　　めぐって、記入をためらう傾向にあります。その必要性をもう一度見直してみましょう。

　　　　　　　　　　　　　　　の方法、取得したい情報の使用目的

　　　　　　　　　　　　　　　をしっかり伝えましょう。

　　例として下記「世帯台帳(見本)」の★欄をご参照ください。

　　　「世帯台帳」は町会で暮らしている人達の大切な基礎情報ですが、近年、個人情報の管理を

　　　　　　　　　　　　　　　ぞれの理由をしっかりさせましょう。　　

　　　　　　　　　　　　　　　次に、

みんなのまちをみんなでつくろう！

　●町会における情報の取り扱いは？

　　個人情報保護法では、持っている情報を適正に扱うことを

　　規定しています。大切な情報を守るために正しい管理が

　　

　　切り取ってコピーし、使えるようにしています。

個人情報は、その使用
目的が明確であり、目的に
理解を得られれば、町会は
保有することができます。

個人情報保護法の改正に
より、町会等の団体も「個人
情報取扱事業者」に該当す
ることとなるので、個人情報
の利用目的の特定やその
取り扱いについては、安全
管理のための十分な注意が
必要となります。

ステップ１

ステップ２

※世帯台帳の提出は強制するものではありません。

みんなのまちをみんなでつくろう！ 

７ 総会の上手な開き方！ 
  総会は、会員の総意で町会の方針を決定する最高機関です。事業や予算のほか、役員を 

決めたり、住民(会員)の提案などを話し合います。民主的な町会運営には必要な会議です。 
 

【１】総会開催前の準備 

 
 
①会議の日時や場所、議題などはわかり 

やすく書きましょう。特に終了時刻は 
忘れずに入れましょう。 

②開催の１ケ月ほど前を目安に全ての会員 
に通知しましょう。 

③会議資料も事前に通知すると、会議が効果 
的に進みます。 

委任状にも配慮しましょう。 
           

※ 「緊急動議」での会議の混乱を避ける 
方法として、事前に「討議希望案件」を 
募集します。案件があった場合には、当日の 
議題とするか、別途の会議を提案するなど、 
三役などで取扱いについて相談することが 
できます。 
 

  
① 署名、押印のある委任状は、議決数に影響します。提出された委任状の数、

誰に委任しているかを確認しましょう。 
② 規約に定められた定足数に、出席者数と提出された委任状数の合計が  

達しているか、総会当日の最初に確認しましょう。 
  
 
 

① 議長の立候補者が当日期待できない場合は、あらかじめ候補者を決め、 
ご本人に伝えておく場合もあります。また議事録や、議事録署名人も 
あらかじめお願いしておきましょう。 

 
 
① 開催通知と一緒に、事前に資料などを配布する場合もありますが、誤字、

脱字のチェックや町会会員の部数が揃っているかを確認しましょう。 

会議一口メモ 
参加者にとって好感の持てる 

会議は、予定時間内に終了し、 
みんなで「決める」ことと「話し合う」

ことが区分されて進行されている 
ことです。 
そのためにも議長が必要です。 

①「審議」は、挙手や拍手で結論

を出す内容のものです。 
②「協議」は、結論を出すための

意見をまとめます。 
③「討議」は、結論を出して欲しい

意見を自由に話し合います。 
④「報告・連絡・相談」は、残った

時間で事務局からみなさんに 
伝えるだけの内容です。 
会議内容をこの４区分に分け、 

それぞれに時間配分された進行が

ベストと言われています。 

開催通知 

配布資料の確認 

委 任 状 

議長の内定 
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みんなのまちをみんなでつくろう！ 

７ 総会の上手な開き方！ 
  総会は、会員の総意で町会の方針を決定する最高機関です。事業や予算のほか、役員を 

決めたり、住民(会員)の提案などを話し合います。民主的な町会運営には必要な会議です。 
 

【１】総会開催前の準備 

 
 
①会議の日時や場所、議題などはわかり 

やすく書きましょう。特に終了時刻は 
忘れずに入れましょう。 

②開催の１ケ月ほど前を目安に全ての会員 
に通知しましょう。 

③会議資料も事前に通知すると、会議が効果 
的に進みます。 
委任状にも配慮しましょう。 

           
※ 「緊急動議」での会議の混乱を避ける 
方法として、事前に「討議希望案件」を 
募集します。案件があった場合には、当日の 
議題とするか、別途の会議を提案するなど、 
三役などで取扱いについて相談することが 
できます。 
 

  
①署名、押印のある委任状は、議決数に影響します。提出された委任状の数、 

誰に委任しているかを確認しましょう。 
②規約に定められた定足数に、出席者数と提出された委任状数の合計が 

達しているか、総会当日の最初に確認しましょう。 
  
 
 

①議長の立候補者が当日期待できない場合は、あらかじめ候補者を決め、 
ご本人に伝えておく場合もあります。また議事録や、議事録署名人も 
あらかじめお願いしておきましょう。 

 
 

①開催通知と一緒に、事前に資料などを配布する場合もありますが、誤字、 
脱字のチェックや町会会員の部数が揃っているかを確認しましょう。 

会議一口メモ 
参加者にとって好感の持てる 

会議は、予定時間内に終了し、 
みんなで「決める」ことと「話し合う」

ことが区分されて進行されている 
ことです。 
そのためにも議長が必要です。 

①「審議」は、挙手や拍手で結論

を出す内容のものです。 
②「協議」は、結論を出すための

意見をまとめます。 
③「討議」は、結論を出して欲しい

意見を自由に話し合います。 
④「報告・連絡・相談」は、残った

時間で事務局からみなさんに 
伝えるだけの内容です。 
会議内容をこの４区分に分け、 

それぞれに時間配分された進行が

ベストと言われています。 

開催通知 

配布資料の確認 

委 任 状 

議長の内定 
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【２】総会の手順 
 司会は、役員の中の一人(副会長など)が行うのが一般的です。 

定刻になって、出席者が定数に達した場合は、ただちに司会が開会 
を宣言します。 

 
一般的には、町会長が務めます。あまり長くならないのがコツです。 

 
 

議長の選出は、司会が出席者の同意を得て選出します。 
 
 

議長は出席者数と委任数を報告し、総会が

成立したことを宣言します。 
 

署名人には、議長の他、出席者の中から複数名を議長 
が任命するのが一般的です。 

 
     
 
 
 
 
 
 
 
 

その他、出席者からの発言や、あらかじめ役員からの提案があ

ったら、ここで「討議」「協議」「審議」まで持っていく場合もありま

す。時間の配分を考え、進めることが大事です。予定終了時間

内に納めるのも、議長の大事な仕事です。 
 
 

審議の必要な案件が終了したら、議長は退任を告げ、司会 
が報告事項、連絡事項などを伝えます。 
 

司会が閉会を宣言します｡その前に副会長が閉会の挨拶をする場合もあ

ります。  
(以上はアメリカのヘンリー・マーティン・ロバートという技術系士官が１８７６年にまとめたロバート 

議事法という手法です。時間内に合意形成を得られる極めて合理的な方法で、日本でも一般的 

に用いられています。)        

①開 会 

②挨 拶 

③議長選出 

④定足数の報告・総会成立の宣言 

⑤議事録署名人の選出 

⑥議案審議 

⑦その他の案件 

⑧議長解任と報告連絡 

⑨閉 会 

議案の例 

第一号議案 前年度事業報告 

第二号議案 前年度決算報告 

 (監査報告) 

第三号議案 役員改選(案) 

第四号議案 新年度事業計画(案) 

第五号議案 新年度予算(案) 

議事の進行として複数議案

を一括説明し、質疑応答を

経て議決を求める場合もあ

ります。議決は、議長が 
賛意を求め、(可決の場合

は)「第○号議案は可決しま

した」などと、全員に伝えま

す。 

みんなのまちをみんなでつくろう！ 
８ 町会とつながるさまざまな団体との協働 

  金沢市の町会組織は、長い歴史と伝統を引き継ぐ「住民による住民のための」自 
 治活動組織です。町会は、明るく住みよいまちづくりを進め、地域の課題を住民が 
 共に協力して解決します。そして、さまざまな団体と共に一緒に活動しています。 
 
 
 《町会のつながり図》 
 

     班        町会 
      班 
                          校下(地区)町会連合会 
      班        町会 
      班                                 金沢市町会連合会 
       
      班        町会 
      班                  校下(地区)町会連合会 
                           
      班        町会      ６２校下(地区)町会連合会 
      班      
     班数         町会数                       金沢市 

約１２,１００     約１,３５０ 

 
《町会》は、一定の地域・建物を基盤とした区域で分けられ、単位町会と呼ばれます。 

単位町会は、さらに複数の班によって構成されているのが一般的で、私たちの 
毎日の暮らしに最も身近なつながりを持っています。 

 
《校下(地区)町会連合会》は、おおむね小学校の通学区域ごとに組織されています。 

町会長経験者など、地域の事情にあかるい町会連合会会長や役員が中心となり、 

町会長会議などを通じて運営されています。教育、福祉、環境、防災など住民生活に 

関わる多くのことが校下(地区)単位で行われていることから、地域の基盤組織としての 

重要な役割を担っており、町会と行政をつなぐパイプ役となっています。 

 

《金沢市町会連合会》は、市内６２の校下(地区)の町会連合会で組織されています。 
各校下(地区)の町会連合会会長が理事として運営にあたり、金沢市と協働して 

「明るく住みよいまちづくり」を目指し活動しています。理事会のもとに「総務委員会」 
「町会活性化対策委員会」「環境・美化委員会」「安全安心委員会」の４つの専門委 

員会を設け、さまざまな地域課題の解決に取り組んでいます。 
 

 
 
 
 
 
 

 

協働のまちづくり 
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みんなのまちをみんなでつくろう！ 
８ 町会とつながるさまざまな団体との協働 

  金沢市の町会組織は、長い歴史と伝統を引き継ぐ「住民による住民のための」自 
 治活動組織です。町会は、明るく住みよいまちづくりを進め、地域の課題を住民が 
 共に協力して解決します。そして、さまざまな団体と共に一緒に活動しています。 
 
 
 《町会のつながり図》 
 

     班        町会 
      班 
                          校下(地区)町会連合会 
      班        町会 
      班                                 金沢市町会連合会 
       
      班        町会 
      班                  校下(地区)町会連合会 
                           
      班        町会      ６２校下(地区)町会連合会 
      班      
     班数         町会数                       金沢市 

１１,９９４        １,３４５ 

 
《町会》は、一定の地域・建物を基盤とした区域で分けられ、単位町会と呼ばれます。 

単位町会は、さらに複数の班によって構成されているのが一般的で、私たちの 
毎日の暮らしに最も身近なつながりを持っています。 

 
《校下(地区)町会連合会》は、おおむね小学校の通学区域ごとに組織されています。 

町会長経験者など、地域の事情にあかるい町会連合会会長や役員が中心となり、 

町会長会議などを通じて運営されています。教育、福祉、環境、防災など住民生活に 

関わる多くのことが校下(地区)単位で行われていることから、地域の基盤組織としての 

重要な役割を担っており、町会と行政をつなぐパイプ役となっています。 

 

《金沢市町会連合会》は、市内６２の校下(地区)の町会連合会で組織されています。 
各校下(地区)の町会連合会会長が理事として運営にあたり、金沢市と協働して 

「明るく住みよいまちづくり」を目指し活動しています。理事会のもとに「総務委員会」 
「町会活性化対策委員会」「環境・美化委員会」「安全安心委員会」の４つの専門委 

員会を設け、さまざまな地域課題の解決に取り組んでいます。 
 

 
 
 
 
 
 

 

協働のまちづくり 

【２】総会の手順 
 司会は、役員の中の一人(副会長など)が行うのが一般的です。 

定刻になって、出席者が定数に達した場合は、ただちに司会が開会 
を宣言します。 

 
一般的には、町会長が務めます。あまり長くならないのがコツです。 

 
 

議長の選出は、司会が出席者の同意を得て選出します。 
 
 

議長は出席者数と委任数を報告し、総会が

成立したことを宣言します。 
 

署名人には、議長の他、出席者の中から複数名を議長 
が任命するのが一般的です。 

 
     
 
 
 
 
 
 
 
 

その他、出席者からの発言や、あらかじめ役員からの提案があ

ったら、ここで「討議」「協議」「審議」まで持っていく場合もありま

す。時間の配分を考え、進めることが大事です。予定終了時間

内に納めるのも、議長の大事な仕事です。 
 
 

審議の必要な案件が終了したら、議長は退任を告げ、司会 
が報告事項、連絡事項などを伝えます。 
 

司会が閉会を宣言します｡その前に副会長が閉会の挨拶をする場合もあ

ります。  
(以上はアメリカのヘンリー・マーティン・ロバートという技術系士官が１８７６年にまとめたロバート 

議事法という手法です。時間内に合意形成を得られる極めて合理的な方法で、日本でも一般的 

に用いられています。)        

①開 会 

②挨 拶 

③議長選出 

④定足数の報告・総会成立の宣言 

⑤議事録署名人の選出 

⑥議案審議 

⑦その他の案件 

⑧議長解任と報告連絡 

⑨閉 会 

議案の例 

第一号議案 前年度事業報告 

第二号議案 前年度決算報告 

 (監査報告) 

第三号議案 役員改選(案) 

第四号議案 新年度事業計画(案) 

第五号議案 新年度予算(案) 

議事の進行として複数議案

を一括説明し、質疑応答を

経て議決を求める場合もあ

ります。議決は、議長が 
賛意を求め、(可決の場合

は)「第○号議案は可決しま

した」などと、全員に伝えま

す。 
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１ 公民館 
公民館は、社会教育法に規定された社会教育施設で、他都市ではその多くが行政の直

営で運営されています。 
金沢市では、昭和２４年に公民館設置条例が制定されましたが、地域コミュニティがしっ

かりと残っていたこともあり、「多少の地元負担を伴ってもわが校下に公民館が欲しい」とい

う市民の皆様の強い要望を受け、現在ではほぼ小学校区ごとに６１館の地区公民館が設

置されています。 
その運営は「金沢方式」とよばれ、①行政ではなく地域主導による運営、②多くのボラン

ティアに支えられた活動、③運営費や建設費等の地元負担、という３つの特色があります。 
この「金沢方式」のあり方については、近年様々な議論がなされていますが、各校区ごと

に地域に根ざした公民館の存在は、先人たちの知恵の結実であり、今となっては真似ので

きない全国に誇ってもよい制度だと考えています。 
地域にある公民館の存在は、社会教育施設としての役割はもちろん、近年では防災教

育・防災活動に加え、地域の福祉環境づくりや地域創生にも取り組むなど、地域の様々な

課題を解決するための存在でもあります。 
皆様の地域にある公民館を大切に活かしていただくとともに、公民館委員として運営への

参画など、ご理解、ご協力をお願いします。 
 

 
 
 
 
 

２ 社会福祉協議会 
地域住民やボランティア、福祉・保健等の関係者や行政機関等の参加と協力を得て、誰

もが安心して暮らすことのできるまちづくりを目指す民間組織です。 
金沢市にはおおむね小学校の通学区域ごとに、５４の地区社会福祉協議会が自主的に

組織され、地域住民が参加・協力して福祉活動を行っています。 
また、市町村・都道府県・全国にそれぞれ社会福祉協議会が設置されています。 

 
 
 

３ 民生委員児童委員協議会 
民生委員は、民生委員法に規定され、厚生労働大臣の委嘱を受けています。 
また、児童福祉法により児童委員も兼ねることとされています。それぞれの担当区域（金

沢市ではおおむね２００世帯）において、ひとり暮らしの高齢者等の見守り・支援や子育て支

援活動などを行っています。 
金沢市には１，１６０名の民生委員児童委員（うち１１１名は児童分野を専門に活動する

主任児童委員）が配置され、おおむね小学校の通学区域ごとに５４の地区民生委員児童委

員協議会を組織しています。 
 
 

 

４ 婦人会 

金沢市校下婦人会連絡協議会は、社会教育団体として女性の地位及び資質の向上と男

女共生社会の推進を目指すために良識ある市民として、明るい社会づくりに貢献することを

目的として活動しています。 

各町会単位の婦人部・女性部から互選で部長が選出され、校下（地区）婦人会・女性会

を組織しており、その会の代表が代議員として金沢市校下婦人会連絡協議会を組織し運営

しています。令和５年３月末現在で、校下（地区）婦人会・女性会が３８団体、会員が約１０，

４００名となっています。 

 

 

 

５ 老人会（クラブ） 
老人会（クラブ）は、「健康・友愛・奉仕」を活動の柱として、各地域（主として町会単位）の

おおむね６０歳以上の方々により結成され、自らの活動を楽しみながら親睦を通じ、地域福

祉の向上を目指す自主的な団体です。高齢者の社会参加・生きがい対策の推進組織として

位置づけられています。 

それぞれのクラブでは、研修会、グラウンドゴルフなどのニュースポーツを通しての健康

増進活動や若い世代との交流、伝統文化の継承など、いろいろな行事が活発に行われて

います。令和５年３月現在で、２６２クラブ、会員１９，９７８名となっています。 

 

 

 

６ 子ども会 

子ども会は、地域に住む子どもと大人で組織され、様々な体験活動や伝統文化の継承活

動等を通して、子どもたちの健やかな成長を支援する地域団体です。 

子ども会の主役である小・中学生が自ら活動の企画・運営を行うことで、縦のつながりや

自分の役割を認識することができ、子どもたちをサポートする大人（育成委員）が活動に参

加することで、地域全体で子どもを育むことを目的としています。 

令和５年３月現在で、町会単位の子ども会（単位子ども会）の数は１，０１７団体、単位子

ども会が集まって組織される地域単位の子ども会連合会・少年連盟の数は、市内で６４団

体あります。 
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７ 児童館と児童クラブ 
児童館は、乳幼児の親子から中高生までを対象に、だれでも自由に利用することのでき

る施設で、児童福祉法に基づく児童福祉施設のひとつ（児童厚生施設）です。 

現在、金沢市内には県立１か所、市立３３か所があります。市立のうち３２か所は、地区

児童館として公民館と同様、地域の皆さんに運営が委託されており、２３か所の施設は公民

館と併設しています。 

児童クラブは、保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に対し、適切な遊び及び

生活の場を与えて、その健全な育成を図るもので、放課後児童健全育成事業として児童福

祉法に位置づけられています。 

金沢市では、地区社会福祉協議会等が設置（民営設置）しており、１０６か所あります。 

近年、放課後の子どもの安全な居場所へのニーズの高まりもあり、令和５年度は、市内

で５，３６９人の児童が登録しています。なお、地区児童館のうち１９か所が、児童クラブを併

設しています。 

 

 

 

 

８ 消防団 
加賀とびの伝統と義勇の精神を今に受け継ぐ金沢市消防団は、３団４９分団あって、

市民の有志によって組織される消防機関です。団員は各自がそれぞれ職業を持ちながら、

一旦火災や災害が発生したとき、いち早く消防車で現場に駆けつけて、住民の安全確保

と財産の保護に努めているほか、消火栓の点検や防火指導など重要な役割を担ってい

ます。各消防団の連絡・調整を図るため、金沢市消防団連合会が設置されており、市に

よる運営金のほか、町会や各種団体等が団員の確保や訓練、設備等の充実に支援をし

ています。 

令和５年４月現在で、消防団員数が１，１３１名（定員１，３７３名）となっています。 

 

 

 

９ 共同募金会 
共同募金運動を推進するための組織として都道府県ごとに設置されています。金沢市に

おいては、社会福祉法人石川県共同募金会の下部組織として金沢市共同募金委員会と概

ね小学校区に５４の地区共同募金会が設置されています。 

共同募金は、地域の課題解決に必要な使いみちと額を事前に定めてから寄付を募る「計

画募金」です。毎年、厚生労働大臣が定める期間のうち、１０月１日～１２月３１日に町会、

町会連合会、女性会、地区社会福祉協議会、地区民生委員児童委員協議会など、地域の

各種団体や募金ボランティアの方々の協力を得て募金活動を行っています。 

集められた募金は、金沢市内の地域の一人暮らし高齢者や障害のある方等の生活支援

や子育て支援ボランティアの育成、災害時の備えなど、地域福祉活動の推進に活用されて

います。 

 

 

 

 

 

１０ 日本赤十字社 
日本赤十字社法という法律に基づいて設置された認可法人で、毎年５月を赤十字会員増

強運動月間として、各町内会を通じて会員加入と会費募集を行っています。寄せられた活

動資金（会費及び寄付金）は、国内災害救護活動をはじめ、救急法等の普及活動、青少年

赤十字活動、赤十字奉仕団の活動等の地域に根差した様々な活動に役立てられていま

す。 

また、ウクライナ人道危機やトルコ・シリア地震等の海外における紛争や自然災害への

救援活動や、新型コロナウイルス感染症における赤十字病院での感染者の受入れや予防

啓発等にも全力を尽くしております。 

現在、６２の校下（地区）に分区がおかれ、校下（地区）町会連合会会長に日赤県支部の

分区長を委嘱しています。 

 

 

 

 

 

 

１１ 金沢・健康を守る市民の会 
「自分の健康は自分で守る」という意識の啓発と健康づくりの実践活動を通して、健康的

な市民活動の実現を図るため、市医師会、市町会連合会、市公民館連合会、市校下婦人

会連絡協議会が中心となり、昭和４８年に設立された任意団体です。 

市町会連合会会長が本会の会長を兼務し、平成１６年度の体力づくり最優秀組織として、

内閣総理大臣賞を受賞しています。 

主な事業は、健康推進委員の委嘱、新任健康推進委員研修会の開催、運動普及推進員

の育成、健康づくり功労者の表彰、各校下（地区）いきいき健康教室の開催支援、健康づく

りフェアの開催、健康づくり・体力測定用具の貸出などです。 

 

 

 

 

 

 

１２ 緑を育て金沢を美しくする会 
金沢を花や緑であふれるまちにしようという、市民の自主的な緑化美化活動から発展し、

市民団体として昭和４９年に設立されました。 

緑化美化運動の推進を図るため、各校下から１名の緑化美化指導員、各町会から１～２

名の緑化美化推進員を委嘱し、地域の活動を行っています。 
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１３ 保護司会 
保護司法に基づき、県内８保護区約５００名の保護司で構成されており、金沢市では令和

５年４月現在１６５名（定数２０７名）の保護司が活動しています。 

保護司は、法務大臣から委嘱された非常勤の国家公務員であり、保護観察官と連携しな

がら犯罪や非行をした人たちが再び罪を犯すことのないようその立ち直りを助けるとともに、

安全安心な地域社会づくりのために活動しています。 

主な職務として保護観察を受けている人と面接を行い指導・助言すること、刑務所や少年

院に入っている人の帰住先の生活環境を調整すること、犯罪を予防するために啓発活動

（特に学校との連携活動）を行う等、幅広く活動しています。 

みんなのまちをみんなでつくろう！ 
９ 町会への参加をすすめよう！ 

 令和２年度の「市民の地域活動・市民活動に関する意識調査」では、町会の活動 
について、情報公開の徹底が大切という答えが８割を超え、５年前に比べて増加し 
ています。多くの人が町会活動に参加しやすい町会運営を考えてみましょう。 

 
 

                           
 

 
                        

一部の人たちが運営し 
ているので関係ない 

 
 

 
 
 

どんな活動をして 
いるかわからない        

 
 

 
 
 

回覧版や当番など 
負担ばかり 

 
 
 
 

参加しにくい雰囲気 
がある 

 
 
 
 

 
町会費が役に立って 

いるかわからない 
 
 

    
 

こんな声 
は聞こえ 
ませんか？ 

い ろ い ろ

や っ て 
みよう！ 

解
決
案 

新年度には、役員名簿や、町会長な

ど三役の紹介など、転居世帯に好感を

もってもらえる方法で、自己紹介する

と、顔がわかって安心してもらえます。 

回覧板による、活動の呼びかけや、

年間活動を一覧表にして配付したり、活

動の様子を報告しましょう。不定期でも 
「町内新聞」は効果的です。伝えなけれ

ば見えないのが町会です！ 

町会には委員や当番をすることが沢

山あります。何故それが必要かが理解

されていないと負担しか感じません。必

要な理由を添えて、お願いしましょう。 

行事などを通してお互いに積極的に

声をかけるように心がけましょう。 
町会は仲間だけのものではありませ

ん。知らない人同士のつながりが広が

ると課題が解決することもあります。 

誰でも自分のお金がどう使われてい

るのか気になるものです。不信感を招く

原因にもなります。次のページを利用 
して町会費の使われ方を町会の方に 
知らせてみませんか？ 

団　　体　　名 郵便番号 住所 ＴＥＬ ＦＡＸ

1  金沢市公民館連合会 920-0999
金沢市柿木畠1-1
（金沢市第二本庁舎内）

220-2468 220-2467

 社会福祉法人

 金沢市社会福祉協議会

 金沢市民生委員児童委員

 協議会

4  金沢市校下婦人会連絡協議会 920-0861
金沢市三社町1-44
（石川県女性センター内）

221-5425 223-6299

5  金沢市老人連合会 920-0901
金沢市彦三町1-15-5
（金沢市中央公民館彦三館内）

262-4600 262-4600

6  金沢市子ども会連合会 920-0865 金沢市長町3-3-3
（金沢市長土塀青少年交流センター内）

261-8300 234-2997

 金沢市児童館連絡協議会 920-0811
金沢市小坂町西8-11
（城北児童館内）

251-0444 251-0459

 金沢市放課後児童クラブ協議会 920-8577
金沢市広坂1-1-1
（金沢市子育て支援課内）

220-2285 220-2360

8  金沢市消防団連合会 921-8042
金沢市泉本町7-9-2
（金沢市消防局内）

280-1055 280-0020

 社会福祉法人

 石川県共同募金会

10  日本赤十字社石川県支部 920-8201 金沢市鞍月東2-48 239-3880 239-3881

11  金沢・健康を守る市民の会 920-0912
金沢市大手町3-23
（金沢健康プラザ大手町西館内）

222-0103 222-4366

12  緑を育て金沢を美しくする会 920-8577
金沢市広坂1-1-1
（金沢市緑と花の課内）

220-2356 224-5046

13  金沢保護区保護司会 920-0864
金沢市高岡町7-25
（金沢市松ヶ枝福祉館内）

223-3062 223-3063

208-5757 222-8900

金沢市高岡町7-25
（金沢市松ヶ枝福祉館内）

231-3571 231-3560

金沢市高岡町7-25
（金沢市松ヶ枝福祉館内）

231-3571

9

920-0864

920-8557

920-0864

金沢市本多町3-1-10
（石川県社会福祉会館内）

231-3560

〈関係団体一覧表〉
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みんなのまちをみんなでつくろう！ 
９ 町会への参加をすすめよう！ 

 令和２年度の「市民の地域活動・市民活動に関する意識調査」では、町会の活動 
について、情報公開の徹底が大切という答えが８割を超えています。情報の共有化 
を図り、多くの人が町会活動に参加しやすい町会運営を考えてみましょう。 

 
 

                           
 

 
                        

一部の人たちが運営し 
ているので関係ない 

 
 

 
 
 

どんな活動をして 
いるかわからない        

 
 

 
 
 

回覧版や当番など 
負担ばかり 

 
 
 
 

参加しにくい雰囲気 
がある 

 
 
 
 

 
町会費が役に立って 

いるかわからない 
 
 

    
 

こんな声 
は聞こえ 
ませんか？ 

い ろ い ろ

や っ て 
みよう！ 

解
決
案 

新年度には、役員名簿や、町会長な

ど三役の紹介など、転居世帯に好感を

もってもらえる方法で、自己紹介する

と、顔がわかって安心してもらえます。 

回覧板による、活動の呼びかけや、

年間活動を一覧表にして配付したり、活

動の様子を報告しましょう。不定期でも 
「町内新聞」は効果的です。伝えなけれ

ば見えないのが町会です！ 

町会には委員や当番をすることが沢

山あります。何故それが必要かが理解

されていないと負担しか感じません。必

要な理由を添えて、お願いしましょう。 

行事などを通してお互いに積極的に

声をかけるように心がけましょう。 
町会は仲間だけのものではありませ

ん。知らない人同士のつながりが広が

ると課題が解決することもあります。 

誰でも自分のお金がどう使われてい

るのか気になるものです。不信感を招く

原因にもなります。次のページを利用 
して町会費の使われ方を町会の方に 
知らせてみませんか？ 

団　　体　　名 郵便番号 住所 ＴＥＬ ＦＡＸ

1  金沢市公民館連合会 920-0999
金沢市柿木畠1-1
（金沢市第二本庁舎内）

220-2468 220-2467

 社会福祉法人

 金沢市社会福祉協議会

 金沢市民生委員児童委員

 協議会

4  金沢市校下婦人会連絡協議会 920-0861
金沢市三社町1-44
（石川県女性センター内）

221-5425 223-6299

5  金沢市老人連合会 920-0901
金沢市彦三町1-15-5
（金沢市中央公民館彦三館内）

262-4600 262-4600

6  金沢市子ども会連合会 920-0865 金沢市長町3-3-3
（金沢市長土塀青少年交流センター内）

261-8300 234-2997

 金沢市児童館連絡協議会 920-0811
金沢市小坂町西8-11
（城北児童館内）

251-0444 251-0459

 金沢市放課後児童クラブ協議会 920-8577
金沢市広坂1-1-1
（金沢市子育て支援課内）

220-2285 220-2360

8  金沢市消防団連合会 921-8042
金沢市泉本町7-9-2
（金沢市消防局内）

280-1055 280-0020

 社会福祉法人

 石川県共同募金会

10  日本赤十字社石川県支部 920-8201 金沢市鞍月東2-48 239-3880 239-3881

11  金沢・健康を守る市民の会 920-0912
金沢市大手町3-23
（金沢健康プラザ大手町西館内）

222-0103 222-4366

12  緑を育て金沢を美しくする会 920-8577
金沢市広坂1-1-1
（金沢市緑と花の課内）

220-2356 224-5046

13  金沢保護区保護司会 920-0864
金沢市高岡町7-25
（金沢市松ヶ枝福祉館内）

223-3062 223-3063

208-5757 222-8900

金沢市高岡町7-25
（金沢市松ヶ枝福祉館内）

231-3571 231-3560

金沢市高岡町7-25
（金沢市松ヶ枝福祉館内）

231-3571

9

920-0864

920-8557

920-0864

金沢市本多町3-1-10
（石川県社会福祉会館内）

231-3560

〈関係団体一覧表〉

2

3

7

17



町会加入のメリット（一例） 
 

 ※パンフレット「金沢の町会加入のご案内」から抜粋 
 
 
 

１ 災害時に助け合う 
大規模な災害が起きた直後は、消防や警察の支援がすぐには行き届かないことが 
あります。そのような場合、ご自身やご家族だけで、消火活動や負傷者の救出を 
行うことは非常に困難です。 
そこで町会では、お互いに助け合う「共助」の精神をもとに自主防災組織を結成 
し、地域での自主的な防災活動を行っています。 

 
   ※東日本大震災などの災害では、日頃からの町会活動が活発な地域ほど、 

避難所においてもコミュニティ活動が機能し、支え合いや助け合いの 
活動が活発に行われたと言われています。 
金沢市でも大雪の際に、一斉除雪協力デーを設定し、町会による呼び 
かけと協力のもと、住民による生活道路の除雪が行われました。 

 
２ 犯罪から身を守る 

町会では、地域内での犯罪を防ぐため、「防犯パトロール」などの防犯対策を 
行っています。 

 
３ 子どもたちを交通事故から守る 

交通事故による被害をなくすため、児童が登下校する際の安全確保などの交通 
安全活動を行っています。 

 
４ 地域住民の交流を深める 

町会では、盆踊り、夏祭りなど各種のイベントを開催しています。 
イベントに参加することで近隣住民との交流が深まります。 

 
５ 市などから様々な支援が受けられる 

詳しくは、「Ｐ３６ 町会等に関する金沢市の助成制度」をご覧ください。 
 
 
 
 
 
 
   町会は、住民の皆様をはじめ地域の様々な団体やボランティアの皆様に 

支えられ、共に連携協力しながら活動を行っています。 
私たちの暮らしと町会について『町会マップ』が参考になれば幸いです。 

 
 
 

 
 
 
 

１０ すぐに使える「書式」サンプル集 

空欄に必要なことを書いて、そのままコピーすると使える場合もあります。 

あくまでも「サンプル」（見本）です。内容に応じて自由に書き換えてください。 

      

 

 

 

 

 

  サンプル種類              ご使用に当たって ページ 

ごあいさつ 
町会に転入してきたお宅へ配付します。町会から積極的に

生活の情報を提供し、転入者の不安を和らげて迎えましょう。 
２０ｐ 

総会のお知らせ 

（委任状付） 

基本的な総会のお知らせです。町会の進行や内容に応じて

アレンジしてください。これは総会のための資料を添えて配付

する場合のものです。 

２１ｐ 

総会議事録 

基本的な通常総会議事録です。Ａ４版１枚に表現しました。 

規約改正、町会費の増額、ごみステーションの問題など、いろ

いろな議案もあるかと思いますが、概ね、発言要旨などは議事

進行の順番に記録します。 

２２ｐ 

町会費の請求書 

（集合住宅用） 

集合住宅の管理会社宛に送付するタイプです。あらかじめ

電話などで了解を得た上で送付します。ケースに応じてアレン

ジしてお使いください。 

２３ｐ 

町会モデル規約 

市内の町会には、まだ 4 割ほどの町会が「規約」をもってな

いといわれています。このサンプルを参考に町会運営に必要

なルールをつくりましょう。この際、古いものは見直してみるの

も大切なことです。 

２４ｐ 

 

 

かも知れない 
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１０ すぐに使える「書式」サンプル集 

空欄に必要なことを書いて、そのままコピーすると使える場合もあります。 

あくまでも「サンプル」（見本）です。内容に応じて自由に書き換えてください。 

      

 

 

 

 

 

  サンプル種類              ご使用に当たって ページ 

ごあいさつ 
町会に転入してきたお宅へ配付します。町会から積極的に

生活の情報を提供し、転入者の不安を和らげて迎えましょう。 
２０ｐ 

総会のお知らせ 

（委任状付） 

基本的な総会のお知らせです。町会の進行や内容に応じて

アレンジしてください。これは総会のための資料を添えて配付

する場合のものです。 

２１ｐ 

総会議事録 

基本的な通常総会議事録です。Ａ４版１枚に表現しました。 

規約改正、町会費の増額、ごみステーションの問題など、いろ

いろな議案もあるかと思いますが、概ね、発言要旨などは議事

進行の順番に記録します。 

２２ｐ 

町会費の請求書 

（集合住宅用） 

集合住宅の管理会社宛に送付するタイプです。あらかじめ

電話などで了解を得た上で送付します。ケースに応じてアレン

ジしてお使いください。 

２３ｐ 

町会モデル規約 

市内の町会には、まだ２割ほどの町会が「規約」をもってな

いといわれています。このサンプルを参考に町会運営に必要

なルールをつくりましょう。この際、古いものは見直してみるの

も大切なことです。 

２４ｐ 

 

 

かも知れない 
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                     令和   年   月   日 

                町会 の皆様 

 

                                                町会         

 

            町会長                  

 

 

令和   年度           町会「総会」のお知らせ(ご案内) 
 

 時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

日頃から、当町会の運営にご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

 さて、令和  年度          町会「総会」を下記の通り執り行います。 

つきましては、何かとお忙しい中恐縮ですが、ご出席くださいますようご案内申し上げます。 

 なお、新旧の班長・役員の引継ぎも行いますので、関係の皆様には、必ずご出席くださいま

すようお願い申し上げます。 

 

 やむなくご欠席の場合は、必ず下の「委任状」に署名・捺印の上、  月   日  曜日までに、

切り取って班長さんまでお届けください。 

 

 ご出席の場合は、この「式次第」と併せ添付資料を持参くださいますようお願い申し上げま

す。 

記 

日時／令和  年  月  日  曜日     時～   時 

場所／ 

 

議事案件 (添付資料) 

第一号議案 前年度事業報告 

第二号議案 前年度決算報告 

(監査報告) 

第三号議案 役員改選 

第四号議案 新年度事業計画(案) 

第五号議案 新年度予算(案) 

その他議案 その他要望等がございましたら書面により  月  日までに班長 

にお届けください。 

キリトリ 

 

委 任 状 
 

私は、令和  年度「        町会総会」の議決権を 

 

   議長、又は       氏に委任します  (いずれかを選択) 

 

令和  年  月  日 

 

    班  氏名           ㊞ 

 

令和   年   月   日 

新規転入の皆様へ 

           町会 

 

               町会長            

 

ごあいさつ 
  

時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、この程、     町会にご転入されました由、町会を代表いた

しまして歓迎のごあいさつを申し上げます。 

私ども       町会は、   世帯が加入され、住民の親睦と 

安全・安心な住みよい地域づくりに取り組んでおります。 

つきましては、一日も早く地域になじみ、近隣との友好の輪が広がりま

すよう、        町会規約をお届けしますので、ご一読ください。 

下記の諸連絡につきまして、ご理解とご協力のほどお願い申し上げます。 

なお、町会費(月   円)は、転入された翌月からいただくことになっ

ていますので念のため申し添えます。 

 

記 
 
ごみ収集について 

燃やすごみ 毎週  曜日・  曜日の朝 
資源回収(ペットボトル、空き缶) 毎月第  曜日・  曜日の朝 
資源回収(容器包装プラスチック)  

毎月第  曜日・  曜日・第５  曜日の朝 
燃やさないごみ(埋立てごみ・金属) 毎月第  曜日の朝 
あきびん 毎月第  曜日の朝 

※ それぞれのステーションについては班長さんにお尋ねください。 
 
町会費の納入について 

毎月  日まで班長さんまでお届けください。 
(まとめての納入もできます。) 
貴方の所属される班は     班です。 
班長さんは現在                   さん。   
電話        です。 

 
 
いろいろ不明な点やお困りのことがございましたら、ご遠慮なく班長さんに

ご相談ください。 
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                     令和   年   月   日 

                町会 の皆様 

 

                                                町会         

 

            町会長                  

 

 

令和   年度           町会「総会」のお知らせ(ご案内) 
 

 時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

日頃から、当町会の運営にご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

 さて、令和  年度          町会「総会」を下記の通り執り行います。 

つきましては、何かとお忙しい中恐縮ですが、ご出席くださいますようご案内申し上げます。 

 なお、新旧の班長・役員の引継ぎも行いますので、関係の皆様には、必ずご出席くださいま

すようお願い申し上げます。 

 

 やむなくご欠席の場合は、必ず下の「委任状」に署名・捺印の上、  月   日  曜日までに、

切り取って班長さんまでお届けください。 

 

 ご出席の場合は、この「式次第」と併せ添付資料を持参くださいますようお願い申し上げま

す。 

記 

日時／令和  年  月  日  曜日     時～   時 

場所／ 

 

議事案件 (添付資料) 

第一号議案 前年度事業報告 

第二号議案 前年度決算報告 

(監査報告) 

第三号議案 役員改選 

第四号議案 新年度事業計画(案) 

第五号議案 新年度予算(案) 

その他議案 その他要望等がございましたら書面により  月  日までに班長 

にお届けください。 

キリトリ 

 

委 任 状 
 

私は、令和  年度「        町会総会」の議決権を 

 

   議長、又は       氏に委任します  (いずれかを選択) 

 

令和  年  月  日 

 

    班  氏名           ㊞ 

 

令和   年   月   日 

新規転入の皆様へ 

           町会 

 

               町会長            

 

ごあいさつ 
  

時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、この程、     町会にご転入されました由、町会を代表いた

しまして歓迎のごあいさつを申し上げます。 

私ども       町会は、   世帯が加入され、住民の親睦と 

安全・安心な住みよい地域づくりに取り組んでおります。 

つきましては、一日も早く地域になじみ、近隣との友好の輪が広がりま

すよう、        町会規約をお届けしますので、ご一読ください。 

下記の諸連絡につきまして、ご理解とご協力のほどお願い申し上げます。 

なお、町会費(月   円)は、転入された翌月からいただくことになっ

ていますので念のため申し添えます。 

 

記 
 
ごみ収集について 

燃やすごみ 毎週  曜日・  曜日の朝 
資源回収(ペットボトル、空き缶) 毎月第  曜日・  曜日の朝 
資源回収(容器包装プラスチック)  

毎月第  曜日・  曜日・第５  曜日の朝 
燃やさないごみ(埋立てごみ・金属) 毎月第  曜日の朝 
あきびん 毎月第  曜日の朝 

※ それぞれのステーションについては班長さんにお尋ねください。 
 
町会費の納入について 

毎月  日まで班長さんまでお届けください。 
(まとめての納入もできます。) 
貴方の所属される班は     班です。 
班長さんは現在                   さん。   
電話        です。 

 
 
いろいろ不明な点やお困りのことがございましたら、ご遠慮なく班長さんに

ご相談ください。 
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                     令和   年   月   日 

                            御 中  

 

                       町会名                  町会   ㊞        

 

         町会長                  ㊞ 

 

会 計                  ㊞ 

 

令和   年度町会費ご請求の件 
 

 時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 貴社におかれましては、日頃から、当町会の事業運営にご理解賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、表題にあります町会費につきまして、町内に設置されている街灯の電気代をはじめとす

る町会の運営や、安心、安全なまちづくりに関係する各種団体への活動補助など、生活にかか

せない貴重なものです。 

 つきましては、下記の通りご請求申し上げますので、重ねてのご理解を賜り、お振込みにてご

入金下さいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

物件名                   

 

対象期間 令和  年  月～令和  年  月までの  ケ月 

 

町 費 (一戸建て住宅   円のところ)     円／室 

対象室数      室 

 

ご請求金額     円×  室×  ケ月＝      円 

 

振込み先 
 

 

口座番号 
 

 

フリガナ  

口座名 
 

 

 
※なお、事務の都合上、令和  年  月  日までにお振込み願います。 

 

連絡先 会計       電話        住所               

 

                ㊞ キリトリ 

 

                様  令和  年  月  日    円ご請求 

 

                      ご入金指定日   月  日 

控
え 

振
込
口
座
名 

令和○○年度 ○○○○ 町会「総会」議事録 
 

１ 開催日時  令和○○年○○月○○日 ○○時○○分～○○時○○分 

２ 開催場所  ○○○○ ○○○○○ 

３ 会員総数  ○○○人 

４ 出席者数  ○○人 (委任状提出者○○人を含む) 

５ 議決事項 

(１) 第一号議案「前年度事業報告」及び第二号議案「前年度決算報告」 

並びに「監査報告」まで一括審議 

賛成 ○○人・反対 ○人  可決 

(２) 第三号議案「役員改選」  賛成 ○○人・反対 ○人  可決 

(３) 第四号議案「新年度事業計画(案)」及び第五号議案「新年度予算(案)」 

まで一括審議       賛成 ○○人・反対 ○人  可決 

６ 議事の経過及び発言要旨 

(１) 開会  

(２) 議長選出 ○○ ○○氏  

(３) 議事録署名人の選出 ○○ ○○氏、○○○ ○○氏 

(４) 総会成立の宣言 

   議長から今日現在の会員の総数は○○○人であるが、出席者は○○人、 

委任状提出者○○人、合計○○人あり、会員の過半数の出席があったと認め

られるので、○○○○ 町会の規約○○条の規定により、本総会は成立し

たとの宣言がなされた。 

(５) 議事 

①第一号議案「前年度事業報告」及び第二号議案「前年度決算報告」並びに

「監査報告」まで一括審議とする旨を議長が報告した後、第一号議案を 

○○ ○○氏、第二号議案を○○ ○○氏、監査報告を○○ ○○氏がそれ

ぞれ説明した。議長が質疑を求めたところ特に無く、議決を求めたところ

(満場一致)で可決された。 

②第三号議案「役員改選」について○○ ○○氏が説明した。議長が質疑を求

めたところ特に無く、議決を求めたところ(賛成多数)で可決された。 

③第四号議案「新年度事業計画(案)」及び第五号議案「新年度予算(案)」ま 

で一括審議とする旨を議長が報告した後、第四号議案を○○ ○○氏、第五

号議案を○○ ○○氏がそれぞれ説明した。議長が質疑を求めたところ、第

五号議案について以下の質疑があった。 

問 ○○ ○○氏 会費収入が昨年度より減収の理由を知りたい。 

答 ○○ ○○氏 高齢者のお宅が相次いで他県の子どもさんの所へ引っ 

越すので減収となる。 

 

決議 第四号議案と第五号議案を合わせて議長が議決を求めたところ、 

(満場一致)(賛成多数)で可決された。 

(６) 議長解任 

(７) 閉会 

 

この議事録は、事実と相違ないことを確認します。 

令和  年  月  日   議    長            ㊞ 

                    議事録署名人           ㊞ 

                    議事録署名人           ㊞ 
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                     令和   年   月   日 

                            御 中  

 

                       町会名                  町会   ㊞        

 

         町会長                  ㊞ 

 

会 計                  ㊞ 

 

令和   年度町会費ご請求の件 
 

 時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 貴社におかれましては、日頃から、当町会の事業運営にご理解賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、表題にあります町会費につきまして、町内に設置されている街灯の電気代をはじめとす

る町会の運営や、安心、安全なまちづくりに関係する各種団体への活動補助など、生活にかか

せない貴重なものです。 

 つきましては、下記の通りご請求申し上げますので、重ねてのご理解を賜り、お振込みにてご

入金下さいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

物件名                   

 

対象期間 令和  年  月～令和  年  月までの  ケ月 

 

町 費 (一戸建て住宅   円のところ)     円／室 

対象室数      室 

 

ご請求金額     円×  室×  ケ月＝      円 

 

振込み先 
 

 

口座番号 
 

 

フリガナ  

口座名 
 

 

 
※なお、事務の都合上、令和  年  月  日までにお振込み願います。 

 

連絡先 会計       電話        住所               

 

                ㊞ キリトリ 

 

                様  令和  年  月  日    円ご請求 

 

                      ご入金指定日   月  日 

控
え 

振
込
口
座
名 

令和○○年度 ○○○○ 町会「総会」議事録 
 

１ 開催日時  令和○○年○○月○○日 ○○時○○分～○○時○○分 

２ 開催場所  ○○○○ ○○○○○ 

３ 会員総数  ○○○人 

４ 出席者数  ○○人 (委任状提出者○○人を含む) 

５ 議決事項 

(１) 第一号議案「前年度事業報告」及び第二号議案「前年度決算報告」 

並びに「監査報告」まで一括審議 

賛成 ○○人・反対 ○人  可決 

(２) 第三号議案「役員改選」  賛成 ○○人・反対 ○人  可決 

(３) 第四号議案「新年度事業計画(案)」及び第五号議案「新年度予算(案)」 

まで一括審議       賛成 ○○人・反対 ○人  可決 

６ 議事の経過及び発言要旨 

(１) 開会  

(２) 議長選出 ○○ ○○氏  

(３) 議事録署名人の選出 ○○ ○○氏、○○○ ○○氏 

(４) 総会成立の宣言 

   議長から今日現在の会員の総数は○○○人であるが、出席者は○○人、 

委任状提出者○○人、合計○○人あり、会員の過半数の出席があったと認め

られるので、○○○○ 町会の規約○○条の規定により、本総会は成立し

たとの宣言がなされた。 

(５) 議事 

①第一号議案「前年度事業報告」及び第二号議案「前年度決算報告」並びに

「監査報告」まで一括審議とする旨を議長が報告した後、第一号議案を 

○○ ○○氏、第二号議案を○○ ○○氏、監査報告を○○ ○○氏がそれ

ぞれ説明した。議長が質疑を求めたところ特に無く、議決を求めたところ

(満場一致)で可決された。 

②第三号議案「役員改選」について○○ ○○氏が説明した。議長が質疑を求

めたところ特に無く、議決を求めたところ(賛成多数)で可決された。 

③第四号議案「新年度事業計画(案)」及び第五号議案「新年度予算(案)」ま 

で一括審議とする旨を議長が報告した後、第四号議案を○○ ○○氏、第五

号議案を○○ ○○氏がそれぞれ説明した。議長が質疑を求めたところ、第

五号議案について以下の質疑があった。 

問 ○○ ○○氏 会費収入が昨年度より減収の理由を知りたい。 

答 ○○ ○○氏 高齢者のお宅が相次いで他県の子どもさんの所へ引っ 

越すので減収となる。 

 

決議 第四号議案と第五号議案を合わせて議長が議決を求めたところ、 

(満場一致)(賛成多数)で可決された。 

(６) 議長解任 

(７) 閉会 

 

この議事録は、事実と相違ないことを確認します。 

令和  年  月  日   議    長            ㊞ 

                    議事録署名人           ㊞ 

                    議事録署名人           ㊞ 
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（選出方法） 
第７条  会長、副会長、書記、会計、監事(監査)、専門部長は総会において出席者の投票

により、会員の中から選出する。選挙の方法は別に定める。班長・ブロック（棟）

長は各単位会員の中から選出する。 
（任務分掌） 
第８条  
（１）会長は、会を代表し、会務を統括する。 
（２）副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行する。 
（３）書記は、会務を記録し、会の内外への連絡、広報などを行う。 
（４）会計は、会の出納事務を処理し、会計に必要な書類を管理する。 
（５）監事(監査)は、会の監査を行う。 
（６）班長及びブロック長は、班やブロックをまとめ、代表して会務に協力する。 
（７）専門部長は、各専門部を代表し、専門の業務を行う。 

（任期） 
第９条 役員の任期は○年とし、再任を妨げない。 

 
第４章 会議 

（会議の種類） 
第１０条 会の会議は、総会、役員会及び専門部会とする。 
（１）総会は、会の最高議決機関であり、定時総会及び臨時総会とし、１世帯１名の会

員をもって構成する。 
（２）役員会は、監事(監査)を除く第６条の役員をもって構成する。           
（３）専門部会は、各専門部員をもって構成する。 

（招集） 
第１１条 定時総会は、年１回開催する。臨時総会は、会員の○分の○以上の請求があっ

たとき、又は役員会において総会開催の議決があったとき、会長が招集する。役

員会は、必要に応じ、会長が招集する。専門部会は、原則として月○回開催し、

各専門部長が招集する。 
（議決事項） 
第１２条 総会は、次の事項を議決する。 
（１）事業報告及び収支決算に関すること。 
（２）事業計画及び収支予算に関すること。 
（３）規約（会則）の制定に関すること。 
（４）役員の選任及び解任に関すること。 
（５）その他、会運営にかかる重要事項に関すること。 

ただし、重要事項の中で急を要するものは、役員会で決議執行し、会長は次の 
総会で報告し、承認を受けなければならない。 
 

【参考資料】 

○○町会規約（会則） 

第１章 総則 

（名称） 
第１条 この会は、○○町会（以下「会」という。）と称する。 
（会員） 
第２条 会は、○○地域の住民（加入単位は世帯）及び事業所をもって構成する。 
（事務所） 
第３条 会の事務所は○○○に置く。 
 
第２章 目的及び事業 

（目的） 
第４条 会は、会員相互及び会内外の諸団体との協力・協調のもとに、会員の教養を高め、

福祉を増進し、地域生活環境の整備や防災などに努め、行政との協議・協力を進め

つつ住民のためのまちづくりを行うことを目的とする。 
（事業） 
第５条 会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
（１）会員相互の親睦に関すること。 
（２）専門部活動に関すること。 
（３）会内外の各種団体との連絡調整に関すること。 
（４）行政情報の活用及び行政との連絡調整に関すること。 
（５）所有する資産又は受託した施設の管理及び運営に関すること。 
（６）地域の将来計画の作成に関すること。 
（７）その他会の目的達成に必要な事業。 

 
第３章 役員 

（役員の種類） 
第６条 会に次の役員を置く。 
（１）会長１名 
（２）副会長○名 
（３）書記○名 
（４）会計１名 
（５）監事(監査)○名 
（６）班長・ブロック（棟）長○名 
（７）専門部長○名 
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（選出方法） 
第７条  会長、副会長、書記、会計、監事(監査)、専門部長は総会において出席者の投票

により、会員の中から選出する。選挙の方法は別に定める。班長・ブロック（棟）

長は各単位会員の中から選出する。 
（任務分掌） 
第８条  
（１）会長は、会を代表し、会務を統括する。 
（２）副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行する。 
（３）書記は、会務を記録し、会の内外への連絡、広報などを行う。 
（４）会計は、会の出納事務を処理し、会計に必要な書類を管理する。 
（５）監事(監査)は、会の監査を行う。 
（６）班長及びブロック長は、班やブロックをまとめ、代表して会務に協力する。 
（７）専門部長は、各専門部を代表し、専門の業務を行う。 

（任期） 
第９条 役員の任期は○年とし、再任を妨げない。 

 
第４章 会議 

（会議の種類） 
第１０条 会の会議は、総会、役員会及び専門部会とする。 
（１）総会は、会の最高議決機関であり、定時総会及び臨時総会とし、１世帯１名の会

員をもって構成する。 
（２）役員会は、監事(監査)を除く第６条の役員をもって構成する。           
（３）専門部会は、各専門部員をもって構成する。 

（招集） 
第１１条 定時総会は、年１回開催する。臨時総会は、会員の○分の○以上の請求があっ

たとき、又は役員会において総会開催の議決があったとき、会長が招集する。役

員会は、必要に応じ、会長が招集する。専門部会は、原則として月○回開催し、

各専門部長が招集する。 
（議決事項） 
第１２条 総会は、次の事項を議決する。 
（１）事業報告及び収支決算に関すること。 
（２）事業計画及び収支予算に関すること。 
（３）規約（会則）の制定に関すること。 
（４）役員の選任及び解任に関すること。 
（５）その他、会運営にかかる重要事項に関すること。 

ただし、重要事項の中で急を要するものは、役員会で決議執行し、会長は次の 
総会で報告し、承認を受けなければならない。 
 

【参考資料】 

○○町会規約（会則） 

第１章 総則 

（名称） 
第１条 この会は、○○町会（以下「会」という。）と称する。 
（会員） 
第２条 会は、○○地域の住民（加入単位は世帯）及び事業所をもって構成する。 
（事務所） 
第３条 会の事務所は○○○に置く。 
 
第２章 目的及び事業 

（目的） 
第４条 会は、会員相互及び会内外の諸団体との協力・協調のもとに、会員の教養を高め、

福祉を増進し、地域生活環境の整備や防災などに努め、行政との協議・協力を進め

つつ住民のためのまちづくりを行うことを目的とする。 
（事業） 
第５条 会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
（１）会員相互の親睦に関すること。 
（２）専門部活動に関すること。 
（３）会内外の各種団体との連絡調整に関すること。 
（４）行政情報の活用及び行政との連絡調整に関すること。 
（５）所有する資産又は受託した施設の管理及び運営に関すること。 
（６）地域の将来計画の作成に関すること。 
（７）その他会の目的達成に必要な事業。 

 
第３章 役員 

（役員の種類） 
第６条 会に次の役員を置く。 
（１）会長１名 
（２）副会長○名 
（３）書記○名 
（４）会計１名 
（５）監事(監査)○名 
（６）班長・ブロック（棟）長○名 
（７）専門部長○名 
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（会計及び資産帳簿の整備） 
第２１条 会の収入、支出及び資産を明らかにするために、会計及び資産に関する帳簿 

を整備する。会員が帳簿の閲覧を請求したときは、閲覧させなければならない。 
 
第７章 監事(監査) 

（監査と報告） 
第２２条 監事(監査)は、会計年度終了後に監査を行い、総会に報告する。 
 
第８章 加入及び脱退 

（加入） 
第２３条 会に加入しようとするものは、会長、班長、ブロック（棟）長に届け出るもの

とする。 
町内会（自治会）の区域に入居した世帯又は開業した事業所があったときは、会

は、その世帯又は事業所にこの会の趣旨を説明し、加入の案内をするものとする。 
 

（脱退） 
第２４条 会員の脱退は次の場合とする。 
（１）会の区域内に居住しなくなったとき。 
（２）本人の申し出があったとき。 

 
附 則 

（規約（会則）の改廃） 
１ 会の規約（会則）の改廃は、総会の議決を経なければならない。 
（細則の制定） 
２ 役員会は、この規約（会則）を実施するにあたって必要がある場合には、細則を定め

ることができる。役員会は、細則を制定したときは、次の総会に報告し、承認を得なけ

ればならない。 
（施行日） 
３ この規約（会則）は、○○年○○月○○日から施行する。 
 
 
 
 
 

 
※ この町会モデル規約（会則）は、（株）自治体研究社発行の「新 自治会・町内会 

モデル規約―条文と解説―」を参考にしたものです。 
 

（成立要件及び議長並びに議決） 
第１３条 会議は、構成員の○分の○の出席をもって成立する。ただし、やむをえない 

事情で出席できない者は、委任状の提出により出席者の数に加えられる。 
総会の議長は、会員のなかから選出し、役員会及び専門部会は、それぞれ会長 
及び専門部長が議長となる。 

 会議における議決は、出席者の過半数の賛成による。賛否同数の場合は、議長が

これを決する。 
 

第５章 組織 

（専門部） 
第１４条 会に、次の専門部を置く。役員会は、必要と認めたとき、臨時の専門部を設け

ることができる。 
（1）総務企画部、（2）防災防犯部、（3）環境衛生部、（4）交通安全部、（5）文化部 
（6）体育部、（7）福祉部、（8）調査広報部、（9）施設管理部 

（班及びブロック（棟）） 
第１５条 会の運営を円滑に行うために、班及びブロック（棟）を置く。 
２ 班及びブロック（棟）の編成は、当該住民の協議を経て、役員会の議決及び総会 

の承認を受ける。 
３ 班及びブロック（棟）は、会員の中から班長及びブロック（棟）長を選出する。 

（連合組織） 
第１６条 会は、広域的問題に対処するため、町内会・自治会の連合組織に参加し、連絡

調整を行うものとする。 
 
第６章 会計 

（会計年度） 
第１７条 会の会計年度は、毎年○月１日に始まり、○年○月末日に終わる。 
（収入） 
第１８条 会の収入は、次の収入により運営する。 
（１）会費 （２）寄付金 （３）補助金 （４）その他 

（会費） 
第１９条 会の会費は、一世帯月額○○○円とする。会費は、班又はブロック（棟）にお

いて徴収し、班長又はブロック（棟）長がまとめて毎月○○日までに会計に納入

するものとする。なお会費の納入は、○か月分をまとめて前納することができる。 
２ 会員に特別の事情がある場合は、会費を減免することができる。 

（支出） 
第２０条 支出は、総会で議決された予算にもとづき、会の目的にそって行う。 
２ 会員には、細則で定める額の弔慰金を支払うことができる。 
３ 納入された会費は、理由のいかんにかかわらず払い戻さない。 
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（会計及び資産帳簿の整備） 
第２１条 会の収入、支出及び資産を明らかにするために、会計及び資産に関する帳簿 

を整備する。会員が帳簿の閲覧を請求したときは、閲覧させなければならない。 
 
第７章 監事(監査) 

（監査と報告） 
第２２条 監事(監査)は、会計年度終了後に監査を行い、総会に報告する。 
 
第８章 加入及び脱退 

（加入） 
第２３条 会に加入しようとするものは、会長、班長、ブロック（棟）長に届け出るもの

とする。 
町内会（自治会）の区域に入居した世帯又は開業した事業所があったときは、会

は、その世帯又は事業所にこの会の趣旨を説明し、加入の案内をするものとする。 
 

（脱退） 
第２４条 会員の脱退は次の場合とする。 
（１）会の区域内に居住しなくなったとき。 
（２）本人の申し出があったとき。 

 
附 則 

（規約（会則）の改廃） 
１ 会の規約（会則）の改廃は、総会の議決を経なければならない。 
（細則の制定） 
２ 役員会は、この規約（会則）を実施するにあたって必要がある場合には、細則を定め

ることができる。役員会は、細則を制定したときは、次の総会に報告し、承認を得なけ

ればならない。 
（施行日） 
３ この規約（会則）は、○○年○○月○○日から施行する。 
 
 
 
 
 

 
※ この町会モデル規約（会則）は、（株）自治体研究社発行の「新 自治会・町内会 

モデル規約―条文と解説―」を参考にしたものです。 
 

（成立要件及び議長並びに議決） 
第１３条 会議は、構成員の○分の○の出席をもって成立する。ただし、やむをえない 

事情で出席できない者は、委任状の提出により出席者の数に加えられる。 
総会の議長は、会員のなかから選出し、役員会及び専門部会は、それぞれ会長 
及び専門部長が議長となる。 

 会議における議決は、出席者の過半数の賛成による。賛否同数の場合は、議長が

これを決する。 
 

第５章 組織 

（専門部） 
第１４条 会に、次の専門部を置く。役員会は、必要と認めたとき、臨時の専門部を設け

ることができる。 
（1）総務企画部、（2）防災防犯部、（3）環境衛生部、（4）交通安全部、（5）文化部 
（6）体育部、（7）福祉部、（8）調査広報部、（9）施設管理部 

（班及びブロック（棟）） 
第１５条 会の運営を円滑に行うために、班及びブロック（棟）を置く。 
２ 班及びブロック（棟）の編成は、当該住民の協議を経て、役員会の議決及び総会 

の承認を受ける。 
３ 班及びブロック（棟）は、会員の中から班長及びブロック（棟）長を選出する。 

（連合組織） 
第１６条 会は、広域的問題に対処するため、町内会・自治会の連合組織に参加し、連絡

調整を行うものとする。 
 
第６章 会計 

（会計年度） 
第１７条 会の会計年度は、毎年○月１日に始まり、○年○月末日に終わる。 
（収入） 
第１８条 会の収入は、次の収入により運営する。 
（１）会費 （２）寄付金 （３）補助金 （４）その他 

（会費） 
第１９条 会の会費は、一世帯月額○○○円とする。会費は、班又はブロック（棟）にお

いて徴収し、班長又はブロック（棟）長がまとめて毎月○○日までに会計に納入

するものとする。なお会費の納入は、○か月分をまとめて前納することができる。 
２ 会員に特別の事情がある場合は、会費を減免することができる。 

（支出） 
第２０条 支出は、総会で議決された予算にもとづき、会の目的にそって行う。 
２ 会員には、細則で定める額の弔慰金を支払うことができる。 
３ 納入された会費は、理由のいかんにかかわらず払い戻さない。 
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番号 校下（地区）町会連合会 郵便番号 住　　　所 事務所方書 電話 FAX

54 西南部校下町会連合会 921-8054 西金沢３丁目684 西南部公民館 240-8136 240-8960

55 三和校下町会連合会 921-8065 上荒屋４丁目82 三和文化会館 240-7831 240-7831

61 三馬校下町会連合会 921-8164 久安６丁目59-1 会館みんま 243-2734 243-2808

62 米泉校下町会連合会 921-8044 米泉町８丁目126 米泉公民館 241-8924 247-1909

63 富樫校下町会連合会 921-8175 山科１丁目6-8 富樫公民館 241-1971 241-5910

64 伏見台校下町会連合会 921-8151 窪５丁目675 伏見台公民館 243-3341 243-3341

65 額校下町会連合会 921-8145 額谷３丁目1-1 額公民館 296-1515 296-1717

66 四十万校下町会連合会 921-8135 四十万３丁目90 四十万公民館 298-1234 298-1233

67 扇台校下町会連合会 921-8141 馬替１丁目29-1 扇台公民館 296-8585 296-8588

71 長田町校下町会連合会 920-0043 長田１丁目5-50 長田会館 263-3900 263-3900

72 戸板校下町会連合会 920-0068 戸板１丁目2 戸板会館 231-5830 231-5180

73 西校下町会連合会 920-0024 西念２丁目34-9 西公民館 262-6716 262-3185

74 二塚地区町会連合会 920-0367 北塚町西98 二塚公民館 249-3474 240-4254

75 安原地区町会連合会 920-0376 福増町北1067 安原会館 249-0772 249-0772

76 大徳地区連合町会 920-0342 畝田西１丁目201-1 大徳公民館 268-3214 268-3533

77 金石町校下町会連合会 920-0316 金石通町3-14 金石会館 267-2774 267-7358

78 大野町町会連合会 920-0331 大野町１丁目8-5 大野町公民館 268-3896 255-3897

81 小立野町会連合会 920-0942 小立野４丁目7-51 小立野文化会館 221-0807 221-0809

82 崎浦地区町会連合会 920-0942 小立野２丁目41-36 崎浦公民館 231-6851 263-5842

83 内川校下町会連合会 920-1346 三小牛町20-1-10 内川公民館 247-2263 247-2240

84 犀川地区町会連合会 920-1302 末町6-67-1 犀川公民館 229-6406 229-6406

85 湯涌校下町会連合会 920-1129 芝原町イ59
湯涌農村環境改善
センター 235-1852 235-1852

86 田上地区町会連合会 920-1156 田上の里２丁目3 田上公民館 261-1331 261-1516

87 東浅川地区町会連合会 920-1146 上中町ニ14 東浅川公民館 229-0936 229-0936

88 俵地区町会連合会 920-1108 俵町ツ63-2
俵地区生活改善
センター 222-4855 222-4855

89 医王山地区町会連合会 920-1102 二俣町6-14-9
医王山農村環境改善
センター 236-1233 236-1727

91 森本地区町会連合会 920-3116 南森本町チ103-1 森本公民館 258-0317 258-0317

92 花園地区町会連合会 920-0106 今町チ41 花園公民館 258-0006 258-0006

93 湖南地区町会連合会 920-3104 八田町東525 八田町会館 258-0309 258-0309

94 薬師谷地区町会連合会 920-0173 不動寺町イ34-1 薬師谷公民館 257-2488 257-2467

95 三谷地区町会連合会 920-0153 宮野町ホ79 三谷公民館 257-6727 257-6748

番号 校下（地区）町会連合会 郵便番号 住　　　所 事務所方書 電話 FAX

11 野町町会連合会 921-8031 野町３丁目11-1 野町会館 241-5971 241-5211

12 弥生町会連合会 921-8036 弥生１丁目29-13 弥生公民館 241-5201 236-2237

13 中村町校下町会連合会 921-8022 中村町10-35 中村会館 247-4447 209-6565

14 十一屋校下町会連合会 921-8111 若草町22-12 城南公民館 247-7041 247-7025

15 泉野校下町会連合会 921-8111 若草町22-12 城南公民館 247-7041 247-7025

16 長坂台校下町会連合会 921-8111 若草町22-12 城南公民館 247-7041 247-7025

17 新竪町地区町会連合会 920-0971 鱗町62 新竪会館 231-0258 231-0260

18 菊川地区町会連合会 920-0967 菊川２丁目3-3 菊川町公民館 261-1769 256-1729

21 材木地区町会連合会 920-0921 材木町13-11 材木公民館 231-3689 231-3689

22 味噌蔵地区町会連合会 920-0931 兼六元町7-19 味噌蔵町公民館 221-2573 221-2573

23 長町地区町会連合会 920-0865 長町２丁目2-16 長町公民館 231-5730 231-5734

24 松ヶ枝地区町会連合会 920-0864 高岡町7-23 松ヶ枝公民館 221-6005 221-6113

25 長土塀町会連合会 920-0865 長町３丁目3-3 長土塀公民館 265-7496 265-7497

26 芳斎地区町会連合会 920-0862 芳斉２丁目3-29 芳斎公民館 221-7226 221-7234

27 此花地区町会連合会 920-0852 此花町2-7 此花会館 263-8148 263-8148

28 瓢箪地区町会連合会 920-0901 彦三町２丁目10-5 瓢箪文化会館 221-1476 221-1522

31 馬場校下町会連合会 920-0831 東山３丁目9-35 馬場文化会館 252-0705 252-0726

32 浅野町校下連合町会 920-0807 乙丸町甲161 浅野町公民館 251-1637 251-4008

33 森山校下町会連合会 920-0843 森山２丁目11-13 森山会館 252-6873 252-6891

34 小坂校下町会連合会 920-0811 小坂町北312 小坂公民館 252-3067 252-8425

35 千坂校下町会連合会 920-0002 千木１丁目119 千坂公民館 257-0670 257-0670

36 夕日寺校下町会連合会 920-0823 夕日寺町ロ35 夕日寺公民館 251-0027 251-1266

41 諸江地区町会連合会 920-0014 諸江町29-1 諸江公民館 263-1630 224-6884

42 浅野川校下町会連合会 920-0210 大河端西１丁目96 浅野川会館 238-2100 238-2100

43 鞍月校下町会連合会 920-8214 直江南１丁目1 鞍月文化会館くらら 237-6446 237-6224

44 粟崎校下町会連合会 920-0226 粟崎町１丁目3 粟崎文化センター 238-2632 238-2631

45 川北地区町会連合会 920-0011 松寺町丑42 松寺公民館 238-1020 238-1020

46 大浦校下町会連合会 920-0205 大浦町ヌ93-1 大浦公民館 238-5271 237-9360

51 米丸校下町会連合会 921-8005 間明町２丁目72 米丸公民館 291-1171 291-1193

52 新神田校下町会連合会 921-8013 新神田１丁目1-18 新神田会館 291-0025 291-0259

53 押野校下町会連合会 921-8064 八日市２丁目464 押野公民館 247-0856 247-9030

１１ 校下（地区）町会連合会連絡先

噌 噌

28



番号 校下（地区）町会連合会 郵便番号 住　　　所 事務所方書 電話 FAX

54 西南部校下町会連合会 921-8054 西金沢３丁目684 西南部公民館 240-8136 240-8960

55 三和校下町会連合会 921-8065 上荒屋４丁目82 三和文化会館 240-7831 240-7831

61 三馬校下町会連合会 921-8164 久安６丁目59-1 会館みんま 243-2734 243-2808

62 米泉校下町会連合会 921-8044 米泉町８丁目126 米泉公民館 241-8924 247-1909

63 富樫校下町会連合会 921-8175 山科１丁目6-8 富樫公民館 241-1971 241-5910

64 伏見台校下町会連合会 921-8151 窪５丁目675 伏見台公民館 243-3341 243-3341

65 額校下町会連合会 921-8145 額谷３丁目1-1 額公民館 296-1515 296-1717

66 四十万校下町会連合会 921-8135 四十万３丁目90 四十万公民館 298-1234 298-1233

67 扇台校下町会連合会 921-8141 馬替１丁目29-1 扇台公民館 296-8585 296-8588

71 長田町校下町会連合会 920-0043 長田１丁目5-50 長田会館 263-3900 263-3900

72 戸板校下町会連合会 920-0068 戸板１丁目2 戸板会館 231-5830 231-5180

73 西校下町会連合会 920-0024 西念２丁目34-9 西公民館 262-6716 262-3185

74 二塚地区町会連合会 920-0367 北塚町西98 二塚公民館 249-3474 240-4254

75 安原地区町会連合会 920-0376 福増町北1067 安原会館 249-0772 249-0772

76 大徳地区連合町会 920-0342 畝田西１丁目201-1 大徳公民館 268-3214 268-3533

77 金石町校下町会連合会 920-0316 金石通町3-14 金石会館 267-2774 267-7358

78 大野町町会連合会 920-0331 大野町１丁目8-5 大野町公民館 268-3896 255-3897

81 小立野町会連合会 920-0942 小立野４丁目7-51 小立野文化会館 221-0807 221-0809

82 崎浦地区町会連合会 920-0942 小立野２丁目41-36 崎浦公民館 231-6851 263-5842

83 内川校下町会連合会 920-1346 三小牛町20-1-10 内川公民館 247-2263 247-2240

84 犀川地区町会連合会 920-1302 末町6-67-1 犀川公民館 229-6406 229-6406

85 湯涌校下町会連合会 920-1129 芝原町イ59
湯涌農村環境改善
センター 235-1852 235-1852

86 田上地区町会連合会 920-1156 田上の里２丁目3 田上公民館 261-1331 261-1516

87 東浅川地区町会連合会 920-1146 上中町ニ14 東浅川公民館 229-0936 229-0936

88 俵地区町会連合会 920-1108 俵町ツ63-2
俵地区生活改善
センター 222-4855 222-4855

89 医王山地区町会連合会 920-1102 二俣町6-14-9
医王山農村環境改善
センター 236-1233 236-1727

91 森本地区町会連合会 920-3116 南森本町チ103-1 森本公民館 258-0317 258-0317

92 花園地区町会連合会 920-0106 今町チ41 花園公民館 258-0006 258-0006

93 湖南地区町会連合会 920-3104 八田町東525 八田町会館 258-0309 258-0309

94 薬師谷地区町会連合会 920-0173 不動寺町イ34-1 薬師谷公民館 257-2488 257-2467

95 三谷地区町会連合会 920-0153 宮野町ホ79 三谷公民館 257-6727 257-6748

番号 校下（地区）町会連合会 郵便番号 住　　　所 事務所方書 電話 FAX

11 野町町会連合会 921-8031 野町３丁目11-1 野町会館 241-5971 241-5211

12 弥生町会連合会 921-8036 弥生１丁目29-13 弥生公民館 241-5201 236-2237

13 中村町校下町会連合会 921-8022 中村町10-35 中村会館 247-4447 209-6565

14 十一屋校下町会連合会 921-8111 若草町22-12 城南公民館 247-7041 247-7025

15 泉野校下町会連合会 921-8111 若草町22-12 城南公民館 247-7041 247-7025

16 長坂台校下町会連合会 921-8111 若草町22-12 城南公民館 247-7041 247-7025

17 新竪町地区町会連合会 920-0971 鱗町62 新竪会館 231-0258 231-0260

18 菊川地区町会連合会 920-0967 菊川２丁目3-3 菊川町公民館 261-1769 256-1729

21 材木地区町会連合会 920-0921 材木町13-11 材木公民館 231-3689 231-3689

22 味噌蔵地区町会連合会 920-0931 兼六元町7-19 味噌蔵町公民館 221-2573 221-2573

23 長町地区町会連合会 920-0865 長町２丁目2-16 長町公民館 231-5730 231-5734

24 松ヶ枝地区町会連合会 920-0864 高岡町7-23 松ヶ枝公民館 221-6005 221-6113

25 長土塀町会連合会 920-0865 長町３丁目3-3 長土塀公民館 265-7496 265-7497

26 芳斎地区町会連合会 920-0862 芳斉２丁目3-29 芳斎公民館 221-7226 221-7234

27 此花地区町会連合会 920-0852 此花町2-7 此花会館 263-8148 263-8148

28 瓢箪地区町会連合会 920-0901 彦三町２丁目10-5 瓢箪文化会館 221-1476 221-1522

31 馬場校下町会連合会 920-0831 東山３丁目9-35 馬場文化会館 252-0705 252-0726

32 浅野町校下連合町会 920-0807 乙丸町甲161 浅野町公民館 251-1637 251-4008

33 森山校下町会連合会 920-0843 森山２丁目11-13 森山会館 252-6873 252-6891

34 小坂校下町会連合会 920-0811 小坂町北312 小坂公民館 252-3067 252-8425

35 千坂校下町会連合会 920-0002 千木１丁目119 千坂公民館 257-0670 257-0670

36 夕日寺校下町会連合会 920-0823 夕日寺町ロ35 夕日寺公民館 251-0027 251-1266

41 諸江地区町会連合会 920-0014 諸江町29-1 諸江公民館 263-1630 224-6884

42 浅野川校下町会連合会 920-0210 大河端西１丁目96 浅野川会館 238-2100 238-2100

43 鞍月校下町会連合会 920-8214 直江南１丁目1 鞍月文化会館くらら 237-6446 237-6224

44 粟崎校下町会連合会 920-0226 粟崎町１丁目3 粟崎文化センター 238-2632 238-2631

45 川北地区町会連合会 920-0011 松寺町丑42 松寺公民館 238-1020 238-1020

46 大浦校下町会連合会 920-0205 大浦町ヌ93-1 大浦公民館 238-5271 237-9360

51 米丸校下町会連合会 921-8005 間明町２丁目72 米丸公民館 291-1171 291-1193

52 新神田校下町会連合会 921-8013 新神田１丁目1-18 新神田会館 291-0025 291-0259

53 押野校下町会連合会 921-8064 八日市２丁目464 押野公民館 247-0856 247-9030

１１ 校下（地区）町会連合会連絡先
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みんなのまちをみんなでつくろう！ 

１３ 金沢市の町会平均値 
 金沢市では、令和４年７月に、市内のすべての町会長さん１，３４４名に「金沢市 

町会長アンケート調査」を実施しました。 

回収数は１，１９０名、回収率は８８．５％でした。アンケートの結果の中から主な

ものを紹介しますので、参考にしていただければ幸いです。 

 

 

１ 町会の現状について 

 

① 町会内の全世帯数は、現在どのくらいですか。 

50 世帯未満 450 町会 39.8％ 

50 世帯以上 100 世帯以下 273 町会 24.2％ 

101 世帯以上 200 世帯以下 215 町会 19.0％ 

201 世帯以上 300 世帯以下 92 町会 8.1％ 

301 世帯以上 100 町会 8.8％ 

合 計 1,130 町会 100.0％ 

 

   町会の世帯数は１００世帯以下が６割強で、平均世帯数は、１１５世帯です。 

 

② 町会として世帯名簿を作っていますか。 

作成し、各世帯に配布している 186 町会 15.6％ 

作成しているが、配布していない 776 町会 65.2％ 

作成していない 228 町会 19.2％ 

合 計 1,190 町会 100.0％ 

 

③ 町会の加入率はおおよそどのくらいですか。 

全戸加入 626 町会 52.6％ 

90％以上 410 町会 34.5％ 

70％以上 90％未満 96 町会 8.1％ 

50％以上 70％未満 21 町会 1.8％ 

30％以上 50％未満 4 町会 0.3％ 

30％未満 1 町会 0.1％ 

把握していない 32 町会 2.7％ 

合 計 1,190 町会 100.0％ 

 

    町会加入率は９０％以上の町会が９割近くあり、高い水準を維持しています。 

 

④ 町会の区域の特徴について、あてはまるものすべてを選んでください。（複数回答） 

比較的新しく転居してきた住民が多い 142 町会 12.4％ 

一戸建て住宅が多い 819 町会 71.7％ 

１２ 町会関係者の顕彰制度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石川県知事表彰状及び感謝状被贈呈者推薦内規（抜粋）
第３条 表彰状被贈呈者の推薦基準は、町内会長及び連合会役員の職を通算して１５年以上務め、特に功労の

あった者とする。
第４条 感謝状被贈呈者の推薦基準は、次の各号の一に該当する者で既に会長表彰を受けたものとする。

本会役員で５年以上在任若しくは退任した者。
連合会会長及び副会長等の要職に７年以上在任若しくは退任した者。
統括している世帯が３０世帯以上の町内会長で、１０年以上在任若しくは退任した者。
統括している世帯が１５世帯以上３０世帯未満の町内会長で、１２年以上在任若しくは退任した者。

石川県町会区長会連合会顕彰内規（抜粋）
第３条 感謝状の対象は、次に定めるものとする。

自治組織活動に対し特別の協力と支援のあった個人及び団体
第４条 表彰の対象は次の各号に定めるものとする。

各市町の町会連合会の会長及び副会長等の要職に６年以上在任若しくは退任した者。
町会長は、統括している世帯が３０世帯以上で、８年以上在任若しくは退任した者。
町会長は、統括している世帯が３０世帯未満で、１０年以上在任若しくは退任した者。
自治組織活動が特に優秀な単位自治会及び連合会。

金沢市長表彰状及び感謝状贈呈該当者推薦内規（抜粋）
第２条 前条の規定により市長に上申する者は、次の各項各号の一に該当するものとする。
２ 市長功労表彰

連合会会長として在任した期間が１２年以上の者
町会長として在任した期間が１４年以上の者

３ 市長表彰
連合会会長として在任した期間が７年以上の者
町会長として在任した期間が１０年以上の者

４ 市長感謝状
連合会会長として４年以上７年未満在任して退任した者
町会長として５年以上１０年未満在任して退任した者

金沢市町会連合会顕彰内規（抜粋）
第２条 表彰の対象は、次の各号に定めるものとする。

連合会会長として在任した期間が５年以上の者
各校下（地区）の町会連合会の副会長その他の要職者として在任した期間が６年以上の者
町会長として在任した期間が７年以上の者
町内会の副会長及び会計として在任した期間が８年以上の者

第３条 感謝状の対象は、次の各号に該当するものとする。
連合会会長として３年以上在任して退任した者
町会長として４年以上在任して退任した者
町内会の副会長及び会計として５年以上在任して退任した者
各校下（地区）町会連合会の事務を７年以上担当した者
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みんなのまちをみんなでつくろう！ 

１３ 金沢市の町会平均値 
 金沢市では、令和４年７月に、市内のすべての町会長さん１，３４４名に「金沢市 

町会長アンケート調査」を実施しました。 

回収数は１，１９０名、回収率は８８．５％でした。アンケートの結果の中から主な

ものを紹介しますので、参考にしていただければ幸いです。 

 

 

１ 町会の現状について 

 

① 町会内の全世帯数は、現在どのくらいですか。 

50 世帯未満 450 町会 39.8％ 

50 世帯以上 100 世帯以下 273 町会 24.2％ 

101 世帯以上 200 世帯以下 215 町会 19.0％ 

201 世帯以上 300 世帯以下 92 町会 8.1％ 

301 世帯以上 100 町会 8.8％ 

合 計 1,130 町会 100.0％ 

 

   町会の世帯数は１００世帯以下が６割強で、平均世帯数は、１１５世帯です。 

 

② 町会として世帯名簿を作っていますか。 

作成し、各世帯に配布している 186 町会 15.6％ 

作成しているが、配布していない 776 町会 65.2％ 

作成していない 228 町会 19.2％ 

合 計 1,190 町会 100.0％ 

 

③ 町会の加入率はおおよそどのくらいですか。 

全戸加入 626 町会 52.6％ 

90％以上 410 町会 34.5％ 

70％以上 90％未満 96 町会 8.1％ 

50％以上 70％未満 21 町会 1.8％ 

30％以上 50％未満 4 町会 0.3％ 

30％未満 1 町会 0.1％ 

把握していない 32 町会 2.7％ 

合 計 1,190 町会 100.0％ 

 

    町会加入率は９０％以上の町会が９割近くあり、高い水準を維持しています。 

 

④ 町会の区域の特徴について、あてはまるものすべてを選んでください。（複数回答） 

比較的新しく転居してきた住民が多い 142 町会 12.4％ 

一戸建て住宅が多い 819 町会 71.7％ 

１２ 町会関係者の顕彰制度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石川県知事表彰状及び感謝状被贈呈者推薦内規（抜粋）
第３条 表彰状被贈呈者の推薦基準は、町内会長及び連合会役員の職を通算して１５年以上務め、特に功労の

あった者とする。
第４条 感謝状被贈呈者の推薦基準は、次の各号の一に該当する者で既に会長表彰を受けたものとする。

本会役員で５年以上在任若しくは退任した者。
連合会会長及び副会長等の要職に７年以上在任若しくは退任した者。
統括している世帯が３０世帯以上の町内会長で、１０年以上在任若しくは退任した者。
統括している世帯が１５世帯以上３０世帯未満の町内会長で、１２年以上在任若しくは退任した者。

石川県町会区長会連合会顕彰内規（抜粋）
第３条 感謝状の対象は、次に定めるものとする。

自治組織活動に対し特別の協力と支援のあった個人及び団体
第４条 表彰の対象は次の各号に定めるものとする。

各市町の町会連合会の会長及び副会長等の要職に６年以上在任若しくは退任した者。
町会長は、統括している世帯が３０世帯以上で、８年以上在任若しくは退任した者。
町会長は、統括している世帯が３０世帯未満で、１０年以上在任若しくは退任した者。
自治組織活動が特に優秀な単位自治会及び連合会。

金沢市長表彰状及び感謝状贈呈該当者推薦内規（抜粋）
第２条 前条の規定により市長に上申する者は、次の各項各号の一に該当するものとする。
２ 市長功労表彰

連合会会長として在任した期間が１２年以上の者
町会長として在任した期間が１４年以上の者

３ 市長表彰
連合会会長として在任した期間が７年以上の者
町会長として在任した期間が１０年以上の者

４ 市長感謝状
連合会会長として４年以上７年未満在任して退任した者
町会長として５年以上１０年未満在任して退任した者

金沢市町会連合会顕彰内規（抜粋）
第２条 表彰の対象は、次の各号に定めるものとする。

連合会会長として在任した期間が５年以上の者
各校下（地区）の町会連合会の副会長その他の要職者として在任した期間が６年以上の者
町会長として在任した期間が７年以上の者
町内会の副会長及び会計として在任した期間が８年以上の者

第３条 感謝状の対象は、次の各号に該当するものとする。
連合会会長として３年以上在任して退任した者
町会長として４年以上在任して退任した者
町内会の副会長及び会計として５年以上在任して退任した者
各校下（地区）町会連合会の事務を７年以上担当した者
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２ 町会の活動内容について 

 

① あなたの町会では、次にあげる活動をどのくらい活発になさっていますか。 

ａ～ｋのそれぞれに、次の１〜５の中からあてはまるものをお選びください。 

（上段：回答数（町会）、下段：割合（％）） 

 １ 

と
て
も
活
発
で
あ
る 

２ 

あ
る
程
度
活
発
で
あ
る 

３ 

あ
ま
り
活
発
で
は
な
い 

４ 

ま
っ
た
く
活
発
で
は
な
い 

５ 

そ
の
よ
う
な
活
動
は
な
い 

合 

計 

ａ 親睦・レクリエーシ 
ョン 

89 町会 
7.7％ 

520 町会
44.9％ 

294 町会
25.4％ 

90 町会 
7.8％ 

164 町会
14.2％ 

1,157 町会
100.0％ 

ｂ 環境美化 159 町会
13.6％ 

597 町会
51.0％ 

271 町会
23.1％ 

42 町会
3.6％ 

102 町会
8.7％ 

1,171 町会
100.0％ 

ｃ 夜回り 97 町会
8.4％ 

142 町会
12.3％ 

183 町会
15.8％ 

95 町会
8.2％ 

639 町会
55.3％ 

1,156 町会
100.0％ 

ｄ 防災訓練 
 

58 町会
5.0％ 

340 町会
29.0％ 

434 町会
37.1％ 

149 町会
12.7％ 

190 町会
16.2％ 

1,171 町会
100.0％ 

ｅ 地域安全 35 町会
3.0％ 

232 町会
20.0％ 

332 町会
28.6％ 

182 町会
15.7％ 

380 町会
32.7％ 

1,161 町会
100.0％ 

ｆ 高齢者支援 25 町会
2.1％ 

324 町会
27.8％ 

432 町会
37.1％ 

152 町会
13.0％ 

232 町会
19.9％ 

1,165 町会
100.0％ 

ｇ 募金活動 
 

109 町会
9.4％ 

583 町会
50.1％ 

312 町会
26.8％ 

64 町会
5.5％ 

96 町会
8.2％ 

1,164 町会
100.0％ 

ｈ 伝統芸能の保存継承 57 町会
4.9％ 

152 町会
13.2％ 

224 町会
19.4％ 

135 町会
11.7％ 

585 町会
50.7％ 

1,153 町会
100.0％ 

ⅰ 住民相互の連絡 239 町会
20.5％ 

682 町会
58.4％ 

181 町会
15.5％ 

34 町会
2.9％ 

31 町会
2.7％ 

1,167 町会
100.0％ 

ｊ 情報の伝達（回覧） 390 町会
33.2％ 

669 町会
57.0％ 

94 町会
8.0％ 

7 町会 
0.6％ 

13 町会
1.1％ 

1,173 町会
100.0％ 

ｋ まちづくりの計画を 
考える 

42 町会
3.6％ 

244 町会
21.0％ 

421 町会
36.3％ 

164 町会
14.1％ 

290 町会
25.0％ 

1,161 町会
100.0％ 

 

  町会の活動内容で活発なものは、「情報の伝達」、「住民相互の連絡」、「環境美化」であ

る。そのほか、「夜回り」や「伝統芸能の保存継承」など、活動自体がない町会も多い。

今後の地域課題として取り上げられることの多い「高齢者支援」にしても、２割の町会

ではそのような活動を行っていません。 

 

３ 町会の役割と活性化について 

 

① あなたの町会では、町会の情報を伝達するために、以下のような手段を利用されて 

 いますか。（複数回答） 

人口が増加している 97 町会 8.5％ 

集合住宅（マンション、アパート）が多い 209 町会 18.3％ 

飲食店や小売店が多い 62 町会 5.4％ 

高齢者のいる世帯が多い 938 町会 82.1％ 

空き家が増えている 440 町会 38.5％ 

子どもが減っている 650 町会 56.9％ 

外国籍の住人が増えている 25 町会 2.2％ 

観光客が増えている 45 町会 3.9％ 

その他 68 町会 5.9％ 

合 計 3,495 町会  

 

    町会の区域の特徴として、あてはまるものすべてを選んでもらったところ、 

「高齢者のいる世帯が多い」という選択肢を８割強の町会長が選択しました。 

「子どもが減っている」が６割弱、「空き家が増えている」が４割弱でした。 

 

⑤ 町会長の候補者の選定方法はどれですか。 

役員の間での互選 134 町会 12.2％ 

役員会や選考委員による推薦 148 町会 13.5％ 

前会長の指名 110 町会 10.0％ 

輪番制（班ごとの持ち回り） 409 町会 37.4％ 

抽選 33 町会 3.0％ 

ルート型（副会長などの役員を経験して会長になる） 98 町会 8.9％ 

その他 163 町会 14.9％ 

合 計 1,095 町会 100.0％ 

 

⑥ 町会費は全世帯均一ですか、それとも均一ではないですか。あてはまる方を選び、 

金額をご記入ください。 

均一である 710 町会 60.8％ 

均一ではない 457 町会 39.2％ 

合 計 1,167 町会 100.0％ 

 

  町会費（月額） 

 

町会費が均一であると回答した割合は約６割で、均一である場合の金額は、 

1,000 円未満が６割強を占め、平均値は、1,116 円でした。 

 

500 円未満 44 町会 6.4％ 

500 円以上 1,000 円未満 395 町会 57.4％ 

1,000 円以上 1,500 円未満 167 町会 24.3％ 

1,500 円以上 2,000 円未満 47 町会 6.8％ 

2,000 円以上 35 町会 5.1％ 

合 計 688 町会 100.0％ 
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２ 町会の活動内容について 

 

① あなたの町会では、次にあげる活動をどのくらい活発になさっていますか。 

ａ～ｋのそれぞれに、次の１〜５の中からあてはまるものをお選びください。 

（上段：回答数（町会）、下段：割合（％）） 

 １ 

と
て
も
活
発
で
あ
る 

２ 

あ
る
程
度
活
発
で
あ
る 

３ 

あ
ま
り
活
発
で
は
な
い 

４ 

ま
っ
た
く
活
発
で
は
な
い 

５ 

そ
の
よ
う
な
活
動
は
な
い 

合 

計 

ａ 親睦・レクリエーシ 
ョン 

89 町会 
7.7％ 

520 町会
44.9％ 

294 町会
25.4％ 

90 町会 
7.8％ 

164 町会
14.2％ 

1,157 町会
100.0％ 

ｂ 環境美化 159 町会
13.6％ 

597 町会
51.0％ 

271 町会
23.1％ 

42 町会
3.6％ 

102 町会
8.7％ 

1,171 町会
100.0％ 

ｃ 夜回り 97 町会
8.4％ 

142 町会
12.3％ 

183 町会
15.8％ 

95 町会
8.2％ 

639 町会
55.3％ 

1,156 町会
100.0％ 

ｄ 防災訓練 
 

58 町会
5.0％ 

340 町会
29.0％ 

434 町会
37.1％ 

149 町会
12.7％ 

190 町会
16.2％ 

1,171 町会
100.0％ 

ｅ 地域安全 35 町会
3.0％ 

232 町会
20.0％ 

332 町会
28.6％ 

182 町会
15.7％ 

380 町会
32.7％ 

1,161 町会
100.0％ 

ｆ 高齢者支援 25 町会
2.1％ 

324 町会
27.8％ 

432 町会
37.1％ 

152 町会
13.0％ 

232 町会
19.9％ 

1,165 町会
100.0％ 

ｇ 募金活動 
 

109 町会
9.4％ 

583 町会
50.1％ 

312 町会
26.8％ 

64 町会
5.5％ 

96 町会
8.2％ 

1,164 町会
100.0％ 

ｈ 伝統芸能の保存継承 57 町会
4.9％ 

152 町会
13.2％ 

224 町会
19.4％ 

135 町会
11.7％ 

585 町会
50.7％ 

1,153 町会
100.0％ 

ⅰ 住民相互の連絡 239 町会
20.5％ 

682 町会
58.4％ 

181 町会
15.5％ 

34 町会
2.9％ 

31 町会
2.7％ 

1,167 町会
100.0％ 

ｊ 情報の伝達（回覧） 390 町会
33.2％ 

669 町会
57.0％ 

94 町会
8.0％ 

7 町会 
0.6％ 

13 町会
1.1％ 

1,173 町会
100.0％ 

ｋ まちづくりの計画を 
考える 

42 町会
3.6％ 

244 町会
21.0％ 

421 町会
36.3％ 

164 町会
14.1％ 

290 町会
25.0％ 

1,161 町会
100.0％ 

 

  町会の活動内容で活発なものは、「情報の伝達」、「住民相互の連絡」、「環境美化」であ

る。そのほか、「夜回り」や「伝統芸能の保存継承」など、活動自体がない町会も多い。

今後の地域課題として取り上げられることの多い「高齢者支援」にしても、２割の町会

ではそのような活動を行っていません。 

 

３ 町会の役割と活性化について 

 

① あなたの町会では、町会の情報を伝達するために、以下のような手段を利用されて 

 いますか。（複数回答） 

人口が増加している 97 町会 8.5％ 

集合住宅（マンション、アパート）が多い 209 町会 18.3％ 

飲食店や小売店が多い 62 町会 5.4％ 

高齢者のいる世帯が多い 938 町会 82.1％ 

空き家が増えている 440 町会 38.5％ 

子どもが減っている 650 町会 56.9％ 

外国籍の住人が増えている 25 町会 2.2％ 

観光客が増えている 45 町会 3.9％ 

その他 68 町会 5.9％ 

合 計 3,495 町会  

 

    町会の区域の特徴として、あてはまるものすべてを選んでもらったところ、 

「高齢者のいる世帯が多い」という選択肢を８割強の町会長が選択しました。 

「子どもが減っている」が６割弱、「空き家が増えている」が４割弱でした。 

 

⑤ 町会長の候補者の選定方法はどれですか。 

役員の間での互選 134 町会 12.2％ 

役員会や選考委員による推薦 148 町会 13.5％ 

前会長の指名 110 町会 10.0％ 

輪番制（班ごとの持ち回り） 409 町会 37.4％ 

抽選 33 町会 3.0％ 

ルート型（副会長などの役員を経験して会長になる） 98 町会 8.9％ 

その他 163 町会 14.9％ 

合 計 1,095 町会 100.0％ 

 

⑥ 町会費は全世帯均一ですか、それとも均一ではないですか。あてはまる方を選び、 

金額をご記入ください。 

均一である 710 町会 60.8％ 

均一ではない 457 町会 39.2％ 

合 計 1,167 町会 100.0％ 

 

  町会費（月額） 

 

町会費が均一であると回答した割合は約６割で、均一である場合の金額は、 

1,000 円未満が６割強を占め、平均値は、1,116 円でした。 

 

500 円未満 44 町会 6.4％ 

500 円以上 1,000 円未満 395 町会 57.4％ 

1,000 円以上 1,500 円未満 167 町会 24.3％ 

1,500 円以上 2,000 円未満 47 町会 6.8％ 

2,000 円以上 35 町会 5.1％ 

合 計 688 町会 100.0％ 
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自主防災組織 532 町会 45.7％ 

婦人会 507 町会 43.6％ 

老人会 507 町会 43.6％ 

学校 437 町会 37.5％ 

他の町会 389 町会 33.4％ 

寺社、教会 199 町会 17.1％ 

保育園、幼稚園、学童クラブ 138 町会 11.9％ 

農業、漁業、森林組合 95 町会 8.2％ 

商店街、商工会議所、青年会議所など 58 町会 5.0％ 

地域のサークル 44 町会 3.8％ 

企業 37 町会 3.2％ 

ボランティア団体、ＮＰＯ及び市民活動団体 26 町会 2.2％ 

学生団体 13 町会 1.1％ 

ロータリークラブ・ライオンズクラブ 4 町会 0.3％ 

その他 28 町会 2.4％ 

連携している組織や団体はない 76 町会 6.5％ 

合 計 6,146 町会  

 

② それはどのような活動ですか。あてはまるものすべてを選んでください。（複数回答） 

まちの防災対策の推進 648 町会 61.4％ 

地域福祉の充実 641 町会 60.8％ 

生活環境の整備 631 町会 59.8％ 

まちの安全・安心の確保 537 町会 50.9％ 

子どもの育成環境の整備 295 町会 28.0％ 

生活支援の充実 173 町会 16.4％ 

まちづくりの方向やルールの策定 127 町会 12.0％ 

その他 52 町会 4.9％ 

合 計 3,104 町会  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このハンドブックでは、「町会長アンケート調査」の一部を紹介しています。 

皆様の活動の参考になれば幸いです。 

回覧板 1,107 町会 93.6％ 

掲示板 501 町会 42.3％ 

会員同士の声かけ 346 町会 29.2％ 

電話連絡網 290 町会 24.5％ 

広報誌・チラシ 257 町会 21.7％ 

ＳＮＳ（例：LINE、Facebook など） 199 町会 16.8％ 

電子回覧板（結ネットなど） 84 町会 7.1％ 

電子メール 70 町会 5.9％ 

ホームページ 19 町会 1.6％ 

その他 35 町会 3.0％ 

合 計 2,908 町会  

 

② 町会の活性化に必要なものは何だと思いますか。あてはまるものすべてを選んで 

ください。（複数回答） 

地域のリーダーとなる人材 792 町会 67.6％ 

若い世代の地域への参画 784 町会 66.9％ 

地域住民の意識啓発 580 町会 49.5％ 

持続可能な運営体制の構築 343 町会 29.3％ 

活動の財源の充実 307 町会 26.2％ 

他地域の活動の情報の入手 287 町会 24.5％ 

デジタル化の推進 272 町会 23.2％ 

町会区域の統合や再編 265 町会 22.6％ 

他の地域団体との連携 237 町会 20.2％ 

活動の場となる施設の充実 225 町会 19.2％ 

町会の加入の増加 194 町会 16.6％ 

新たな活動の創出 186 町会 15.9％ 

ＮＰＯなどの市民活動団体との連携 67 町会 5.7％ 

その他 47 町会 4.0％ 

あてはまるものはない 59 町会 5.0％ 

合 計 4,645 町会  

 

    町会の活性化に必要なものは、「地域のリーダーとなる人材」、「若い世代の地域 

への参画」、「地域住民の意識啓発」が上位３つとなっています。 

 

４ 協働のまちづくりについて 

 

① 町会では、どのような組織や団体等と連携して活動していますか。あてはまるもの 

すべてを選んでください。（複数回答） 

公民館 1,033 町会 88.7％ 

民生委員・児童委員 770 町会 66.2％ 

子ども会 645 町会 55.4％ 

地区社会福祉協議会 608 町会 52.2％ 
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自主防災組織 532 町会 45.7％ 

婦人会 507 町会 43.6％ 

老人会 507 町会 43.6％ 

学校 437 町会 37.5％ 

他の町会 389 町会 33.4％ 

寺社、教会 199 町会 17.1％ 

保育園、幼稚園、学童クラブ 138 町会 11.9％ 

農業、漁業、森林組合 95 町会 8.2％ 

商店街、商工会議所、青年会議所など 58 町会 5.0％ 

地域のサークル 44 町会 3.8％ 

企業 37 町会 3.2％ 

ボランティア団体、ＮＰＯ及び市民活動団体 26 町会 2.2％ 

学生団体 13 町会 1.1％ 

ロータリークラブ・ライオンズクラブ 4 町会 0.3％ 

その他 28 町会 2.4％ 

連携している組織や団体はない 76 町会 6.5％ 

合 計 6,146 町会  

 

② それはどのような活動ですか。あてはまるものすべてを選んでください。（複数回答） 

まちの防災対策の推進 648 町会 61.4％ 

地域福祉の充実 641 町会 60.8％ 

生活環境の整備 631 町会 59.8％ 

まちの安全・安心の確保 537 町会 50.9％ 

子どもの育成環境の整備 295 町会 28.0％ 

生活支援の充実 173 町会 16.4％ 

まちづくりの方向やルールの策定 127 町会 12.0％ 

その他 52 町会 4.9％ 

合 計 3,104 町会  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このハンドブックでは、「町会長アンケート調査」の一部を紹介しています。 

皆様の活動の参考になれば幸いです。 

回覧板 1,107 町会 93.6％ 

掲示板 501 町会 42.3％ 

会員同士の声かけ 346 町会 29.2％ 

電話連絡網 290 町会 24.5％ 

広報誌・チラシ 257 町会 21.7％ 

ＳＮＳ（例：LINE、Facebook など） 199 町会 16.8％ 

電子回覧板（結ネットなど） 84 町会 7.1％ 

電子メール 70 町会 5.9％ 

ホームページ 19 町会 1.6％ 

その他 35 町会 3.0％ 

合 計 2,908 町会  

 

② 町会の活性化に必要なものは何だと思いますか。あてはまるものすべてを選んで 

ください。（複数回答） 

地域のリーダーとなる人材 792 町会 67.6％ 

若い世代の地域への参画 784 町会 66.9％ 

地域住民の意識啓発 580 町会 49.5％ 

持続可能な運営体制の構築 343 町会 29.3％ 

活動の財源の充実 307 町会 26.2％ 

他地域の活動の情報の入手 287 町会 24.5％ 

デジタル化の推進 272 町会 23.2％ 

町会区域の統合や再編 265 町会 22.6％ 

他の地域団体との連携 237 町会 20.2％ 

活動の場となる施設の充実 225 町会 19.2％ 

町会の加入の増加 194 町会 16.6％ 

新たな活動の創出 186 町会 15.9％ 

ＮＰＯなどの市民活動団体との連携 67 町会 5.7％ 

その他 47 町会 4.0％ 

あてはまるものはない 59 町会 5.0％ 

合 計 4,645 町会  

 

    町会の活性化に必要なものは、「地域のリーダーとなる人材」、「若い世代の地域 

への参画」、「地域住民の意識啓発」が上位３つとなっています。 

 

４ 協働のまちづくりについて 

 

① 町会では、どのような組織や団体等と連携して活動していますか。あてはまるもの 

すべてを選んでください。（複数回答） 

公民館 1,033 町会 88.7％ 

民生委員・児童委員 770 町会 66.2％ 

子ども会 645 町会 55.4％ 

地区社会福祉協議会 608 町会 52.2％ 

35



2 
 

危機管理課 電話：２２０－２３６６ ＦＡＸ：２３３－９９９９ 

 
公 衆 街 路 灯
の電気料補助・
修繕費補助 
 

 
公衆街路灯の電気料と修繕費の一部を補助します。                                     

１．電気料補助                                                                      
前年度（４月１日～翌年３月３１日までの間）に支払った電気料の８０％以内の額を補助しま

す。 
対象は、定額灯「050（公衆街路灯Ａ）」、従量灯「151（公衆街路灯附則）」「351（公衆街路灯

Ｂ）」の契約がなされている街路灯です。 
２．修繕費補助                                                                      

前年度に支払った管球交換や器具修繕等の経費に対し補助（使用電気料金の約１０％弱に
相当）します。  

３．補助金の交付申請書等の送付                                                      
必要な書類は６月末に市から町会あてに送付します。 

４．提出書類（期限厳守）                                               
①交付申請書、請求書（６月末ごろ市から町会、団体あてに送付します） 
②電気料金請求明細書の写し 

・定額灯（昨年６月のものを提出してください） 
・従量灯（昨年４月～今年３月のものを全て提出してください） 

③委任状（振込先の口座名義人が代表者以外の場合に必要です）                        
（期間中は市の各市民センター及び郵送でも受付します。） 

※ホームページから電子申請ができます。 
電子申請は、代理者による入力も可能ですので活用してください。（電子申請する場合、 
町会宛てに送付する申請書などは不要となりますので、交付決定後に処分してください） 
詳細は「金沢市 電気料 電子申請」で検索してください。 
ただし、委任状は原本を提出してください。 

 

危機管理課 電話：２２０－２３６６ ＦＡＸ：２３３－９９９９ 

 
自 主 防 災 組
織 に 対 す る
防災資機材等
整備費補助 

 

 

 

 

 

 

 
「金沢市における自主防災組織活動指針」の規定に基づき、自主防災組織（一定の地域内の住

民を構成員として自発的に結成された住民組織）が防災活動を行うために必要な資機材の整備
に要する費用に対し補助します。 

 
１．補助金交付条件 

 自主防災組織を構成する住民の多数が参加する防災訓練（図上訓練含む）を実施する。 
    
２．補助対象事業、補助率及び限度額 （補助金額は、万円未満切り捨て） 

補 助 対 象 補助率 限度額（過去の補助金額含む） 

(1) 防災資機材、防災倉庫、保存食、 
保存水等 

１／２ 
地区防災 
計画を策
定した場

合は２／３ 

３０万円 

(2)可搬式動力ポンプ ３／４ ５０万円 

(3)防災倉庫の修繕 １／２ １０万円 

(4)安否確認板（校下・地区全体での整備） １／２ ５０円×世帯数 

(5)地域防災マップ・地区防災計画 
（校下・地区全体での整備） 

１／２ ２０万円 

(6)避難誘導サイン（校下・地区全体での整備） １／２ ２０万円 

※ １自主防災組織（１校下・地区）あたりの 1 年度の補助金の合計額は１００万円までです。 
(1)については、整備後 10 年以上経過したものは更新を認めます。 
また、補助金は配備場所ごとに交付することとし、５年に１回を限度とします。 
(3)については、整備後５年以上経過した防災倉庫に限ります。 
 
 
 
 

1 
 

町会等に関する金沢市の助成制度（抜粋） 
 

（注）各種助成制度等を利用しようとする町会等は、事業に着手する前に、担当課にご相談ください。 

            （各種助成は、各事業予算の範囲内で実施しています。）           

 

                          

地域コミュニティ情報 金沢市  検索                                       

 
課（所）名      電話番号 FAX 番号 

項   目 内                    容 

危機管理課 電話：２２０－２３６６ FAX：２３３－９９９９ 
 
街路灯（防犯
灯）の設置 

 
夜間における犯罪又は交通事故のおそれのある箇所（原則市道）で下記により街路灯（防犯

灯）を設置します。 
                                   
１．設置灯数                                                                        

設置場所の状況により、次のいずれかの基準で設置します。                            
（１） 電柱や私有地の既設鋼管柱に設置する場合 

１町会１年度あたり、町会の世帯数に応じて、下記の灯数を限度に設置します。           
     ●100 世帯以下の町会               １灯 
     ●101 世帯以上～400 世帯以下の町会     ２灯                                   
     ●401 世帯以上～600 世帯以下の町会     ３灯                                   
     ●601 世帯以上～800 世帯以下の町会     ４灯                                   
     ●801 世帯以上の町会                    ５灯  

※ただし、都市計画法第１２条の５第２項第１号に規定する地区整備計画が定められた区域 
のうち金沢市定住の促進に関する条例第２条第１項に規定するまちなかの区域以外の区 
域にあたる町会については、限度灯数の２倍を上限として設置します。 

（２）電柱がなく新たに鋼管柱(ポール)を設置して街路灯を取り付ける場合                    
電柱に設置する場合の限度灯数３灯を鋼管柱１本（灯具含む）に換算して設置します。 
※ただし、電源確保が容易である場所であること。 
 （設置後の鋼管柱の維持管理は、町会管理となります。） 
なお、４００世帯以下の町会は、それぞれ限度灯数を鋼管柱１本（灯具含む）に換算して設

置します。                                                         
２．設置条件                                                                        

原則として市道の電柱等があり、既設の街路灯から３０ｍ以上離れていること。             
３．設置申請                                                                        

設置要望書に電柱の位置及び電柱番号を明示した位置図を添付して申請してください。 
   ※ホームページから電子申請ができます。 

電子申請は、代理者による入力も可能ですので活用してください。 
詳細は「金沢市 街路灯 電子申請」で検索してください。 
街路灯設置の「承諾書」がある場合は、原本を提出してください。（私有地の既設 
鋼管柱に設置、私有地に新たな鋼管柱を設置する場合などに承諾書が必要です）         

４．照明器具                                                                        
ＬＥＤ照明を取り付けます。                                             

５．費用負担                                                                        
市が設置します。街路灯の器具の維持管理は、市が委託した事業者が行います。 

※ただし、設置後の電気料金支払、鋼管柱の維持管理は町会となります。  
６．受付期間                                                                        

本年４月１日～翌年１月末までの間 
７．その他 

貴町会の街路灯に故障等が発生した場合は下記 ESCO（エスコ）事務局へご連絡ください。 
   ※最寄りの電気店等での対応はできません。 
      ESCO 事務局（石川県電気工事工業組合） （０７６）－２４０－８８２８ 

 
 
 
 

こちらからもご覧いただけます→ 
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危機管理課 電話：２２０－２３６６ ＦＡＸ：２３３－９９９９ 

 
公 衆 街 路 灯
の電気料補助・
修繕費補助 
 

 
公衆街路灯の電気料と修繕費の一部を補助します。                                     

１．電気料補助                                                                      
前年度（４月１日～翌年３月３１日までの間）に支払った電気料の８０％以内の額を補助しま

す。 
対象は、定額灯「050（公衆街路灯Ａ）」、従量灯「151（公衆街路灯附則）」「351（公衆街路灯

Ｂ）」の契約がなされている街路灯です。 
２．修繕費補助                                                                      

前年度に支払った管球交換や器具修繕等の経費に対し補助（使用電気料金の約１０％弱に
相当）します。  

３．補助金の交付申請書等の送付                                                      
必要な書類は６月末に市から町会あてに送付します。 

４．提出書類（期限厳守）                                               
①交付申請書、請求書（６月末ごろ市から町会、団体あてに送付します） 
②電気料金請求明細書の写し 

・定額灯（昨年６月のものを提出してください） 
・従量灯（昨年４月～今年３月のものを全て提出してください） 

③委任状（振込先の口座名義人が代表者以外の場合に必要です）                        
（期間中は市の各市民センター及び郵送でも受付します。） 

※ホームページから電子申請ができます。 
電子申請は、代理者による入力も可能ですので活用してください。（電子申請する場合、 
町会宛てに送付する申請書などは不要となりますので、交付決定後に処分してください） 
詳細は「金沢市 電気料 電子申請」で検索してください。 
ただし、委任状は原本を提出してください。 

 

危機管理課 電話：２２０－２３６６ ＦＡＸ：２３３－９９９９ 

 
自 主 防 災 組
織 に 対 す る
防災資機材等
整備費補助 

 

 

 

 

 

 

 
「金沢市における自主防災組織活動指針」の規定に基づき、自主防災組織（一定の地域内の住

民を構成員として自発的に結成された住民組織）が防災活動を行うために必要な資機材の整備
に要する費用に対し補助します。 

 
１．補助金交付条件 

 自主防災組織を構成する住民の多数が参加する防災訓練（図上訓練含む）を実施する。 
    
２．補助対象事業、補助率及び限度額 （補助金額は、万円未満切り捨て） 

補 助 対 象 補助率 限度額（過去の補助金額含む） 

(1) 防災資機材、防災倉庫、保存食、 
保存水等 

１／２ 
地区防災 
計画を策
定した場

合は２／３ 

３０万円 

(2)可搬式動力ポンプ ３／４ ５０万円 

(3)防災倉庫の修繕 １／２ １０万円 

(4)安否確認板（校下・地区全体での整備） １／２ ５０円×世帯数 

(5)地域防災マップ・地区防災計画 
（校下・地区全体での整備） 

１／２ ２０万円 

(6)避難誘導サイン（校下・地区全体での整備） １／２ ２０万円 

※ １自主防災組織（１校下・地区）あたりの 1 年度の補助金の合計額は１００万円までです。 
(1)については、整備後 10 年以上経過したものは更新を認めます。 
また、補助金は配備場所ごとに交付することとし、５年に１回を限度とします。 
(3)については、整備後５年以上経過した防災倉庫に限ります。 
 
 
 
 

1 
 

町会等に関する金沢市の助成制度（抜粋） 
 

（注）各種助成制度等を利用しようとする町会等は、事業に着手する前に、担当課にご相談ください。 

            （各種助成は、各事業予算の範囲内で実施しています。）           

 

                          

地域コミュニティ情報 金沢市  検索                                       

 
課（所）名      電話番号 FAX 番号 

項   目 内                    容 

危機管理課 電話：２２０－２３６６ FAX：２３３－９９９９ 
 
街路灯（防犯
灯）の設置 

 
夜間における犯罪又は交通事故のおそれのある箇所（原則市道）で下記により街路灯（防犯

灯）を設置します。 
                                   
１．設置灯数                                                                        

設置場所の状況により、次のいずれかの基準で設置します。                            
（１） 電柱や私有地の既設鋼管柱に設置する場合 

１町会１年度あたり、町会の世帯数に応じて、下記の灯数を限度に設置します。           
     ●100 世帯以下の町会               １灯 
     ●101 世帯以上～400 世帯以下の町会     ２灯                                   
     ●401 世帯以上～600 世帯以下の町会     ３灯                                   
     ●601 世帯以上～800 世帯以下の町会     ４灯                                   
     ●801 世帯以上の町会                    ５灯  

※ただし、都市計画法第１２条の５第２項第１号に規定する地区整備計画が定められた区域 
のうち金沢市定住の促進に関する条例第２条第１項に規定するまちなかの区域以外の区 
域にあたる町会については、限度灯数の２倍を上限として設置します。 

（２）電柱がなく新たに鋼管柱(ポール)を設置して街路灯を取り付ける場合                    
電柱に設置する場合の限度灯数３灯を鋼管柱１本（灯具含む）に換算して設置します。 
※ただし、電源確保が容易である場所であること。 
 （設置後の鋼管柱の維持管理は、町会管理となります。） 
なお、４００世帯以下の町会は、それぞれ限度灯数を鋼管柱１本（灯具含む）に換算して設

置します。                                                         
２．設置条件                                                                        

原則として市道の電柱等があり、既設の街路灯から３０ｍ以上離れていること。             
３．設置申請                                                                        

設置要望書に電柱の位置及び電柱番号を明示した位置図を添付して申請してください。 
   ※ホームページから電子申請ができます。 

電子申請は、代理者による入力も可能ですので活用してください。 
詳細は「金沢市 街路灯 電子申請」で検索してください。 
街路灯設置の「承諾書」がある場合は、原本を提出してください。（私有地の既設 
鋼管柱に設置、私有地に新たな鋼管柱を設置する場合などに承諾書が必要です）         

４．照明器具                                                                        
ＬＥＤ照明を取り付けます。                                             

５．費用負担                                                                        
市が設置します。街路灯の器具の維持管理は、市が委託した事業者が行います。 

※ただし、設置後の電気料金支払、鋼管柱の維持管理は町会となります。  
６．受付期間                                                                        

本年４月１日～翌年１月末までの間 
７．その他 

貴町会の街路灯に故障等が発生した場合は下記 ESCO（エスコ）事務局へご連絡ください。 
   ※最寄りの電気店等での対応はできません。 
      ESCO 事務局（石川県電気工事工業組合） （０７６）－２４０－８８２８ 

 
 
 
 

こちらからもご覧いただけます→ 
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④ コミュニティ活動事業 

[事業内容] 町会への加入促進や住民交流などコミュニティの活性化を図る事業 
[対象団体] 校下（地区）町会連合会又は校下（地区）町会連合会が推薦する町会 
[補 助 率] 補助対象経費の４分の３以内 
[補助金額] 限度額 30 万円 
[交付制限] 同一事業は最大３回（１年度につき１回）まで、補助金の交付が可能です。 

 
■注意点 

・本事業は、募集期間を設けておりますので、ご注意ください。 
・選考会議により、採択された事業に対して、補助金が交付されます。 
 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
○改  
コミュニティ 
センター 
整備費補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
コミュニティセンター（集会所）の新築、購入、増築又は修繕（土地の取得、造成及び借上げに

要する費用を除く）、賃借（敷金、礼金その他共益費等管理に要する費用等を除く）に要する費用
を補助します。 
 
補助対象事業、補助率及び限度額 

※１ 新築の場合は、上記限度額と「延床面積（㎡）×建設費基準単価 169,000 円×1／2（補助
率）」の式により算出した金額又は「市の単価審査に基づく金額×１／２（補助率）」の式により算
出した金額と比べ、最も少ない方の金額を補助限度額とします。 

増築の場合は、上記限度額と「増築部分の床面積（㎡）×建設費基準単価 169,000 円× 
  1／2（補助率）」の式により算出した金額又は「市の単価審査に基づく金額×１／２（補助率）」

の式により算出した金額と比べ、最も少ない方の金額を補助限度額とします。 
 

区分 補助を受けるための要件 補助率 限度額 

新築 

・建物の延床面積が 80 ㎡以上 
・現在、集会施設を持っていないこと 

（ただし、現有の集会施設が築 30 年を
経過し、腐朽破損の著しい場合は補
助対象とする。） 

・別に定めるバリアフリー整備基準を満
たすもの          下記※1 参照 

１／２ 

200 世帯以下の町会   1,000 万円 

201～300 世帯の町会  1,100 万円 

301～400 世帯の町会  1,200 万円 

401～500 世帯の町会  1,300 万円 

501 世帯以上の町会   1,400 万円 

※合同で新築する場合、世帯数の

合計を上記区分に適用する 

※解体を同時に行う場合 

＋300 万円 

購入 〃       下記※２参照 ３／４ 
（同時の修繕を含む）    1,000 万円 
※解体を同時に行う場合 

＋300 万円 

増築 
・増築部分の延床面積が 15 ㎡以上 
（バリアフリー整備に該当する増築の場
合、15 ㎡未満も対象） 

１／２ 
       700 万円 

（同時の修繕を含む    1,000 万円） 

修繕 

・100 万円以上の修繕 
・購入もしくは増築と同時に行う修繕 
・バリアフリー整備に該当する修繕（整備
費が 100 万円未満の場合、バリアフリー
整備に該当する部分のみ対象） 

３／４                      1,000 万円 

 
解体 

 

・年度内に新たにコミュニティセンターを
所有すること 
・コミュティセンターとして５年以上使用し
ていること 
・築後 30 年以上経過していること 

３／４ 300 万円 

賃借 

・集合住宅の単独町会が、当該建物に
おいて住戸を賃借する場合に限る 

・賃借する住戸の延床面積が 40 ㎡以上 
・１年以上の期間を定めて賃借。最高５
年間が限度 

 １／２ 30 万円／年 
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３．補助金の交付申請 

町会で整備する場合であっても、町会長ではなく自主防災組織の代表者名（例 ○○校下自
主防災会 会長 ○○○○）での申請書の提出が必要となります。 

補助事業ですので事業実施前に申請し、交付決定後に事業着手していただく必要がありま
す。手続きに必要な書類等がありますので、必ず危機管理課と事前に打合せや確認を行ってく
ださい。 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
 
地域ｺﾐｭﾆﾃｨ
活 性 化 事 業
補助 

 
地域コミュニティの活性化に向けたプランの策定や活性化を図る先進的かつ自主的な取組に要

する費用を補助します。 
 

１．助成内容 
地域コミュニティの活性化を図る先進的かつ自主的な取組を行う次の事業 
 
※事業の実施に要する経費が 10 万円以上となる事業 
※従来から行われている事業は対象となりませんが、本事業の目的に沿った新たな取組又は

既存事業の拡充、改編した取組を行う場合は対象とします。 
※一団体に対する補助金の交付は、１年度あたり１回までです。ただし、「コミュニティ活性化プ

ラン策定事業」については、同じ年度に「プラン実現事業」、「地域団体連携事業」又は「コミュ
ニティ活動事業」に合わせて、交付を受けることができます。 

 
 

２．対象事業 
 ① コミュニティ活性化プラン策定事業 

[事業内容] 地域の課題、地域コミュニティの将来像又は目標、具体的な活動内容等を記載
したプランを策定する事業 

[対象団体] 校下（地区）町会連合会 
[補 助 率] 補助対象経費の４分の３以内 
[補助金額] 限度額 75 万円 
[交付制限] 補助金の交付を受けた場合、５年間は「コミュニティ活性化プラン策定事業」の補

助を受けることはできません。 
 

 ② プラン実現事業  
[事業内容] コミュニティ活性化プランに基づき、実施する活性化事業 
        ※プランに掲げた事業を対象とします。 
[対象団体] コミュニティ活性化プランを策定した校下（地区）町会連合会又は当該校下 

（地区）町会連合会が推薦する町会その他の地域団体 
 [補 助 率] 補助対象経費の４分の３以内 
[補助金額] 限度額 50 万円 
[交付制限] 同一事業は最大３回（１年度につき１回）まで、補助金の交付が可能です。 

 
 ③ 地域団体連携事業 

[事業内容] 下記①、②のいずれかに該当する連携して取り組む活性化事業 
① 校下（地区）町会連合会又は町会が同じ校下（地区）内の地域団体又は市民 

活動団体その他多様な主体と連携して取り組む事業 
②複数の校下（地区）町会連合会又は町会が連携して取り組む事業 

        ※連携による実施にあたっては、連携先の団体が企画段階から事業終了まで 
参画していることが必要です。 

[対象団体] 校下（地区）町会連合会又は校下（地区）町会連合会が推薦する町会 
[補 助 率] 補助対象経費の４分の３以内 
[補助金額] 限度額 40 万円 
[交付制限] 同一事業は最大３回（１年度につき１回）まで、補助金の交付が可能です。 
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④ コミュニティ活動事業 

[事業内容] 町会への加入促進や住民交流などコミュニティの活性化を図る事業 
[対象団体] 校下（地区）町会連合会又は校下（地区）町会連合会が推薦する町会 
[補 助 率] 補助対象経費の４分の３以内 
[補助金額] 限度額 30 万円 
[交付制限] 同一事業は最大３回（１年度につき１回）まで、補助金の交付が可能です。 

 
■注意点 

・本事業は、募集期間を設けておりますので、ご注意ください。 
・選考会議により、採択された事業に対して、補助金が交付されます。 
 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
○改  
コミュニティ 
センター 
整備費補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
コミュニティセンター（集会所）の新築、購入、増築又は修繕（土地の取得、造成及び借上げに

要する費用を除く）、賃借（敷金、礼金その他共益費等管理に要する費用等を除く）に要する費用
を補助します。 
 
補助対象事業、補助率及び限度額 

※１ 新築の場合は、上記限度額と「延床面積（㎡）×建設費基準単価 169,000 円×1／2（補助
率）」の式により算出した金額又は「市の単価審査に基づく金額×１／２（補助率）」の式により算
出した金額と比べ、最も少ない方の金額を補助限度額とします。 

増築の場合は、上記限度額と「増築部分の床面積（㎡）×建設費基準単価 169,000 円× 
  1／2（補助率）」の式により算出した金額又は「市の単価審査に基づく金額×１／２（補助率）」

の式により算出した金額と比べ、最も少ない方の金額を補助限度額とします。 
 

区分 補助を受けるための要件 補助率 限度額 

新築 

・建物の延床面積が 80 ㎡以上 
・現在、集会施設を持っていないこと 

（ただし、現有の集会施設が築 30 年を
経過し、腐朽破損の著しい場合は補
助対象とする。） 

・別に定めるバリアフリー整備基準を満
たすもの          下記※1 参照 

１／２ 

200 世帯以下の町会   1,000 万円 

201～300 世帯の町会  1,100 万円 

301～400 世帯の町会  1,200 万円 

401～500 世帯の町会  1,300 万円 

501 世帯以上の町会   1,400 万円 

※合同で新築する場合、世帯数の

合計を上記区分に適用する 

※解体を同時に行う場合 

＋300 万円 

購入 〃       下記※２参照 ３／４ 
（同時の修繕を含む）    1,000 万円 
※解体を同時に行う場合 

＋300 万円 

増築 
・増築部分の延床面積が 15 ㎡以上 
（バリアフリー整備に該当する増築の場
合、15 ㎡未満も対象） 

１／２ 
       700 万円 

（同時の修繕を含む    1,000 万円） 

修繕 

・100 万円以上の修繕 
・購入もしくは増築と同時に行う修繕 
・バリアフリー整備に該当する修繕（整備
費が 100 万円未満の場合、バリアフリー
整備に該当する部分のみ対象） 

３／４                      1,000 万円 

 
解体 

 

・年度内に新たにコミュニティセンターを
所有すること 
・コミュティセンターとして５年以上使用し
ていること 
・築後 30 年以上経過していること 

３／４ 300 万円 

賃借 

・集合住宅の単独町会が、当該建物に
おいて住戸を賃借する場合に限る 

・賃借する住戸の延床面積が 40 ㎡以上 
・１年以上の期間を定めて賃借。最高５
年間が限度 

 １／２ 30 万円／年 
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３．補助金の交付申請 

町会で整備する場合であっても、町会長ではなく自主防災組織の代表者名（例 ○○校下自
主防災会 会長 ○○○○）での申請書の提出が必要となります。 

補助事業ですので事業実施前に申請し、交付決定後に事業着手していただく必要がありま
す。手続きに必要な書類等がありますので、必ず危機管理課と事前に打合せや確認を行ってく
ださい。 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
 
地域ｺﾐｭﾆﾃｨ
活 性 化 事 業
補助 

 
地域コミュニティの活性化に向けたプランの策定や活性化を図る先進的かつ自主的な取組に要

する費用を補助します。 
 

１．助成内容 
地域コミュニティの活性化を図る先進的かつ自主的な取組を行う次の事業 
 
※事業の実施に要する経費が 10 万円以上となる事業 
※従来から行われている事業は対象となりませんが、本事業の目的に沿った新たな取組又は

既存事業の拡充、改編した取組を行う場合は対象とします。 
※一団体に対する補助金の交付は、１年度あたり１回までです。ただし、「コミュニティ活性化プ

ラン策定事業」については、同じ年度に「プラン実現事業」、「地域団体連携事業」又は「コミュ
ニティ活動事業」に合わせて、交付を受けることができます。 

 
 

２．対象事業 
 ① コミュニティ活性化プラン策定事業 

[事業内容] 地域の課題、地域コミュニティの将来像又は目標、具体的な活動内容等を記載
したプランを策定する事業 

[対象団体] 校下（地区）町会連合会 
[補 助 率] 補助対象経費の４分の３以内 
[補助金額] 限度額 75 万円 
[交付制限] 補助金の交付を受けた場合、５年間は「コミュニティ活性化プラン策定事業」の補

助を受けることはできません。 
 

 ② プラン実現事業  
[事業内容] コミュニティ活性化プランに基づき、実施する活性化事業 
        ※プランに掲げた事業を対象とします。 
[対象団体] コミュニティ活性化プランを策定した校下（地区）町会連合会又は当該校下 

（地区）町会連合会が推薦する町会その他の地域団体 
 [補 助 率] 補助対象経費の４分の３以内 
[補助金額] 限度額 50 万円 
[交付制限] 同一事業は最大３回（１年度につき１回）まで、補助金の交付が可能です。 

 
 ③ 地域団体連携事業 

[事業内容] 下記①、②のいずれかに該当する連携して取り組む活性化事業 
① 校下（地区）町会連合会又は町会が同じ校下（地区）内の地域団体又は市民 

活動団体その他多様な主体と連携して取り組む事業 
②複数の校下（地区）町会連合会又は町会が連携して取り組む事業 

        ※連携による実施にあたっては、連携先の団体が企画段階から事業終了まで 
参画していることが必要です。 

[対象団体] 校下（地区）町会連合会又は校下（地区）町会連合会が推薦する町会 
[補 助 率] 補助対象経費の４分の３以内 
[補助金額] 限度額 40 万円 
[交付制限] 同一事業は最大３回（１年度につき１回）まで、補助金の交付が可能です。 
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２．補助金の交付申請 

(1)用具を購入又は修繕する場合 
交付申請書に見積書、カタログ等を添付して申請してください。 
（購入又は修繕する前に申請が必要です。） 
 

(2)収納庫を設置する場合 
交付申請書に見積書、設計書、契約書（写し）、その他指定する書類を添付して申請してくだ
さい。（設置する前に申請が必要です。） 
 

 (3)補助金の再交付年限 
   補助金の交付を受けた場合、５年間は当該補助と同一の用具・区分の補助を受けることはで

きません。（補助対象用具・補助区分のいずれかが異なる場合は、申請可能です。） 
 

お願い            
山車（曳山）、収納庫（山車）の購入・修繕等がある場合は、早めに市民協働推進課

までご連絡ください。 
 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
○改  
地域コミュニ
ティＩＣＴ活用
促 進 事 業 費
補助 

  
地域における情報の共有及び発信並びに若者の町会加入を促進するため、電子回覧板等の 

アプリの利用やホームページの制作に要する費用を補助します。 
 

補助対象経費、補助率及び限度額 

対象経費 補助率 限度額 

・地域住民の情報の共有と発 
信に使用するアプリの利用料 

・校下（地区）町会連合会及び 
町会のホームページ制作等 
に要する経費 

※対象外経費 
備品購入費、修繕費、工事費 
 
・スキャナの購入に係る経費 
※デジタル複合機を除く。 

３／４ 

校下（地区）の町会加入世帯数が 
1,000世帯以下の町会連合会    30万円 
1,001～2,000 世帯の町会連合会  60 万円 
2,001～3,000 世帯の町会連合会  90 万円 
3,001～4,000 世帯の町会連合会 120 万円 
4,001～5,000 世帯の町会連合会 150 万円 
5,001～6,000 世帯の町会連合会 180 万円 
6,001～7,000 世帯の町会連合会 210 万円 
7,001 世帯以上の町会連合会   240 万円 

 
■注意点 

・ 補助対象者を校下(地区)町会連合会としています。町会が助成を受けたい場合は、 
校下（地区）町会連合会がとりまとめて申請してください。 

・ 一団体に対する補助金の交付は、１年度あたり 1 回限りです。 
・ この補助金以外のＩＣＴの活用を対象とした本市の補助金、その他これに準じるもの 

の交付を受けている場合、この補助金の申請はできません。 
 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
 
美 化 活 動 用
ごみ袋の支給 

 
ボランティアでまちの美化清掃を実施する団体等に、ごみ袋を支給します。 
 

●美化活動用ごみ袋の支給 
事前に申込書を提出のうえ、市民協働推進課まで取りに来てください。 
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修繕、解体の場合は、市の単価審査に基づく金額と見積書の金額と比べ、少ない方の金額
の 3／4 を補助限度額とします。 

※２ 購入の場合は、上記金額と「建設費基準単価 169,000 円×延床面積（㎡）×残存価値率（法
定耐用年数を用いて算出した数値）×3／4（補助率）」の式により算出した金額と比べ、少ない
方の金額を補助限度額とします。 

※３ 補助金額は、新築、購入、増築および修繕（100 万円以上の修繕）の場合は 10 万円未満の
端数金額を、バリアフリー整備に該当する修繕（100 万円未満の修繕）および賃借の場合は 1 万
円未満の端数金額を切捨とします。 

 
■注意点 

(1)事前協議 
・着工、購入又は賃借する年度の前年１０月末（新築及び解体の場合は前年８月中旬）までに
事業内容等についての事前協議書の提出が必要です。 
・事前協議書には見積書、設計書、その他指定する書類を添付して提出してください。 

(2)事前申請 
・補助金交付決定通知前の着工は認められません。 

(3)補助金の再交付年限 
・新築、購入、増築又は修繕の補助金の交付を受けた場合、５年間は当該補助を受けること
はできません。 
・賃借の場合は連続して最高５年間まで、補助を受けられます。 
 

お願い 
コミュニティセンターの新築等を考えている場合は、お早めにご連絡をお願いします。  

 
■上記の市補助制度に併せて県補助制度も利用できます（窓口は市民協働推進課）。 
 

石川県補助概要 
(1)補助率    ２５％以内 

(2)補助対象事業及び限度額 
＊新築(事業費 400 万円以上が補助対象)--------- 820 万円 
＊増築・改築(事業費 200 万円以上が補助対象)---- 590 万円 

 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
 
コミュニティ 
活 動 推 進 用
具 購 入 費 等
補助 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
コミュニティ活動の推進に使用する用具の購入もしくは修繕に要する費用又は収納庫等の設置

に要する費用（土地の取得、造成および借上げに要する費用を除く）を補助します。 
 
１．補助対象事業、補助率および限度額 

  ※補助額は、1 万円未満の端数金額を切捨とします。 

補助対象用具 
補     助     金 

補  助  区  分 補助率 限 度 額 

太鼓 
（台車を含む） 

購入費 

３／４ 

115 万円 

修繕費（5 万円以上）  70 万円 

子供みこし 
（台車を含む） 

購入費 115 万円 

修繕費（5 万円以上）  70 万円 

山車 
（曳山） 

購入費  600 万円 

修繕費（20 万円以上）  300 万円 

収納庫の設置 
（太鼓、子供みこし） 

設置費（面積が 10 ㎡未満） 115 万円 

修繕費（10 万円以上）  70 万円 

収納庫の設置 
（山車） 

設置費（面積が 20 ㎡～50 ㎡）  300 万円 

修繕費（30 万円以上）  150 万円 

町旗 購入費（20 万円以上）  45 万円 

法被 購入費（20 万円以上）  45 万円 

町会掲示板 設置費（10 万円以上）  25 万円 

40
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２．補助金の交付申請 

(1)用具を購入又は修繕する場合 
交付申請書に見積書、カタログ等を添付して申請してください。 
（購入又は修繕する前に申請が必要です。） 
 

(2)収納庫を設置する場合 
交付申請書に見積書、設計書、契約書（写し）、その他指定する書類を添付して申請してくだ
さい。（設置する前に申請が必要です。） 
 

 (3)補助金の再交付年限 
   補助金の交付を受けた場合、５年間は当該補助と同一の用具・区分の補助を受けることはで

きません。（補助対象用具・補助区分のいずれかが異なる場合は、申請可能です。） 
 

お願い            
山車（曳山）、収納庫（山車）の購入・修繕等がある場合は、早めに市民協働推進課

までご連絡ください。 
 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
○改  
地域コミュニ
ティＩＣＴ活用
促 進 事 業 費
補助 

  
地域における情報の共有及び発信並びに若者の町会加入を促進するため、電子回覧板等の 

アプリの利用やホームページの制作に要する費用を補助します。 
 

補助対象経費、補助率及び限度額 

対象経費 補助率 限度額 

・地域住民の情報の共有と発 
信に使用するアプリの利用料 

・校下（地区）町会連合会及び 
町会のホームページ制作等 
に要する経費 

※対象外経費 
備品購入費、修繕費、工事費 
 
・スキャナの購入に係る経費 
※デジタル複合機を除く。 

３／４ 

校下（地区）の町会加入世帯数が 
1,000世帯以下の町会連合会    30万円 
1,001～2,000 世帯の町会連合会  60 万円 
2,001～3,000 世帯の町会連合会  90 万円 
3,001～4,000 世帯の町会連合会 120 万円 
4,001～5,000 世帯の町会連合会 150 万円 
5,001～6,000 世帯の町会連合会 180 万円 
6,001～7,000 世帯の町会連合会 210 万円 
7,001 世帯以上の町会連合会   240 万円 

 
■注意点 

・ 補助対象者を校下(地区)町会連合会としています。町会が助成を受けたい場合は、 
校下（地区）町会連合会がとりまとめて申請してください。 

・ 一団体に対する補助金の交付は、１年度あたり 1 回限りです。 
・ この補助金以外のＩＣＴの活用を対象とした本市の補助金、その他これに準じるもの 

の交付を受けている場合、この補助金の申請はできません。 
 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
 
美 化 活 動 用
ごみ袋の支給 

 
ボランティアでまちの美化清掃を実施する団体等に、ごみ袋を支給します。 
 

●美化活動用ごみ袋の支給 
事前に申込書を提出のうえ、市民協働推進課まで取りに来てください。 
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修繕、解体の場合は、市の単価審査に基づく金額と見積書の金額と比べ、少ない方の金額
の 3／4 を補助限度額とします。 

※２ 購入の場合は、上記金額と「建設費基準単価 169,000 円×延床面積（㎡）×残存価値率（法
定耐用年数を用いて算出した数値）×3／4（補助率）」の式により算出した金額と比べ、少ない
方の金額を補助限度額とします。 

※３ 補助金額は、新築、購入、増築および修繕（100 万円以上の修繕）の場合は 10 万円未満の
端数金額を、バリアフリー整備に該当する修繕（100 万円未満の修繕）および賃借の場合は 1 万
円未満の端数金額を切捨とします。 

 
■注意点 

(1)事前協議 
・着工、購入又は賃借する年度の前年１０月末（新築及び解体の場合は前年８月中旬）までに
事業内容等についての事前協議書の提出が必要です。 
・事前協議書には見積書、設計書、その他指定する書類を添付して提出してください。 

(2)事前申請 
・補助金交付決定通知前の着工は認められません。 

(3)補助金の再交付年限 
・新築、購入、増築又は修繕の補助金の交付を受けた場合、５年間は当該補助を受けること
はできません。 
・賃借の場合は連続して最高５年間まで、補助を受けられます。 
 

お願い 
コミュニティセンターの新築等を考えている場合は、お早めにご連絡をお願いします。  

 
■上記の市補助制度に併せて県補助制度も利用できます（窓口は市民協働推進課）。 
 

石川県補助概要 
(1)補助率    ２５％以内 

(2)補助対象事業及び限度額 
＊新築(事業費 400 万円以上が補助対象)--------- 820 万円 
＊増築・改築(事業費 200 万円以上が補助対象)---- 590 万円 

 

市民協働推進課 電話：２２０－２０２６ ＦＡＸ：２６０－１１７８ 
 
コミュニティ 
活 動 推 進 用
具 購 入 費 等
補助 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
コミュニティ活動の推進に使用する用具の購入もしくは修繕に要する費用又は収納庫等の設置

に要する費用（土地の取得、造成および借上げに要する費用を除く）を補助します。 
 
１．補助対象事業、補助率および限度額 

  ※補助額は、1 万円未満の端数金額を切捨とします。 

補助対象用具 
補     助     金 

補  助  区  分 補助率 限 度 額 

太鼓 
（台車を含む） 

購入費 

３／４ 

115 万円 

修繕費（5 万円以上）  70 万円 

子供みこし 
（台車を含む） 

購入費 115 万円 

修繕費（5 万円以上）  70 万円 

山車 
（曳山） 

購入費  600 万円 

修繕費（20 万円以上）  300 万円 

収納庫の設置 
（太鼓、子供みこし） 

設置費（面積が 10 ㎡未満） 115 万円 

修繕費（10 万円以上）  70 万円 

収納庫の設置 
（山車） 

設置費（面積が 20 ㎡～50 ㎡）  300 万円 

修繕費（30 万円以上）  150 万円 

町旗 購入費（20 万円以上）  45 万円 

法被 購入費（20 万円以上）  45 万円 

町会掲示板 設置費（10 万円以上）  25 万円 
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道路管理課 電話：２２０－２３２１ ＦＡＸ：２２０－２２７４  
 
道路愛護 
サポート事業 

 
町会等において、歩道や側溝の清掃、除草等の道路愛護活動を行う際、町会等が希望する用

具を支給します。 
 

１．支給する用具等 
●軍手、ゴミ袋、土嚢（必要数）、鎌、草刈機用刃（あわせて１０挺/枚）、ボランティア活動保険 

※数には限りがあるため、まずはお問い合せください。 
 

２．申請方法 
活動日の２日前までに届出書をご提出ください。 

※ボランティア活動保険については、社会福祉協議会が取り扱うボランティア活動保険への加 
 入保険料が支援対象となります。支援を希望する場合は保険加入前に市にご相談ください。 
 
 

道路管理課 生活道路室 電話：２２０－２５７８ ＦＡＸ：２２０－２２７４ 
 
私道整備費 
補助 
 

 
私道（一般の通行の用に供しているもの）の舗装、側溝、防護柵、補修等に要する費用を補助し

ます。 
 
１．補助対象事業 

対  象 補助率 限度額 

公共性の高い私道 ８０％ ７００万円 

その他の私道 ５０％ ５００万円 

 
２．事前要望     

町内会等からの要望を受け、事前協議を行い、補助金交付が妥当か検討します。 
 
３．補助金の交付申請 

着工年度において、交付申請書ほか、指定する書類を添付して申請してください。 
 

内水整備課 電話：２２０－２３４１ FAX：２２０－２４７６ 

 
市 民 協 働 河
川 愛 護 推 進
制度 
 

 
河川敷の除草、ごみ除去等の美化活動を実施する流域住民や町会、NPO 等に対し、地域コミ

ュニティ活動促進を目的に報奨金をお支払いします。なお、報奨金は活動する作業面積等によっ
て異なります。 

 
（活動内容） 

１．河川敷の除草、ごみ除去等（年１回以上） 
２．河川の正しい利用について指導する河川敷パトロール（年１回以上） 
３．河川等愛護に関する広報・啓発活動（随時） 
 

除草費 除草面積 × 35 円/㎡（下限面積 300 ㎡） 

パトロール費注１） パトロール延長 × 7.4 円/ｍ 

事務費 12,000 円 

注１）パトロール費は除草が必要でない用水に限ります。 
注２）用水の活動範囲は市街化区域に限ります。 
注３）報奨金の上限は 50 万円です。 
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道路管理課 電話：２２０－２３２１ ＦＡＸ：２２０－２２７４ 

 
消雪装置 
設置費補助 
 

 
町内会、商店街、消雪組合等で消雪装置を設置又は改修（この補助制度により設置し、１０年

経過したものに限る。）する際に要する費用（１００万円を超える場合に限る。）の３／４に相当する
額を補助します。 
 
１．設置基準 

道路法上の道路、その他の一般交通の用に供する道路に設置するものであること。 
 

２．補助対象施設 
施工延長 80ｍ以上、かつ、消雪面積 400 ㎡以上で河川水、温水又は電気方式で市長が適当

と認める構造であること。 
 

３．補助金の限度額 
設置、改修 ---------- ２，６００万円 

※維持管理費は補助対象となりません。 
 

道路管理課 電話：２２０－２３２１ ＦＡＸ：２２０－２２７４ 

 
除 雪 機 械 等
購入費補助 

 
町会等の除雪に使用する除雪機械、消雪用水中ポンプの購入に要する費用の３／４に相当す

る額を補助します。 
 

１．補助対象事業および限度額 
●除雪機械---------------------９０万円 
●消雪用水中ポンプ---------------６万円 
 

２．補助金の交付申請 
交付申請書に見積書・カタログを添付して申請してください。 

※除雪機械については、一度補助を受けた後は、10 年間補助を受けることはできません。 
 
 
 

道路管理課 電話：２２０－２３２１ ＦＡＸ：２２０－２２７４  
 
地 域 除 排 雪
活動費補助 

 

 
雪害対策本部の設置期間毎に、市道及び市道以外の通学路その他の市長が特に必要と認め

る道路において、町会が事業者に機械による除排雪を委託した費用の３／４に相当する額を補助
します。 
 ※金沢市で大雪警報が発表され、排雪場が開設された場合で、市長が特に必要と認めたとき

に、雪害対策本部が設置される。 
 
１．補助対象事業及び限度額 
   除雪機械及び排雪に使用するダンプトラック等の費用-----５０万円 
            （１町会あたり、雪害対策本部設置毎の限度額） 
 
２．補助金の交付申請 
   交付申請書に、作業箇所、作業写真（作業前後及び作業中）、補助事業の内容・収支決算

書、請求書、委託費用の領収書（写し）及びその内訳が分かる書類を添付する。 

 
※申請については、作業の実施後 15 日以内までとなります。 
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道路管理課 電話：２２０－２３２１ ＦＡＸ：２２０－２２７４  
 
道路愛護 
サポート事業 

 
町会等において、歩道や側溝の清掃、除草等の道路愛護活動を行う際、町会等が希望する用

具を支給します。 
 

１．支給する用具等 
●軍手、ゴミ袋、土嚢（必要数）、鎌、草刈機用刃（あわせて１０挺/枚）、ボランティア活動保険 

※数には限りがあるため、まずはお問い合せください。 
 

２．申請方法 
活動日の２日前までに届出書をご提出ください。 

※ボランティア活動保険については、社会福祉協議会が取り扱うボランティア活動保険への加 
 入保険料が支援対象となります。支援を希望する場合は保険加入前に市にご相談ください。 
 
 

道路管理課 生活道路室 電話：２２０－２５７８ ＦＡＸ：２２０－２２７４ 
 
私道整備費 
補助 
 

 
私道（一般の通行の用に供しているもの）の舗装、側溝、防護柵、補修等に要する費用を補助し

ます。 
 
１．補助対象事業 

対  象 補助率 限度額 

公共性の高い私道 ８０％ ７００万円 

その他の私道 ５０％ ５００万円 

 
２．事前要望     

町内会等からの要望を受け、事前協議を行い、補助金交付が妥当か検討します。 
 
３．補助金の交付申請 

着工年度において、交付申請書ほか、指定する書類を添付して申請してください。 
 

内水整備課 電話：２２０－２３４１ FAX：２２０－２４７６ 

 
市 民 協 働 河
川 愛 護 推 進
制度 
 

 
河川敷の除草、ごみ除去等の美化活動を実施する流域住民や町会、NPO 等に対し、地域コミ

ュニティ活動促進を目的に報奨金をお支払いします。なお、報奨金は活動する作業面積等によっ
て異なります。 

 
（活動内容） 

１．河川敷の除草、ごみ除去等（年１回以上） 
２．河川の正しい利用について指導する河川敷パトロール（年１回以上） 
３．河川等愛護に関する広報・啓発活動（随時） 
 

除草費 除草面積 × 35 円/㎡（下限面積 300 ㎡） 

パトロール費注１） パトロール延長 × 7.4 円/ｍ 

事務費 12,000 円 

注１）パトロール費は除草が必要でない用水に限ります。 
注２）用水の活動範囲は市街化区域に限ります。 
注３）報奨金の上限は 50 万円です。 
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道路管理課 電話：２２０－２３２１ ＦＡＸ：２２０－２２７４ 

 
消雪装置 
設置費補助 
 

 
町内会、商店街、消雪組合等で消雪装置を設置又は改修（この補助制度により設置し、１０年

経過したものに限る。）する際に要する費用（１００万円を超える場合に限る。）の３／４に相当する
額を補助します。 
 
１．設置基準 

道路法上の道路、その他の一般交通の用に供する道路に設置するものであること。 
 

２．補助対象施設 
施工延長 80ｍ以上、かつ、消雪面積 400 ㎡以上で河川水、温水又は電気方式で市長が適当

と認める構造であること。 
 

３．補助金の限度額 
設置、改修 ---------- ２，６００万円 

※維持管理費は補助対象となりません。 
 

道路管理課 電話：２２０－２３２１ ＦＡＸ：２２０－２２７４ 

 
除 雪 機 械 等
購入費補助 

 
町会等の除雪に使用する除雪機械、消雪用水中ポンプの購入に要する費用の３／４に相当す

る額を補助します。 
 

１．補助対象事業および限度額 
●除雪機械---------------------９０万円 
●消雪用水中ポンプ---------------６万円 
 

２．補助金の交付申請 
交付申請書に見積書・カタログを添付して申請してください。 

※除雪機械については、一度補助を受けた後は、10 年間補助を受けることはできません。 
 
 
 

道路管理課 電話：２２０－２３２１ ＦＡＸ：２２０－２２７４  
 
地 域 除 排 雪
活動費補助 

 

 
雪害対策本部の設置期間毎に、市道及び市道以外の通学路その他の市長が特に必要と認め

る道路において、町会が事業者に機械による除排雪を委託した費用の３／４に相当する額を補助
します。 
 ※金沢市で大雪警報が発表され、排雪場が開設された場合で、市長が特に必要と認めたとき

に、雪害対策本部が設置される。 
 
１．補助対象事業及び限度額 
   除雪機械及び排雪に使用するダンプトラック等の費用-----５０万円 
            （１町会あたり、雪害対策本部設置毎の限度額） 
 
２．補助金の交付申請 
   交付申請書に、作業箇所、作業写真（作業前後及び作業中）、補助事業の内容・収支決算

書、請求書、委託費用の領収書（写し）及びその内訳が分かる書類を添付する。 

 
※申請については、作業の実施後 15 日以内までとなります。 
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西部管理センター 電話：２４２－１３７１ FAX：２４２－１４３７ 

東部管理センター 電話：２５２－６０５０ FAX：２５２－９４３６ 
 
ごみステーシ
ョ ン の 新 設 ・
移設・廃止等 
 

 
ごみステーションの新設・移設・廃止等 
 

１．燃やすごみのごみステーション 
（１）町会のごみステーション---15 世帯につき１か所 
（２）共同住宅等のごみステーション---10 戸につき１か所 
 

２．燃やさないごみ・資源回収のごみステーション 
（１）町会のごみステーション---50 世帯につき１か所 
（２）共同住宅等のごみステーション---50 戸につき１か所 

 
申請手続き 
 

（１）申請者  
① 町会のごみステーション---町会長 

   ② 共同住宅等のごみステーション---建物の管理者及び所有者等 
（２）申請時期 

収集開始希望日の２週間前までに申請 
   （３）申請書類 
      ごみステーションの設置届書の提出 
 
      ※管理センター職員による設置場所の現地確認を行います。 

※ごみステーションを移設又は廃止する場合も同様の手続きを要する。 
 
設置条件 

・ 収集及びごみ収集車の運行に支障がない場所であること。 
・ 交差点等、交通渋滞を引き起こすおそれがない安全な場所であること。 
・ 扉、引き戸等があるごみ集積かごを設置する場合は、その形状について事前に管理セン

ター職員と協議を行うこと。 
 

西部管理センター 電話：２４２－１３７１ FAX：２４２－１４３７ 
東部管理センター 電話：２５２－６０５０ FAX：２５２－９４３６ 

 
ごみステーシ
ョン用具の貸与 

 
ごみステーション用具の貸与 
貸与品 

カラス防除ネット、コンテナ（あき缶・ペットボトル）、回収箱（あきびん等）、看板等 
貸与品借用申込書を提出してください。 
 
 
 
 

戸別収集受付センター 電話：２２０－７１５３ 

 

各種行事・ 

イベント等 

ごみ収集 

 

 

各種行事・イベント等ごみ収集 

●多量収集ごみ 

    有料：１台分(2t 車相当)-----9,900 円 

  ①町会等で行われるバザー、夏祭り等 

  ②左義長、お盆のキリコ等 

※電話で申込みしてください。 

※ごみは分別して出してください。 
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環境政策課 電話：２２０－２５０７ FAX：２６０－７１９３  

 
木質ペレット
ストーブ設置
費用への 
補助 
 

 
活動施設（集会所等）に木質ペレットストーブを設置する団体に対し、設置費用を補助します。 

１．補助対象設備 
木質ペレットを燃料とするストーブ 
※木質ペレットとは・・・間伐材等を破砕して固めた木質燃料 
 

２．補助金の額 
補助率：購入費及び設置工事費の合計額の１／２以内の額 
限度額：１０万円 

  ストーブを設置してから３０日以内に、必要書類を添付して環境政策課へ補助金交付申請書を
提出してください。 

 
 

環境政策課 電話：２２０－２５０８ FAX：２６０－７１９３ 

  
●公害（大気汚染/水質汚濁/騒音/振動/悪臭等）に関する相談 

●空き地の雑草等の管理不備に関する相談 

 

ごみ減量推進課 電話：２２０－２３０２ FAX：２６０－７１９３ 
 
古紙等集団 
回収奨励金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ごみｽﾃｰｼｮﾝ
設 置 器 材 購
入補助制度 

 
古紙等集団回収奨励金 

●町会等で回収した古紙類について奨励金を交付します。 
   ※事前の団体登録が必要です。 

①対象回収品目----新聞・雑誌・段ボール・牛乳パック・古布 
   ※市外から排出されたものや事業所から排出されたものは対象外 

②奨励金単価------回収量１㎏につき６円（10 円未満切り捨て） 
 
●リサイクル車（軽トラック）、古紙運搬器材（古紙回収用カート、台車）等の貸し出し 

※電話で予約状況をご確認ください。 
 
●古紙等保管庫の設置（補助） 

補助率：３／４（上限１５万円）  
※着手前にご相談ください。 

 
 
 
ごみステーション器材（補助） 
●町会が自らステーションに設置する器材を購入する経費を一部支援します。 

補助対象：金属製 BOX、折りたたみ式等 
補助率：３／４（上限１５万円）※設置工事費含む 

※着手前にご相談ください。 
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西部管理センター 電話：２４２－１３７１ FAX：２４２－１４３７ 

東部管理センター 電話：２５２－６０５０ FAX：２５２－９４３６ 
 
ごみステーシ
ョ ン の 新 設 ・
移設・廃止等 
 

 
ごみステーションの新設・移設・廃止等 
 

１．燃やすごみのごみステーション 
（１）町会のごみステーション---15 世帯につき１か所 
（２）共同住宅等のごみステーション---10 戸につき１か所 
 

２．燃やさないごみ・資源回収のごみステーション 
（１）町会のごみステーション---50 世帯につき１か所 
（２）共同住宅等のごみステーション---50 戸につき１か所 

 
申請手続き 
 

（１）申請者  
① 町会のごみステーション---町会長 

   ② 共同住宅等のごみステーション---建物の管理者及び所有者等 
（２）申請時期 

収集開始希望日の２週間前までに申請 
   （３）申請書類 
      ごみステーションの設置届書の提出 
 
      ※管理センター職員による設置場所の現地確認を行います。 

※ごみステーションを移設又は廃止する場合も同様の手続きを要する。 
 
設置条件 

・ 収集及びごみ収集車の運行に支障がない場所であること。 
・ 交差点等、交通渋滞を引き起こすおそれがない安全な場所であること。 
・ 扉、引き戸等があるごみ集積かごを設置する場合は、その形状について事前に管理セン

ター職員と協議を行うこと。 
 

西部管理センター 電話：２４２－１３７１ FAX：２４２－１４３７ 
東部管理センター 電話：２５２－６０５０ FAX：２５２－９４３６ 

 
ごみステーシ
ョン用具の貸与 

 
ごみステーション用具の貸与 
貸与品 

カラス防除ネット、コンテナ（あき缶・ペットボトル）、回収箱（あきびん等）、看板等 
貸与品借用申込書を提出してください。 
 
 
 
 

戸別収集受付センター 電話：２２０－７１５３ 

 

各種行事・ 

イベント等 

ごみ収集 

 

 

各種行事・イベント等ごみ収集 

●多量収集ごみ 

    有料：１台分(2t 車相当)-----9,900 円 

  ①町会等で行われるバザー、夏祭り等 

  ②左義長、お盆のキリコ等 

※電話で申込みしてください。 

※ごみは分別して出してください。 
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環境政策課 電話：２２０－２５０７ FAX：２６０－７１９３  

 
木質ペレット
ストーブ設置
費用への 
補助 
 

 
活動施設（集会所等）に木質ペレットストーブを設置する団体に対し、設置費用を補助します。 

１．補助対象設備 
木質ペレットを燃料とするストーブ 
※木質ペレットとは・・・間伐材等を破砕して固めた木質燃料 
 

２．補助金の額 
補助率：購入費及び設置工事費の合計額の１／２以内の額 
限度額：１０万円 

  ストーブを設置してから３０日以内に、必要書類を添付して環境政策課へ補助金交付申請書を
提出してください。 

 
 

環境政策課 電話：２２０－２５０８ FAX：２６０－７１９３ 

  
●公害（大気汚染/水質汚濁/騒音/振動/悪臭等）に関する相談 

●空き地の雑草等の管理不備に関する相談 

 

ごみ減量推進課 電話：２２０－２３０２ FAX：２６０－７１９３ 
 
古紙等集団 
回収奨励金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ごみｽﾃｰｼｮﾝ
設 置 器 材 購
入補助制度 

 
古紙等集団回収奨励金 

●町会等で回収した古紙類について奨励金を交付します。 
   ※事前の団体登録が必要です。 

①対象回収品目----新聞・雑誌・段ボール・牛乳パック・古布 
   ※市外から排出されたものや事業所から排出されたものは対象外 

②奨励金単価------回収量１㎏につき６円（10 円未満切り捨て） 
 
●リサイクル車（軽トラック）、古紙運搬器材（古紙回収用カート、台車）等の貸し出し 

※電話で予約状況をご確認ください。 
 
●古紙等保管庫の設置（補助） 

補助率：３／４（上限１５万円）  
※着手前にご相談ください。 

 
 
 
ごみステーション器材（補助） 
●町会が自らステーションに設置する器材を購入する経費を一部支援します。 

補助対象：金属製 BOX、折りたたみ式等 
補助率：３／４（上限１５万円）※設置工事費含む 

※着手前にご相談ください。 
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交通政策課 電話：２２０－２０３８ FAX：２２０－２０４８ 

 
飛び出し防止
看板の支給 
 

 
子どもの急な飛び出しや車のスピードの出し過ぎによる交通事故を抑制するため、事故の危険

性の高い交差点に設置する啓発看板（黄色プラスチック製、約 20cm×約 90cm、片面に「スピード
落とせ」、片面に「とび出しちゅうい」と表記）を支給します。 

 
・町会長名で申請してください（数に限りがあります）。 
・各町会の責任のもと、設置及び管理をお願いします。 
 
 

交通政策課 電話：２２０－２０３８ FAX：２２０－２０４８ 

 
横断旗の 
支給 
 

 
子どもの交通安全を確保するため、横断旗（棒：黄色プラスチック製、幕：黄色ビニール製、 
片面に「横断中 金沢市」と表記）を支給します。 
 
・町会長名で申請してください（数に限りがあります）。 
・各町会の責任のもと、設置及び管理をお願いします。 
 
 

建築指導課 空き家活用室 電話：２２０－２１３６ FAX：２２２－５１１９ 
 
地 域 連 携 空
き 家 等 活 用
事業費補助 
 

 
地域の空き家を集会施設等として改修、又は老朽化した空き家を除却した跡地をポケットパー

ク等へ整備する費用の一部を補助します。 
 
１．補助対象 
  空き家、空き家跡地を活用するための整備費 
 
２．補助率・限度額 

対  象 補助率 限度額 

空き家を活用した集会施設等 
２／３ １００万円 

空き家跡地を活用したポケットパーク等 

 
３．主な補助要件 

①町会等、所有者、市長の三者間で締結した空き家等活用協定に基づき実施する整備である
こと。 

②町会等による活用について、空き家等の所有者等の同意があること。 
③地域で管理・活用を行うこと。 

 
 

道路、交通標識に関するお問い合わせ先 

 

道路の欠損、穴ボコ 

道路標識の破損 

道路照明灯の球切れ 

 

国道 国土交通省金沢国道維持出張所    ２３８－５０７１ 

県道 県央土木総合事務所           ２３９－３９０１ 

市道 道路管理課                 ２２０－２３２１ 

交通標識の新設、破損等 警察署又は最寄りの交番 

危険動物に関するお問い合わせ先 

クマ、イノシシを目撃され

た場合はご連絡ください。 

クマ 森林再生課                  ２２０－２２１７ 

イノシシ 農業水産振興課               ２２０－２２１４ 
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緑と花の課 電話：２２０－２３５６ FAX：２２４－５０４６ 

 
都 市 樹 木 害
虫（アメリカシ
ロヒトリ、チャ
ド ク ガ ） 防 除
助成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１．助成率 ３／４(千円未満の端数は切り捨てとなります。) 
 
２．助成対象 

町会が市指定防除業者に依頼し下記の方法により防除したアメリカシロヒトリ、チャドクガの
防除経費に助成します。 

 
３．防除方法 
   効率的かつ安全な方法(捕殺又は薬剤散布)を選択し実施する防除。 

※薬剤散布を実施する場合は 
①従前のような一斉散布ではなく、必要最小限の散布。 
②事前に周辺住民の合意を得るよう努めてください。 
（なお、薬剤には害虫の発生を抑制する効果はありません。） 
 

４．防除依頼等 
①町会から市指定の防除業者に直接依頼してください。 
②防除を行う際には、町会の代表者が立ち会ってください。 
③防除費用にかかる町会負担分（以下のとおり）を防除業者に支払ってください。（市負担分

は直接防除業者へ支払います。） 
町会負担＝防除費用－市負担分 

 

緑と花の課 電話：２２０－２３５６ FAX：２２４－５０４６ 
 
市民協働 
公 園 愛 護 制
度 
 
 
 
 
 
 

 
市民の共有の財産である身近な公園の除草・清掃等を、年間を通じて、町会など地元の団体で

実施される場合に、清掃活動の用具、 消耗品の購入費用及び公園でのレクリエーション活動費
用の一部として報奨金をお支払いします。なお、報奨金は活動する公園の面積等によって異なり
ます。 

 
市から町会等団体にお願いすること 

１．公園の除草（年３回程度） 
２．公園内とまわりの清掃（月１回程度） 
３．公園内の遊器具など施設の点検、異常の通報 
４．町会の会合などで公園の正しい使用についての呼びかけ 
５．トイレの清掃(週２回程度、冬期は週１回程度) ※該当団体のみ 
６．ポット苗敷設芝生の管理（水やり、芝刈り）   ※該当団体のみ 

 
※  トイレ清掃について、業者による清掃を取りやめ、日頃公園を利用される地域の皆様にご協

力をお願いしています。 
なお、報奨金は面積等により算定される報奨金に加算してお支払いします。 
（トイレットペーパー等の消耗品は市からお渡しします。）  
 

 

緑と花の課 電話：２２０－２３５６ FAX：２２４－５０４６ 
 
み ん な の 公
園クリーンス
マイル事業 
 

 
ボランティア団体の自主的な活動により地域の公園や街路樹等の清掃をしていただく場合に、

活動に必要な用具の提供や除草・清掃ゴミの回収などによりボランティア活動をサポートいたしま
す。（報奨金の支払いはありません。） 
   

具体的な活動日時、人数、必要物品を申込書にて事前提出いただき、活動後に活動報告書を
ご提出いただきます。 

主な活動内容 
１．清掃及び除草 
２．収集が困難な大量のごみ、不法投棄等の情報の提供 
３．その他公園等の利用の向上に資する活動 
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交通政策課 電話：２２０－２０３８ FAX：２２０－２０４８ 

 
飛び出し防止
看板の支給 
 

 
子どもの急な飛び出しや車のスピードの出し過ぎによる交通事故を抑制するため、事故の危険

性の高い交差点に設置する啓発看板（黄色プラスチック製、約 20cm×約 90cm、片面に「スピード
落とせ」、片面に「とび出しちゅうい」と表記）を支給します。 

 
・町会長名で申請してください（数に限りがあります）。 
・各町会の責任のもと、設置及び管理をお願いします。 
 
 

交通政策課 電話：２２０－２０３８ FAX：２２０－２０４８ 

 
横断旗の 
支給 
 

 
子どもの交通安全を確保するため、横断旗（棒：黄色プラスチック製、幕：黄色ビニール製、 
片面に「横断中 金沢市」と表記）を支給します。 
 
・町会長名で申請してください（数に限りがあります）。 
・各町会の責任のもと、設置及び管理をお願いします。 
 
 

建築指導課 空き家活用室 電話：２２０－２１３６ FAX：２２２－５１１９ 
 
地 域 連 携 空
き 家 等 活 用
事業費補助 
 

 
地域の空き家を集会施設等として改修、又は老朽化した空き家を除却した跡地をポケットパー

ク等へ整備する費用の一部を補助します。 
 
１．補助対象 
  空き家、空き家跡地を活用するための整備費 
 
２．補助率・限度額 

対  象 補助率 限度額 

空き家を活用した集会施設等 
２／３ １００万円 

空き家跡地を活用したポケットパーク等 

 
３．主な補助要件 

①町会等、所有者、市長の三者間で締結した空き家等活用協定に基づき実施する整備である
こと。 

②町会等による活用について、空き家等の所有者等の同意があること。 
③地域で管理・活用を行うこと。 

 
 

道路、交通標識に関するお問い合わせ先 

 

道路の欠損、穴ボコ 

道路標識の破損 

道路照明灯の球切れ 

 

国道 国土交通省金沢国道維持出張所    ２３８－５０７１ 

県道 県央土木総合事務所           ２３９－３９０１ 

市道 道路管理課                 ２２０－２３２１ 

交通標識の新設、破損等 警察署又は最寄りの交番 

危険動物に関するお問い合わせ先 

クマ、イノシシを目撃され

た場合はご連絡ください。 

クマ 森林再生課                  ２２０－２２１７ 

イノシシ 農業水産振興課               ２２０－２２１４ 
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緑と花の課 電話：２２０－２３５６ FAX：２２４－５０４６ 

 
都 市 樹 木 害
虫（アメリカシ
ロヒトリ、チャ
ド ク ガ ） 防 除
助成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１．助成率 ３／４(千円未満の端数は切り捨てとなります。) 
 
２．助成対象 

町会が市指定防除業者に依頼し下記の方法により防除したアメリカシロヒトリ、チャドクガの
防除経費に助成します。 

 
３．防除方法 
   効率的かつ安全な方法(捕殺又は薬剤散布)を選択し実施する防除。 

※薬剤散布を実施する場合は 
①従前のような一斉散布ではなく、必要最小限の散布。 
②事前に周辺住民の合意を得るよう努めてください。 
（なお、薬剤には害虫の発生を抑制する効果はありません。） 
 

４．防除依頼等 
①町会から市指定の防除業者に直接依頼してください。 
②防除を行う際には、町会の代表者が立ち会ってください。 
③防除費用にかかる町会負担分（以下のとおり）を防除業者に支払ってください。（市負担分

は直接防除業者へ支払います。） 
町会負担＝防除費用－市負担分 

 

緑と花の課 電話：２２０－２３５６ FAX：２２４－５０４６ 
 
市民協働 
公 園 愛 護 制
度 
 
 
 
 
 
 

 
市民の共有の財産である身近な公園の除草・清掃等を、年間を通じて、町会など地元の団体で

実施される場合に、清掃活動の用具、 消耗品の購入費用及び公園でのレクリエーション活動費
用の一部として報奨金をお支払いします。なお、報奨金は活動する公園の面積等によって異なり
ます。 

 
市から町会等団体にお願いすること 

１．公園の除草（年３回程度） 
２．公園内とまわりの清掃（月１回程度） 
３．公園内の遊器具など施設の点検、異常の通報 
４．町会の会合などで公園の正しい使用についての呼びかけ 
５．トイレの清掃(週２回程度、冬期は週１回程度) ※該当団体のみ 
６．ポット苗敷設芝生の管理（水やり、芝刈り）   ※該当団体のみ 

 
※  トイレ清掃について、業者による清掃を取りやめ、日頃公園を利用される地域の皆様にご協

力をお願いしています。 
なお、報奨金は面積等により算定される報奨金に加算してお支払いします。 
（トイレットペーパー等の消耗品は市からお渡しします。）  
 

 

緑と花の課 電話：２２０－２３５６ FAX：２２４－５０４６ 
 
み ん な の 公
園クリーンス
マイル事業 
 

 
ボランティア団体の自主的な活動により地域の公園や街路樹等の清掃をしていただく場合に、

活動に必要な用具の提供や除草・清掃ゴミの回収などによりボランティア活動をサポートいたしま
す。（報奨金の支払いはありません。） 
   

具体的な活動日時、人数、必要物品を申込書にて事前提出いただき、活動後に活動報告書を
ご提出いただきます。 

主な活動内容 
１．清掃及び除草 
２．収集が困難な大量のごみ、不法投棄等の情報の提供 
３．その他公園等の利用の向上に資する活動 
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１４「地域コミュニティ活性化推進条例」について 

（正式名称 金沢市における地域コミュニティの活性化の推進に関する条例） 
 
 
なぜ必要なの？ 

 

 

 

 

 

 

 

どんな条例？ 

 

 

 

 

  

なにから始める？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核家族化や少子高齢化の進行や生活様式の変化等に伴い、地域活動に参

加する住民の減少が進み、地域住民相互のつながりの希薄化が危惧されて

います。 

こうした中で、子育てや高齢者の生活への支援、災害時の被害の軽減そ

の他地域社会における生活上の重要な課題に対応するためには、住民相互

の協力と支え合いによる共助が必要不可欠であり、その土台としての地域

コミュニティが一層重要となっています。 

地域コミュニティの活性化を推進することにより、金沢を将来にわたり

誇りと愛着をもって暮らすことができるまち、そして思いやりのある心が

あふれるまちとするために条例を制定しました。 

 

防犯や防災、ごみ処理など生活をする上で地域との関わりが必要なこと

はたくさんあります。 

 例えば、お子さんがいらっしゃるご家庭では、一緒に地域のまつりや 

行事に参加するきっかけをつくってくれる「子ども会」があります。 

 いざという時のために、一時的にお住まいの方でも、清掃活動などの 

行事に参加してみることもつながりをつくる一歩になります。 

 町会をはじめとする地域団体では、こうした参加の呼びかけを行ってい

ます。自分たちでできるものから参加してみましょう。 

町会長さんへ 

新しく町会区域内に転入、転居された住民に対しては、町会側から金沢市の町会制度につい

てご説明の上、町会加入を促してくださるようお願いします。 

市としても、町会加入の促進について、特に集合住宅の建設が新しく予定されている町会の

町会長さんに対しては、その集合住宅の概要等についてお知らせしています。同時に、建築申

請を担当する業者さんに対して、建設されてからお住まいになる住民が、生活をはじめたとき

から安心して町会に加入できるよう、地域の情報をお知らせしています。 
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目次
第１章　総則（第１条―第６条）
第２章　地域コミュニティの活性化の推進に関する基本的な施策等（第７条―第
15条）
第３章　地域コミュニティ活性化推進審議会（第16条―第18条）
第４章　雑則（第19条）
附則

第１章　総則
（目的）
第１条　この条例は、本市における地域コミュニティの活性化の推進について、
基本理念を定め、並びに市、地域住民及び町会その他の地域団体並びに事業者
の役割を明らかにするとともに、施策の基本となる事項等を定めることによ
り、地域におけるコミュニティの充実と市民協働を総合的に推進し、もって良
好な地域社会の維持及び形成に資することを目的とする。

（用語の意義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める
ところによる。
　（1）�地域コミュニティ　住民相互の連帯意識に基づく人と人とのつながりを

基礎とする地域社会をいう。
　（2）�町会その他の地域団体　地域活動を行うことを主たる目的とする団体で、

当該地域の住民により組織されるものをいう。
　（3）�地域活動　住民相互の交流、安心して暮らせる生活環境の確保等良好な

地域コミュニティの維持及び形成に資する活動をいう。
（4） 集合住宅　マンション、アパート、寄宿舎、長屋等の建築物をいう。
（基本理念）
第３条　地域コミュニティの活性化の推進は、地域における安全で安心な住みよ
いまちづくりには地域コミュニティが重要であるという基本的認識の下に行わ
れるものとする。
２　地域コミュニティの活性化の推進は、地域コミュニティの活性化の主体が当
該地域の住民自身であるという認識の下に、その自主的な取組を基本として行
われるものとする。
３　地域コミュニティの活性化の推進は、市、地域住民及び町会その他の地域団
体並びに事業者がそれぞれの役割を認識し、これらの者の相互の理解と連携の
下に、協働して行われるものとする。
４　地域コミュニティの活性化の推進は、市民活動団体（ボランティア活動その
他の公益的な活動を行うことを目的として市民が組織する団体をいう。）その
他多様な主体の活動との連携及び調和を図りつつ、行われるものとする。

（市の役割）
第４条　市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと
り、地域コミュニティの活性化の推進に関する総合的かつ計画的な施策を策定
し、及び実施するものとする。
２　市は、基本理念にのっとり、前項の規定により策定する施策に地域住民及び
町会その他の地域団体並びに事業者の意見を十分に反映させるよう努めるとと
もに、当該施策の実施に当たっては、これらの者の理解と協力を得るよう努め
なければならない。

（地域住民及び町会その他の地域団体の役割）
第５条　地域住民は、基本理念にのっとり、地域コミュニティの重要性について
の認識を深めるとともに、相互の交流を通して連帯意識を醸成し、自主的に地
域コミュニティの活性化の推進を図るよう努めるものとする。
２　地域住民は、基本理念にのっとり、自らが地域社会を構成する一員であるこ
とを理解し、それぞれが居住する区域の町会その他の地域団体の地域活動に参
加するよう努めるものとする。
３　町会その他の地域団体は、基本理念にのっとり、誰もが参加しやすい開かれ
た地域活動の実施、当該地域活動への参加の呼びかけ等を通じて、地域住民及
び町会その他の地域団体並びに事業者が地域コミュニティの重要性についての
認識を深めることができるよう努めるものとする。
４　地域住民及び町会その他の地域団体は、基本理念にのっとり、本市が実施す
る地域コミュニティの活性化の推進に関する施策に協力するよう努めるものと
する。

（事業者の役割）
第６条　事業者は、基本理念にのっとり、地域コミュニティの重要性を理解し、
その事業所が所在する地域において行われる地域活動に協力するよう努めるも
のとする。
２　事業者は、基本理念にのっとり、従業員がその居住する地域において地域活
動に参加することに配慮するよう努めるものとする。
３　事業者は、基本理念にのっとり、本市が実施する地域コミュニティの活性化
の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。

第２章　地域コミュニティの活性化の推進に関する基本的な施策等
（地域コミュニティ活性化推進計画の策定）
第７条　市長は、地域コミュニティの活性化に関する施策の総合的かつ計画的な
推進を図るため、地域コミュニティの活性化の推進に関する計画（以下この条
において「地域コミュニティ活性化推進計画」という。）を定めるものとする。
２　地域コミュニティ活性化推進計画は、次に掲げる事項について定めるものと
する。

　（1）�地域コミュニティの活性化に関する目標
　（2）�地域コミュニティの活性化を推進するための施策に関する事項
　（3）�前２号に掲げるもののほか地域コミュニティの活性化を推進するために

必要な事項
３　市長は、地域コミュニティ活性化推進計画を定めるに当たっては、あらかじ
め、地域コミュニティ活性化推進審議会の意見を聴かなければならない。
４　市長は、地域コミュニティ活性化推進計画を定めたときは、これを公表しな
ければならない。
５　前２項の規定は、地域コミュニティ活性化推進計画を変更する場合について
準用する。

（相談体制の整備）
第８条　市長は、地域コミュニティの活性化の推進を図るため、町会その他の地
域団体と連携しながら、地域コミュニティの活性化の推進に関する相談体制の
整備を図るものとする。

（普及啓発）
第９条　市長は、地域コミュニティの活性化の推進についての地域住民及び町会
その他の地域団体並びに事業者の理解と関心を深めるため、その普及啓発に努
めるものとする。

（人材等の育成）
第10条　市長は、地域コミュニティの活性化の推進を図るため、地域コミュニテ
ィの活性化を推進し、又は支援する人材及び団体の育成に努めるものとする。

（集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進）
第11条　市長は、集合住宅の住民が地域社会を構成する一員であり、当該住民を
含む地域住民相互の連帯意識の醸成を図る必要があることから、集合住宅にお
けるコミュニティ組織の形成（町会その他の地域団体を設立し、又は集合住宅
の存する区域における既存の町会その他の地域団体に加わることをいう。次条
第１項において同じ。）の促進を図るために必要な施策を実施するものとする。

（集合住宅の建築主による連絡担当者の選任等）
第12条　集合住宅の建築主は、新たな集合住宅（規則で定める集合住宅に限る。）
の建築を行おうとするときは、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成につ
いて当該集合住宅の住民、既存の町会その他の地域団体又は市との間の連絡に
当たる者として、建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者ごとの担当者を選任
し、規則で定めるところにより、市長に届け出るものとする。
２　市長は、前項の規定による届出があった場合は、当該集合住宅の存する区域
の町会その他の地域団体に対し、その届出に係る情報の提供を行うものとす
る。

（町会その他の地域団体の地域活動に関する情報の提供）
第13条　住宅の建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者は、住宅を購入し、又は
賃借しようとする者に対し、当該住宅の存する区域における町会その他の地域
団体の地域活動に関する情報を提供するよう努めなければならない。

（援助）
第14条　市長は、地域コミュニティの活性化の推進を図るため必要があると認め
るときは、地域コミュニティの活性化の推進に関する専門的な知識を有する者
の派遣その他の技術的な援助をし、又は予算の範囲内において、財政的な援助
をすることができる。

（表彰）
第15条　市長は、地域コミュニティの活性化の推進に著しく貢献した者を表彰す
ることができる。

第３章　地域コミュニティ活性化推進審議会
（地域コミュニティ活性化推進審議会）
第16条　地域コミュニティの活性化を推進するため、地域コミュニティ活性化推
進審議会（次条及び第18条において「審議会」という。）を置く。

（審議会の任務）
第17条　審議会は、この条例に規定する事項その他の地域コミュニティの活性化
の推進に関する事項について市長の諮問に応ずるほか、地域コミュニティの活
性化の推進に関し必要な事項について市長に意見を述べることができる。

（組織等）
第18条　審議会は、委員15人以内で組織する。
２　委員は、地域コミュニティの活性化の推進に関し識見を有する者のうちか
ら、市長が委嘱する。
３　委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員を生じた場合における補欠
の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
４　審議会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。
５　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
６　会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理
する。

第４章　雑則
（委任）
第19条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
１　この条例は、平成29年４月１日から施行する。
２　集合住宅におけるコミュニティ組織の形成の促進に関する条例（平成20年条
例第２号）は、廃止する。

金沢市における地域コミュニティの活性化の推進に関する条例

49



 事例を紹介します！！ 

あなたの町会でもぜひ新たな活動にチャレンジしてみましょう。 
 

令和４年度 金沢市地域コミュニティ活性化事業実施一覧 
 
【コミュニティ活性化プラン策定事業 １校下（地区）町会連合会】 

団体名 事業タイトル・内容 

夕日寺校下町会連合会 夕日寺校下 100 年創造計画策定事業 

校下の特性や課題を整理し、「夕日寺校下 100 年創造計画策定委員

会」を設置し将来像を明確化する。課題解決のため専門家の指導のもと

ワークショップを開催し全世帯参加型のプランを策定する。 

 
 
【プラン実現事業 ２校下（地区）町会連合会】 

団体名 事業タイトル・内容 

粟崎校下町会連合会 コミュニティ活性化プラン実現事業 

昨年実施したアンケートと分析結果をもとに、住民と課題の共有をし、課

題解決のための報告書を作成し配布するほか、地域の防災マップを作

成し配布する。 

新竪町地区町会連合会 新竪町地区未来像具現化事業 2022 

防災計画の具現化と商店街のイベント調査、まちづくり学習会を中心

に、プランの中の３つの軸を具現化するための事業を展開する。 

 
 
【地域団体連携事業 １０団体（７校下（地区）町会連合会、３町会）】 

団体名 事業タイトル・内容 
ニュー金市町会 ４世代連携（協生・協動）での町会の活性化事業 

４世代委員会、ママさん委員会を発足させ、世代間連携のもと、イベント

を実施する。 

千坂校下町会連合会 コロナ禍における非接触型訓練･「千坂防災の日」の実施 

「ちさか防災の日」で防災訓練を実施するほか、防災倉庫の点検やスキ

ルアップ研修も実施する。 

福久町会 海側幹線Ⅳ期区間暫定供用「祝・地区プレイベント」 

秋頃に完成記念式典のほか、伝統芸能のアトラクションや模擬店等のイ

ベントを実施する。 

森本地区町会連合会 森本駅東広場活用事業 

駅前広場での朝市や移動販売車の開設のほか、近隣学校による演奏

などのイベント開催 

諸江地区町会連合会 もろえ福祉コンサート 2022 

コンサートの実施 

 

三馬校下町会連合会 みんま夏祭り 

子供達が出演できる機会を多くし、司会進行係を子供会役員とする事

で若い世代の方達も参加しやすい夏祭りを実施 

長町地区町会連合会 『金沢長町塾』 

・「長町学事始」を月１回実施 

・視察研修と実習によるボランティア育成 

・芸術的創造の共感と伝統文化の継承、その応援と鑑賞 

 金沢市では、条例の施行を受けて、校下（地区）町会連合会又は町会を対象団体に、

町会加入や活性化に向けた自主的な取組を支援する補助制度を平成３０年度に創設 

しました。 

 

金沢市地域コミュニティ活性化事業 
 

 

 

       カット 挿絵 

 

 

 

 

地域コミュニティの醸成と充実を図るため、コミュニティの活性化に向けた 

自主的な取組を支援します。 

 

■助成内容 

対象事業 対象団体 補助金額 

Ⅰ コミュニティ活性化プラン策定事業  

 

校下（地区） 

町会連合会 

 

補助対象経費の 

４分の３以内 

 

限度額 ７５万円 

 

 地域の課題、地域コミュニティの将来像 

又は目標、具体的な活動内容等を記載し 

たプランを策定する事業 

 

Ⅱ プラン実現事業 コミュニティ活性化

プランを策定した校

下（地区）町会連合

会又は当該校下（地

区）町会連合会が推

薦する町会その他の

地域団体 

 

補助対象経費の 

４分の３以内 

 

限度額 ５０万円 

 

上記Ⅰのコミュニティ活性化プランに基 

づき実施する活性化事業 

 

Ⅲ 地域団体連携事業  

校下（地区）町会連

合会又は校下（地区）

町会連合会が推薦す

る町会 

 

補助対象経費の 

４分の３以内 

 

限度額 ４０万円 

 

 町会等が同じ校下（地区）内の地域団体 

等と連携して取り組む事業又は複数の町 

会等が連携して取り組む事業 

 

Ⅳ コミュニティ活動事業  

校下（地区）町会連

合会又は校下（地区）

町会連合会が推薦す

る町会 

 

補助対象経費の 

４分の３以内 

 

限度額 ３０万円 

 

 町会への加入の促進、住民の交流等地域 

コミュニティの活性化を図る事業 

 

 

 問い合わせ先：市民協働推進課 

        電話 ２２０－２０２６  ＦＡＸ ２６０－１１７８ 

        e-mail  kyoudou@city.kanazawa.lg.jp 
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 事例を紹介します！！ 

あなたの町会でもぜひ新たな活動にチャレンジしてみましょう。 
 

令和４年度 金沢市地域コミュニティ活性化事業実施一覧 
 
【コミュニティ活性化プラン策定事業 １校下（地区）町会連合会】 

団体名 事業タイトル・内容 

夕日寺校下町会連合会 夕日寺校下 100 年創造計画策定事業 

校下の特性や課題を整理し、「夕日寺校下 100 年創造計画策定委員

会」を設置し将来像を明確化する。課題解決のため専門家の指導のもと

ワークショップを開催し全世帯参加型のプランを策定する。 

 
 
【プラン実現事業 ２校下（地区）町会連合会】 

団体名 事業タイトル・内容 

粟崎校下町会連合会 コミュニティ活性化プラン実現事業 

昨年実施したアンケートと分析結果をもとに、住民と課題の共有をし、課

題解決のための報告書を作成し配布するほか、地域の防災マップを作

成し配布する。 

新竪町地区町会連合会 新竪町地区未来像具現化事業 2022 

防災計画の具現化と商店街のイベント調査、まちづくり学習会を中心

に、プランの中の３つの軸を具現化するための事業を展開する。 

 
 
【地域団体連携事業 １０団体（７校下（地区）町会連合会、３町会）】 

団体名 事業タイトル・内容 
ニュー金市町会 ４世代連携（協生・協動）での町会の活性化事業 

４世代委員会、ママさん委員会を発足させ、世代間連携のもと、イベント

を実施する。 

千坂校下町会連合会 コロナ禍における非接触型訓練･「千坂防災の日」の実施 

「ちさか防災の日」で防災訓練を実施するほか、防災倉庫の点検やスキ

ルアップ研修も実施する。 

福久町会 海側幹線Ⅳ期区間暫定供用「祝・地区プレイベント」 

秋頃に完成記念式典のほか、伝統芸能のアトラクションや模擬店等のイ

ベントを実施する。 

森本地区町会連合会 森本駅東広場活用事業 

駅前広場での朝市や移動販売車の開設のほか、近隣学校による演奏

などのイベント開催 

諸江地区町会連合会 もろえ福祉コンサート 2022 

コンサートの実施 

 

三馬校下町会連合会 みんま夏祭り 

子供達が出演できる機会を多くし、司会進行係を子供会役員とする事

で若い世代の方達も参加しやすい夏祭りを実施 

長町地区町会連合会 『金沢長町塾』 

・「長町学事始」を月１回実施 

・視察研修と実習によるボランティア育成 

・芸術的創造の共感と伝統文化の継承、その応援と鑑賞 
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代表電話　２２０－２１１１　（夜間当直室　２２０－２１２１）
ホームページアドレス　https://www4.city.kanazawa.lg.jp/

電話番号 電話番号 電話番号

都市政策局 福祉健康局 都市整備局

220-203４ 福祉政策課 220-2288 都市計画課 220-2351

220-2033 健康政策課 220-2233 景観政策課 220-2364

220-2038 242-1131 緑と花の課 220-2356

総務局 251-0200 市街地再生課 220-2675

220-2091 234-5103 220-2333

220-2171 生活支援課 220-2292 220-2326

220-2151 介護保険課 220-2264 空き家活用室 220-2136

220-2161 障害福祉課 220-2289 土木局

文化スポーツ局 医療保険課 220-2255 道路建設課 220-2316

220-2443 地域保健課 234-5102 道路管理課 220-2321

220-2726 衛生指導課 234-5112 内水整備課 220-2341

経済局 　動物愛護管理センター 258-9070 教育委員会

220-2204 試験検査課 234-5131 220-2431

220-2193 　食肉衛生検査所 257-1402 220-2436

220-2373 こども未来局 220-2441

220-2194 子育て支援課 220-2285 中央公民館（長町館） 220-2462

農林水産局 220-2299 中央公民館（彦三館） 261-8100

220-2213 243-1039
キゴ山ふれあい研修センター
（青少年交流棟） 229-0583

220-2215 環境局
キゴ山ふれあい研修センター
（こども交流棟） 229-1141

220-2217 環境政策課 220-2304 教育プラザ（学校教育センター） 243-1069

市民局 ゼロカーボンシティ推進室 220-2507 消防局　(代)280-0119

 220-2026 ごみ減量推進課 220-2302 280-2065

金沢学生のまち市民交流館  255-0162 西部管理センター 242-1371 280-3094

近江町交流プラザ  260-6722 東部管理センター 252-6050 企業局

220-2095 危機管理監 220-2771

220-2241 危機管理課 220-2366 　 料金センター 220-2977

産業政策課

商工業振興課

農業水産振興課

農業基盤整備課

森林再生課

市民協働推進課

ダイバーシティ人権政策課

クラフト政策推進課

予防課

警防課

お客さまサービス課　

市民課

生涯学習課

観光政策課

保育幼稚園課

青少年健全育成センター

税務課 建築指導課

資産税課

市民税課

スポーツ振興課

保
健
所

金沢マラソン推進課

教育総務課

学校指導課

住宅政策課

１５　金沢市の担当窓口一覧表（抜粋）

局・課（所）名 局・課（所）名 局・課（所）名

地域力再生課

広報広聴課

交通政策課 泉野福祉健康センター

元町福祉健康センター

総務課 駅西福祉健康センター

団体名 事業タイトル・内容 
長土塀町会連合会 中央小校区こども安心安全会議 

・平日の登下校時の見守り 

・育友会、４地区、東警察署等の情報共有 

・不審者情報に関する啓発活動 等 

伏見台校下町会連合会 伏見台サマ－フェスタ２０２２ 

前回までは町会連合会単独主催だったが、今回から各種団体との共同開

催とし、連携を深める。また、結ネットの説明ブースを設置することで登録を

推進し、地域住民における情報の共有と発信を促進する。 

泉新町第一町会 獅子舞でつなぐ国造神社管内の氏子７町会の連携・活性化事業 

国造神社境内にて獅子舞及び加賀宝生仕舞を実施 

 
 
【コミュニティ活動事業 ６団体（２校下（地区）町会連合会、４町会）】 

団体名 事業タイトル・内容 
浅野町校下連合町会 浅野町校下まちづくり活性化事業 

昨年度から引き続き、まちづくり小委員会（４委員会）各委員会の活動を

通して意見を集約し活性化を推進するほか、町会情報等を掲載したリー

フレットを作成し配布する。 

湖陽町会 

 

 

地域運営交通「チョイソコ」の利用に関する調査と推進事業 

地域運営交通「チョイソコ」の利用について、町民の意識やニーズを調

査し、金沢市や事業者への提案と町民への普及に努める 

台誠会 地域課題の解決につながる町会ファームと消雪活動 

町会の菜園「台誠会ファーム」による町会員の交流と排雪場マップを整

備する。 

北安江下丁町会 子ども未来会議ワークショップ 

小中学生がテーマを決めて話し合い、それをイラストに表し展示する。 

 

髙畠町会 個性と魅力が輝くまちづくり（音楽の街・金沢を目指して） 

高畠 6 町会において参加者を募り歌声を届けることから始めて地域の活

性化につなげる。 

西南部校下町会連合会 チカモリじょんがら踊りの夕べ＆寒中雪遊びイベント 

夏にじょんがら踊り、冬に雪遊びイベントを開催。また、会場に町会加入

啓蒙ブースを設け、町会加入パンフの配布を行い加入促進を図るほ

か、不足している地域ボランティア活動内容をＰＲし募集活動を行う。 
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代表電話　２２０－２１１１　（夜間当直室　２２０－２１２１）
ホームページアドレス　https://www4.city.kanazawa.lg.jp/

電話番号 電話番号 電話番号

都市政策局 福祉健康局 都市整備局

220-203４ 福祉政策課 220-2288 都市計画課 220-2351

220-2033 健康政策課 220-2233 景観政策課 220-2364

220-2038 242-1131 緑と花の課 220-2356

総務局 251-0200 市街地再生課 220-2675

220-2091 234-5103 220-2333

220-2171 生活支援課 220-2292 220-2326

220-2151 介護保険課 220-2264 空き家活用室 220-2136

220-2161 障害福祉課 220-2289 土木局

文化スポーツ局 医療保険課 220-2255 道路建設課 220-2316

220-2443 地域保健課 234-5102 道路管理課 220-2321

220-2726 衛生指導課 234-5112 内水整備課 220-2341

経済局 　動物愛護管理センター 258-9070 教育委員会

220-2204 試験検査課 234-5131 220-2431

220-2193 　食肉衛生検査所 257-1402 220-2436

220-2373 こども未来局 220-2441

220-2194 子育て支援課 220-2285 中央公民館（長町館） 220-2462

農林水産局 220-2299 中央公民館（彦三館） 261-8100

220-2213 243-1039
キゴ山ふれあい研修センター
（青少年交流棟） 229-0583

220-2215 環境局
キゴ山ふれあい研修センター
（こども交流棟） 229-1141

220-2217 環境政策課 220-2304 教育プラザ（学校教育センター） 243-1069

市民局 ゼロカーボンシティ推進室 220-2507 消防局　(代)280-0119

 220-2026 ごみ減量推進課 220-2302 280-2065

金沢学生のまち市民交流館  255-0162 西部管理センター 242-1371 280-3094

近江町交流プラザ  260-6722 東部管理センター 252-6050 企業局

220-2095 危機管理監 220-2771

220-2241 危機管理課 220-2366 　 料金センター 220-2977

産業政策課

商工業振興課

農業水産振興課

農業基盤整備課

森林再生課

市民協働推進課

ダイバーシティ人権政策課

クラフト政策推進課

予防課

警防課

お客さまサービス課　

市民課

生涯学習課

観光政策課

保育幼稚園課

青少年健全育成センター

税務課 建築指導課

資産税課

市民税課

スポーツ振興課

保
健
所

金沢マラソン推進課

教育総務課

学校指導課

住宅政策課

１５　金沢市の担当窓口一覧表（抜粋）

局・課（所）名 局・課（所）名 局・課（所）名

地域力再生課

広報広聴課

交通政策課 泉野福祉健康センター

元町福祉健康センター

総務課 駅西福祉健康センター
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　町会は、一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体です
が、地方自治法第２６０条の２の規定に基づき法人格を取得することにより、
町会名義での不動産登記や規約に定める範囲内での取引、財産の保有など、
法律上の権利義務の主体となることができます。

　　　　　　　　　　問い合わせ先　市民協働推進課　電話２２０－２０２６

１６ 金沢市と金沢市町会連合会が協働し開設している
「地域コミュニティサポートデスク」

専任のコミュニティアドバイザーをご活用ください！

★さまざまなご相談
・集合住宅の住民と地域とのつながりの作り方。
・町会の活動や運営について疑問に思っていること。
・町会の活性化への助言や、新しい取り組みについての不安。
※その他、地域生活に関することなど、お待ちしています。

★勉強会や町会の集まりなどへの講師としての派遣

1.どんなことができるの？

得

集合住宅の住民の方

町会関係の方

お気軽にご相談ください。

◆ご利用にあたって
１．開設時間

月曜日から金曜日までの毎日 １０時から１７時まで
（土日祝日はお休みです）

２．開設場所
金沢市市民協働推進課内
（金沢市役所第一本庁舎２階）

３．電話、ＦＡＸ等による相談も可能です

地域コミュニティサポートデスク
金沢市広坂１－１－１
金沢市市民協働推進課内

電話２２０－２５５２ FAX２６０－１１７８

２．どうやって利用すればいいの？

３.どこに連絡すればいいの？

１７ 町会の法人化について
～認可地縁団体制度をご存じですか？～

頭字順 相談・対応先

空き地 環境政策課(☎220-2304)

建築指導課(☎220-2136)

建築指導課(☎220-2136)

環境政策課(☎220-2304)

危機管理課（☎220-2366）

環境政策課(☎220-2304)

消防局(☎280-0119)

環境政策課(☎220-2304)

(町会単位で)緑と花の課(☎220-2356)

い 動物愛護管理センター(☎258-9070)

人体危害 環境政策課(☎220-2304)

西部管理センター(☎242-1371)

東部管理センター(☎252-6050)

け 環境政策課(☎220-2304)

西部管理センター（☎242-1371)

東部管理センター（☎252-6050)

ごみ減量推進課(☎220-2302)

予防課(☎280-2065)

環境政策課(☎220-2304)

衛生指導課(☎234-5112)

す 環境政策課(☎220-2304)

そ 環境政策課(☎220-2304)

道路管理課(☎220-2321)

農業水産振興課(☎220-2213)

ごみ減量推進課(☎220-2302)

ごみ減量推進課(☎220-2302)

相談 動物愛護管理センター(☎258-9070)

捕獲(放浪犬のみ) 動物愛護管理センター(☎258-9070)

死体 ごみ減量推進課(☎220-2302)

市街化区域 内水整備課(☎220-2342)

その他区域 農業基盤整備課(☎220-2215)

衛生指導課(☎234-5112)

環境政策課(☎220-2304)

ふ ごみ減量推進課(☎220-2302)

戸別収集受付センター(☎220-7153)

動物愛護管理センター(☎258-9070)

環境政策課(☎220-2304)

ごみ減量推進課(☎220-2302)

衛生指導課(☎234-5111)

環境政策課(☎220-2304)

※ニホンカモシカの場合は文化財保護課(☎220-2469)に連絡 

環境政策課(☎220-2304)

農業水産振興課(☎220-2213)

(クマ以外)   環境政策課(☎220-2304)

(クマ)       森林再生課(☎220-2217)

(農作物被害) 農業水産振興課(☎220-2213) 

そ 警察安全相談室(☎225-9110)

の 県消費生活支援センター(☎255-2120)

他 広報広聴課(☎220-2222)に事前予約

※上記以外の相談・対応先のご相談は、地域コミュニティサポートデスク(☎220-2552)にお電話ください。

県警困りごと相談

消費者110番

法律相談

や

野生動物(傷病獣)の保護

野鳥のケガ、保護

野鳥の死体

ゆ 有害鳥獣(タヌキ、サル、クマ等)

不法投棄

へ
ぺットの死体

ペットの保護(生きているもの)

み 民泊

騒音

ごみ出し

届出

の

野焼き

放浪犬・野良猫

は

排水路の補修

蜂の巣の相談

ハトの糞

水質の苦情

騒音・振動・粉じん

と

道路・側溝の補修

鳥インフルエンザに関する相談

動物の死体

シロアリの相談

住宅用火災警報器

し

犬の鳴き声

か 力ラスの被害
ごみ散乱

煙(悪臭含む)

こ
ごみステーション(ルール違反ごみ出し含む)

ごみの相談

浄化槽からの汚水、悪臭

各種困りごとの相談・対応先一覧

困りごとの内容

あ

雑草の管理

空き家

総合相談

雑草・樹木の管理

防犯

悪臭(煙含む)

油流出

アメリカシロヒトリ防除

建物の維持管理(維持保全)
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　町会は、一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体です
が、地方自治法第２６０条の２の規定に基づき法人格を取得することにより、
町会名義での不動産登記や規約に定める範囲内での取引、財産の保有など、
法律上の権利義務の主体となることができます。

　　　　　　　　　　問い合わせ先　市民協働推進課　電話２２０－２０２６

１６ 金沢市と金沢市町会連合会が協働し開設している
「地域コミュニティサポートデスク」

専任のコミュニティアドバイザーをご活用ください！

★さまざまなご相談
・集合住宅の住民と地域とのつながりの作り方。
・町会の活動や運営について疑問に思っていること。
・町会の活性化への助言や、新しい取り組みについての不安。
※その他、地域生活に関することなど、お待ちしています。

★勉強会や町会の集まりなどへの講師としての派遣

1.どんなことができるの？

得

集合住宅の住民の方

町会関係の方

お気軽にご相談ください。

◆ご利用にあたって
１．開設時間

月曜日から金曜日までの毎日 １０時から１７時まで
（土日祝日はお休みです）

２．開設場所
金沢市市民協働推進課内
（金沢市役所第一本庁舎２階）

３．電話、ＦＡＸ等による相談も可能です

地域コミュニティサポートデスク
金沢市広坂１－１－１
金沢市市民協働推進課内

電話２２０－２５５２ FAX２６０－１１７８

２．どうやって利用すればいいの？

３.どこに連絡すればいいの？

１７ 町会の法人化について
～認可地縁団体制度をご存じですか？～

頭字順 相談・対応先

空き地 環境政策課(☎220-2304)

建築指導課(☎220-2136)

建築指導課(☎220-2136)

環境政策課(☎220-2304)

危機管理課（☎220-2366）

環境政策課(☎220-2304)

消防局(☎280-0119)

環境政策課(☎220-2304)

(町会単位で)緑と花の課(☎220-2356)

い 動物愛護管理センター(☎258-9070)

人体危害 環境政策課(☎220-2304)

西部管理センター(☎242-1371)

東部管理センター(☎252-6050)

け 環境政策課(☎220-2304)

西部管理センター（☎242-1371)

東部管理センター（☎252-6050)

ごみ減量推進課(☎220-2302)

予防課(☎280-2065)

環境政策課(☎220-2304)

衛生指導課(☎234-5112)

す 環境政策課(☎220-2304)

そ 環境政策課(☎220-2304)

道路管理課(☎220-2321)

農業水産振興課(☎220-2213)

ごみ減量推進課(☎220-2302)

ごみ減量推進課(☎220-2302)

相談 動物愛護管理センター(☎258-9070)

捕獲(放浪犬のみ) 動物愛護管理センター(☎258-9070)

死体 ごみ減量推進課(☎220-2302)

市街化区域 内水整備課(☎220-2342)

その他区域 農業基盤整備課(☎220-2215)

衛生指導課(☎234-5112)

環境政策課(☎220-2304)

ふ ごみ減量推進課(☎220-2302)

戸別収集受付センター(☎220-7153)

動物愛護管理センター(☎258-9070)

環境政策課(☎220-2304)

ごみ減量推進課(☎220-2302)

衛生指導課(☎234-5111)

環境政策課(☎220-2304)

※ニホンカモシカの場合は文化財保護課(☎220-2469)に連絡 

環境政策課(☎220-2304)

農業水産振興課(☎220-2213)

(クマ以外)   環境政策課(☎220-2304)

(クマ)       森林再生課(☎220-2217)

(農作物被害) 農業水産振興課(☎220-2213) 

そ 警察安全相談室(☎225-9110)

の 県消費生活支援センター(☎255-2120)

他 広報広聴課(☎220-2222)に事前予約

※上記以外の相談・対応先のご相談は、地域コミュニティサポートデスク(☎220-2552)にお電話ください。

県警困りごと相談

消費者110番

法律相談

や

野生動物(傷病獣)の保護

野鳥のケガ、保護

野鳥の死体

ゆ 有害鳥獣(タヌキ、サル、クマ等)

不法投棄

へ
ぺットの死体

ペットの保護(生きているもの)

み 民泊

騒音

ごみ出し

届出

の

野焼き

放浪犬・野良猫

は

排水路の補修

蜂の巣の相談

ハトの糞

水質の苦情

騒音・振動・粉じん

と

道路・側溝の補修

鳥インフルエンザに関する相談

動物の死体

シロアリの相談

住宅用火災警報器

し

犬の鳴き声

か 力ラスの被害
ごみ散乱

煙(悪臭含む)

こ
ごみステーション(ルール違反ごみ出し含む)

ごみの相談

浄化槽からの汚水、悪臭

各種困りごとの相談・対応先一覧

困りごとの内容

あ

雑草の管理

空き家

総合相談

雑草・樹木の管理

防犯

悪臭(煙含む)

油流出

アメリカシロヒトリ防除

建物の維持管理(維持保全)
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 町会連合会では、町会が「元気」になるために、一人でも多くの皆様の意見をお聞きし、共

に考え、知恵をしぼり助言や提案をさせていただくことでより良い方向に向かっていくことが

できるお手伝いや支援をこれからも続けていきたいと考えています。この「ハンドブック」を

活用していただき、皆様の町会発展に寄与することができれば幸いです。 
金沢市町会連合会 町会活性化対策委員会 

あ と が き 





みんなのまちをみんなでつくろう！

金金 沢沢 市市 町町 会会 連連 合合 会会

〒920-0999 金沢市柿木畠１－１

金沢市第二本庁舎内

編集：町会活性化対策委員会 

発行：令和５年６月 

電 話 ２２０－２４６６ 
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e-mail：chouren@spacelan.ne.jp

URL：https://kanazawashichouren.jp/

●町会役員災害補償制度     ●町会行事災害補償制度 
町会行事などの活動中や偶発的な事故などへの補償制度です。詳しい内容については

下記連絡先にお問い合せください。金沢市町会連合会でもご案内しています。 
〒920-0024 金沢市西念 4-18-40 NYビル１Ｆ 石川県町会災害補償制度取扱窓口 

株式会社トップ保険  電話 0120-030343 ＦＡＸ0120-060643 

「町会災害補償制度」に加入していますか？




